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第１章 論文概要 
第１節 本論文の目的と方法 
 
 
本論文においては、定量化評価の困難な、高度情報化推進政策の経済効果の計測に関
する新たな枠組みを提示し、実証分析を通してその有効性を検証することを目的とする。
高度情報関連投資によって、国及び代表的経済主体である、家計部門並びに企業部門に
もたらされる経済効率について、客観的定量的な評価のフレームワークを提示し、具体
的事例に基づき解析を行うことを通して、その有用性をも合わせて確認しようとするも
のである。このように、客観的に経済効果を計測し、政策提言を行うことは、現実の情
報通信に関する社会基盤整備の面からも重要である。また、複数の代替案を比較検討す
る際に、本論文で示した定量的な分析手法の必要用性はいっそう高まるものと考える。
この本論文の分析の枠組みを通して、今後多様な分野における政策的インパクトの経済
評価方法として応用することも可能であると考える。 
 
本論文での分析の基礎をなす経済学は、一般的な社会生活と密接で不可分のかかわり
をもっているために、歴史的に学術的な論争はもちろん、それに基づいた政策的論争の
基になっている。その厳密な意味での定義付けに関する経済学界の数々の論争は未だそ
の解決をみているわけではないが、一般的には経済学とは有限で希少な財の適切な配分
に係わる学問であると考えられている。マクロ経済学という研究領域は、一般的には国
という経済全体の集合体としての経済活動における均衡ある配分のあり方の解明を目
的としているものであると考えられており、ミクロ経済学という研究領域では、一般的
に各経済主体が自らの利潤の最大化を目的とする経済活動を行うことで、結果として市
場を通して全体的に合理的な富や資源の再配分を導き出す学問であると考えられてい
る。この経済学における経済主体としては、代表的には企業部門に代表される生産者と、
家計部門に代表される消費者とに分類される。 
 
生産者とは、自らの生産物を他の生産者若しくは消費者に渡すことを活動の目的とし
ており、自らの利潤を最大化するように合理的に投入財及び投資を調節し、限界生産性
逓減の法則の下、自らの生産関数に基づき、限界生産物と生産要素価格が等しくなるま
で投入財を利用するものであると定義されている。また企業とは自らの資本ストック量
の調整を通じ、期待される利潤を改善する主体であると定義されている。また消費者と
は財やサービスを最終的に消費することにより満足を求めることを目的としており、一
般的に所与の機会費用に基づき合理的な期待の下に、効用を最大化するように支出の調
整を行う主体であると定義されている。 
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 以上のことから、最も基礎的な経済モデルは、企業は企業利潤を増大させるように投資
をおこない、家計は効用が最大になるように消費支出を改善し、ひいてはそれらが完全
競争市場を経て国全体に均衡ある配分を通して正の経済波及効果を与えてゆく社会全
般の経済活動の存在を前提として成立している。本論文においては、複雑な現実の社会
を、仮にこの理論経済学の前提に当てはめて単純にモデル化した場合における定量化評
価を行うことを試みる。通常実証的な経済分析を行う場合、まず関数形の妥当性を検証
した上で実証を行うものである。しかし本論文における関数形適用の目的は、データ収
集の困難さから、今まで実証が困難であった IT に係わる高度情報化推進政策を、公表
されているデータを用いて客観的な定量分析ができるような評価方法を導出すること
にある。 
このような経済理論を用いた実証分析に対して、現実の変化のダイナミクス性にかん
がみ疑問が投げかけられることもある。理論経済学は一部で批判を受けつつも、計量経
済学をはじめ、その経済理論をふまえ、依然として、定量的分析の中心的役割を担って
いるi。さらに、推定された経済モデルを用いて将来予測を行うこともできる。また、
客観的評価基準として社会政策に関与する余地も大きいと考える。したがって、本論文
では、現実の複雑な現象を定量的に評価するための基礎的根拠づけとして、このような
理論経済学の前提条件を採用することとする。 
 
また本論文においてはマクロ経済基礎理論の国民総生産は国民総所得と国民総支出
との等価性のなかの国民総支出に着目する。分析対象の選択手段の一つとして、国民総
支出は、消費と投資と政府支出との合計であるとの定義に則り、国と、家計部門、企業
部門とから定量分析を行う。かつ通常のマクロ経済分析に用いられる経済主体間の均衡
条件をも仮定する。国と、代表的経済主体である家計部門、情報サービス供給に係わる
企業部門という３つの違った側面から高度情報化推進政策により受けた経済学的影響
を分析することにより、政策に影響を受けた経済主体内部における客観的かつ総括的な
効果に関する評価方法を導出することを試みる。 
 
そこで、本論文においては、高度情報通信サービス供給分野のような、著しい技術革
新によって、時の先端的技術を用いた新規サービスがめまぐるしく陳腐化してゆきつつ
あるような状況の中、情報通信分野に関して策定される国の政策に対する効果を、総括
的かつ実証的に評価する方法を導出することを目的とする。 
 
具体的には、実際に国の積極的高度情報化推進政策により活発化する IT 関連投資に
対する、一国経済全体たる国自身の、経済成長に寄与する、その他一般投資との効率性
の認識の違いの有無を検証する。また情報通信企業や家計部門といった経済学的な代表
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的主体に対して与える経済学的影響を、独自の分析的視点方法を取り入れながら、すべ
て公開されているデータを用いて分析する方法を示す。そして、先の完全競争市場の前
提条件の制約の中で、既に広く経済学上合意されている分析方法を採用することで、政
策評価の客観性も担保する。そのことにより、本論文における定量的評価方法は、次な
る情報化推進政策策定に際する経済学的裏付をともなった即時的な政策評価も可能に
なるとともに、我が国の IT 政策のみに限定されず、広く世界的に様々な政策評価に応
用することも可能であると考えている。 
 
既存の情報通信分野に関する経済学的な実証的研究では、先に触れた実績データ収集
の制限から、現状を即時的に分析対象としてとらえることが非常に困難である。ゆえに、
情報通信財全体としてのマクロ経済分析の視点から、国全体の経済成長を実証する研究
を行うか、又はアンケート調査に基づき経済学上の消費者の嗜好をロジットあるいはプ
ロビットモデルにより計測する研究といった、ある制限された研究領域やある特定の研
究手法を多用した分析に集中してしまう傾向がある。しかしながら、本論文においては、
FTTH 投資やディジタルシネマのような最先端情報化投資をも分析対象に含めて経済学
上客観的かつ包括的に実証分析する理論的枠組みを提案することにより、経済的合理性
に基づき政策を評価しうる可能性を初めて示しえる点にも大きな特色があると考えて
いる。 
 
また、本論文では、マクロ経済分析における IT 投資の対象範囲に関する定義づけの
違いからくる分析結果の相違を除去する方法として、ストック調整原理に基づく調整速
度データの階差級数による長期時系列分析の手法を提案する。このことによって、先行
研究中の IT に関する定義の違いによらず、国全体の経済成長に対して、国自身は、IT
財と一般財との効率性の違いを認識していたのかという IT 投資に共通する傾向が明ら
かとなる。また家計部門である消費者の選考に関する分析方法としては、利用可能デー
タ量の制限からアンケート調査方法による消費選考を計測する手法の、被調査対象者の
回答に対する心理的バイアスの問題を解決する方法として、経済学上の客観的分析手法
である実際の家計の消費支出から消費選考を計測する方法を提案する。これにより、各
サービス毎の消費弾力性が他のサービスに与える因果性の関係も実証することが可能
になる。経済学上のもう一方の代表的経済主体である情報サービス供給に係わる企業部
門の経済効果分析に関しては、公開されているデータも極端に限られている。そのため、
我が国において先端の情報通信サービス供給事業者を対象とした分析は筆者の知る限
り存在しない。そこで通信事業者や映画配給事業者側の企業会計値を金融経済学的アプ
ローチを用いることで、先端情報通信技術を用いたサービス供給に係わる費用関数を推
計した上で、投資効率を分析する手法を提案する。 
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本論文において国の高度情報化推進政策により影響を受けた企業部門の分析対象と
して情報通信事業者と映画配給事業者を取り上げた理由としては、情報通信事業者は情
報サービスを消費者に供給するためのネットワークをもつ最大の産業であるからであ
る。またそのネットワークへの投資はいわゆる社会的基盤であるインフラとして、公益
事業として広く認知されている。国の情報通信政策の影響を最も強く受ける産業が情報
通信事業者であると考えるからである。一方映画配給事業については、そのネットワー
クと不可分の関係にある。それを利用して消費者に情報サービスを供給する産業として、
経済産業省の特定サービス実態調査を基に分類すると、ソフトウェア産業、情報処理産
業、サーバハウジング産業、サーバホスティング産業、情報セキュリティ産業、電子認
証産業、課金決算代行産業、ASP 産業、サイト運営産業、コンテンツ配信産業、映像情
報製作・配給産業、音楽情報製作産業があげられる。この中で、映像情報製作・配給産
業の配給部分のディジタル化はわずか７％に過ぎず、最もディジタル化が滞っている産
業であることに着目する。この最も通信政策の影響を強く受ける産業とは逆に、最もデ
ィジタル化が滞っている産業を分析対象とすることで、国の高度情報化推進政策により
企業部門が受けた経済効果の端的な特徴をも推計できうるのではないかと考えるから
である。 
 
このことにより、本論文は既存の研究では十分に手法が確立されておらず、非常に困
難な制約条件になっていた、初期の段階での国の情報関連政策に関する迅速な経済効果
の計測方法を提案することが可能となり、政策の経済的客観的な評価付けの根拠の一つ
として活用することが可能となる。 
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 第２節 本論文の背景 
 
 
一般の経済学において国の経済成長は、労働生産性の上昇率と、労働力の増加率から
導かれるものとされている。近年における我が国の労働力の増加率は、頭打ちから減少
へと変化してきている中において、我が国の経済成長を今まで通り維持してゆくために
は、労働生産性を向上さてゆくことがますます重要になってくる。そこで、とりわけ今
日まで行われてきた高度情報通信ネットワーク社会推進に向けた国の積極的高度情報
化推進政策に焦点を当てることとする。近年において著しく増加傾向を示した我が国
IT 化設備投資や、付随する通信技術に関する加速度的な技術革新と、情報通信サービ
スに係わる大幅な短命化及び情報通信サービス供給を取り巻くめまぐるしい変化が、我
が国の経済活動にとってどのような効果をあたえているのかを総括的に分析する。そこ
で導き出された結果から、引き続く国の政策的合意を形成するに際して判断材料が提供
でき得ると考えたわけである。 
 
社会現象に対する政策的影響度の波及的効果を分析するための方法として、伝統的に
は経済学的分析手法が適応されているが、そのためには一定期間にわたる時間の経過を
へて、実証分析にたる十分なデータの蓄積が要求される。ところが、情報通信サービス
のような新規サービスに関しては、実証的な分析を試みようとしても、多くの場合この
データ収集に係わる面が非常に大な制約条件になってしまう。データの集積が進んだ頃
には、既にそのサービスは社会的な分析対象としての重要性を消失してしまっている。
またサービス供給に関する技術的な連続性の担保を証明することの困難さから、その蓄
積されたデータ自体の定義付けが一致しなくなるなど、多くの課題を抱えている。その
ような理由から、実際に各種情報通信に関する先行研究においても、分析手法や採用さ
れるデータの違いにより、さまざまな分析結果が報告されており、我が国の高度情報化
に関する共通するコンセンサスはまだ十分には得られていない。 
 
本論文では、複雑な社会現象を仮に経済学上の単純化の前提条件に当てはめた場合に、
その政策的効果を客観的に評価する定量的な独自のフレームワークを初めて提示する
ことができる。高度情報通信分野のような、技術的な陳腐化の著しい新規サービス分野
で、かつ関連するデータの蓄積が充分に進んでおらず実証的分析に際し非常に制約のか
かるような分野に関する国の先端技術振興政策においてさえも、容易に定量評価を行う
ことができるようになる。このことは、日々刻々と変化する社会情勢の中においても、
今後様々な分野で同様な政策的インパクトの評価方法として応用することの可能性を
示し得たものと考える。また、社会情報基盤整備のような高度情報通信ネットワーク投
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資が経済的な効果をもつ場合には、市場競争の機能を補完するように政府が介入するよ
うな経済学上の必要性も判断することが出来るようになると考えられる。 
 
企業の情報システム化に関しては 70 年代より、企業経営の効率化を目的として、メ
インフレームを中心とする電算システムが導入されるようになった。初期の電算システ
ムでは、端末からデータを入力すると、ホストコンピュータのデータ処理演算システム
によって、会計伝票を作成するなどといったように、現在から振り返ると極めてシンプ
ルなものであった。その後、ワークステーションや PC を用いた分散形処理システムの
導入を経ることにより、IT を活用する企業経営の効率化は徐々に広く認識されるよう
になった。この当時の拠点間のデータ通信方式としては、互いの拠点間を専用線で結ぶ
いわゆる高速ディジタル専用サービスが用いられた。この通信方式は他の通信からは物
理的に隔てられ、セキュリティ面は強固であり帯域幅も保証されるものであったが、距
離に応じて費用がかさむサービスであるため、遠隔地に多数の拠点をもつ企業では利用
しにくいという難点があった。その後、それまでのホストコンピュータのデータ処理演
算システムにかわり、端末が計算処理機能を付加するようになることで、ワークステー
ションや PC を用いた分散形処理システムの導入が進んだ。特に、情報処理システムが
より高度な処理機能やデータベースなどの機能をもつようになるにつれ、業務処理に用
いる情報処理システムについては、事務業務の効率化を目的として、会計管理・販売管
理・人事管理などにおける導入が顕著に進み、IT を活用する企業経営の効率化は広く
認識されるようになった。 
 
90 年代後半に入ると、米国のニューエコノミー論の台頭を受けて、我が国において
も IT 資本投資に対する過大ともいえる期待がもたらされた。また高度情報通信ネット
ワーク社会推進に向けた国の積極的高度情報化推進政策のもと、数多くの通信事業者が
IT 化投資を積極的に行うと同時にインターネットを活用する企業内・企業間の飛躍的
な情報交流がもたらされるにいたった。特に、顧客情報や営業情報の共有化や事務処理
の簡素化・効率化を実現する社内情報システムの導入も大幅に進み。グループウェアに
よる事務連絡や文書共有、モバイルでの日報などの業務報告システムなどへの対応も進
んだ。その当時の拠点間のデータ通信方式としては、コスト高になりがちな専用線を代
替し、通信事業者のもつ閉域の高速回線網を共用する通信方式であるフレームリレー網
を通したサービスが主に用いられるようになった。これにより従来の専用線を用いた通
信方式より、より安価に多拠点間を接続できるようになった。また、顧客情報や営業情
報の共有化や事務処理の簡素化・効率化を実現する社内情報システムの導入も大幅に進
み。グループウェアによる事務連絡や文書共有、モバイルでの日報などの業務報告シス
テムなどへの対応も進んだ。 
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一方消費者へのサービス供給の面では、インターネット接続サービスに関しては、電
話の回線交換サービスがアナログ回線からディジタル回線へ移行してゆくにつれて、ア
ナログのダイヤルアップサービスに替わるより高速なインターネット接続サービスと
しての ISDN 回線による接続サービスがスタートした。次いで電話回線を使用する更に
高速大容量インターネット接続サービスである ADSL サービスが開始された。近年では、
高度情報通信ネットワーク社会推進に向けた国の積極的高度情報化推進政策のもと、数
多くの通信事業者から、より高速度の情報化サービスを提供するため、従来の銅線によ
る電話回線に替えて光ファイバケーブルを使用する FTTH サービスの提供が活発に行わ
れるようになっている。 
 
このような通信技術における飛躍的な革新と通信事業者による積極的な投資により、
電子メールなどによる取引先からの見積書の入手や受発注に関する情報交換など、イン
ターネットを介する電子商取引はもとより、実際、受注・発注や見積等を Web 上などの
IT によりやり取りしている場合を含めると、電子商取引の実施が飛躍的に増えた。ま
た、銀行口座の決済手段や振り込み機能などは、従来、金融機関窓口などに直接出向た
り、ＦＡＸなどでしか受けることができなかったサービスを、ネットバンキングに代表
されるようにインターネット上で利用する環境が提供されるようになった。さらに、公
的部門においても電子政府・電子自治体の構築が進みつつあり、電子申請や電子納税、
電子申告などが国、都道府県、市町村で本格的に導入され、公共工事については電子入
札・電子調達制度の導入が進展することとなった。 
 
一方我が国の情報通信供給事業に係わる政策的な変遷としては、国内通信は電電公社、
国際通信は国際電信電話株式会社の 2 社による独占供給体制が続いていたが、1985 年
に料金の低下と供給サービス品質の向上及び多様化をもたらすことを期待して、当時の
郵政省は「独占から競争へ」との方針の下、通信市場を自由化し、市場原理を導入した。
1985 年の通信市場の自由化政策の特徴としては、通信事業者を自ら通信サービスを供
給するための投資をおこない通信設備を整備する第 1 種通信事業者と、その通信事業者
等から設備を賃借して通信サービスを供給する第 2 種通信事業者との事業者区分を設
けて、第 2 種電気通信事業者の規制を撤廃したことである。しかしながら、この政策に
おいては、いわゆるクリームスキミングを防ぐために、高い水準の需要が見込めるよう
な地域には設備投資をおこない、それ以外の地域では他の第 1 種事業者間の設備を賃貸
借するといったような供給体制が認められず、また第 1 種事業者に対する規制は依然と
して緩和されなかった。また新規参入事業者に対しても、通信料金に関する公正報酬率
規制といった既存の事業者と同様な一律の規制が掛けられることで、革新的な通信料金
体系や通信サービスの供給が制限されてしまった。さらに、国際系、長距離系、地域系、
衛星系、移動体系などの事業区分や地域などによって、第１種通信事業者の新規市場参
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入数が制限されていたために、細分化されたそれぞれの小さい市場での競争に始終せざ
るを得ない状況になっていた。 
 
その後 1997 年になると，「競争の一層の促進」をはかるとの方針の下、第１種通信事
業者間の相互接続に関する接続ルールなどを定めた電気通信事業法が改正され、新規通
信事業者の通信料金は NTT との相互接続点間の自社料金に、NTT の地域供給回線料金を
加算して決めることが出来るようになった。新規参入の第１種通信事業者であっても、
NTT と同じようにエンド・ツー・エンドでの供給料金を決められようになった。しかし
ながら、その接続ルールにおいては、NTT と新規参入の第１種通信事業者間の相互接続
点は各県で１カ所の市外交換機による接続に制限されたため、県内市外通話は事実上競
争政策を採られなかったものと解釈できる。そして 1999 年になり、やっと第１種通信
事業者間の相互接続ルールが改定され、市内交換機による接続が認められるようになっ
ている。結局、通信の自由化による通信市場の開放政策では、既存事業者を競争による
財務の毀損から守り、かつ新規参入をはたした通信事業者を節度ある競争によってある
程度存続させることに成功したものと一般的には評価されている。 
 
インターネット接続に関しては、2000 年に地域加入者回線をほぼ独占的に供給する
NTT に対して、ドライ・カッパーやダーク・ファイバも開放され，インターネット回線
供給を目的とする通信事業者の新規参入も活発化している。その IP 化の進展によって、
2003 年には事前の規制に重点が置かれていた従来の規制のあり方そのものを見直し、
行政は事後に紛争委員会などによって個別の問題に対処するといったような通信事業
者間の調整役に徹する事後規制の考え方へと姿勢を変化している。現在ではこの立場の
まま，新競争促進プログラム 2010 に沿って政策が形作られている。 
 
この、高度情報通信ネットワーク社会推進政策では、2001 年に政府により e-Japan
重点計画として策定され、2005 年までに、インターネット接続のために、超高速回線
を 1000 万家計世帯に、高速回線を 4000 万家計世帯に供給設備の整備をおこなうとの目
標設定が行われた。またこれによって、IT を用いた我が国の多岐の方面にわたる構造
改革の進展が大いに期待された。この e-Japan 重点計画の策定以来、IT 技術の飛躍的
な技術革新のもと、インターネットやパーソナルコンピュータの普及とインターネット
接続可能な携帯電話やモバイル端末の登場により、安価で、高機能で、利用可能な IT
機器やサービスが利用可能となった。また従来導入コストが高く、利用を断念していた
情報機器の導入や独自の情報システムを構築することも可能となることで、電子商取引
の制度的な基盤整備も進んだ。 
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2005 年にはいると、政府公表の「IT 政策パッケージ 2005」において、先の高度情報
化推進政策におけるインフラ整備目標がほぼ完遂したことを受け、「今や我が国のイン
ターネットは、世界で最も早く、安くなり」と総括が行われるに至った。この様な高度
情報通信ネットワーク社会推進に向けた国の積極的 IT 化振興政策のもと、IT 化の基本
的な基盤整備という当初の目標を達成したことから、政策的に次なるステップへと推進
する必要が生じてくるものと考える。 
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 第３節 本論文の構成 
 
 
本論文は、先端技術振興政策のように、客観的数値計測の困難さゆえに既存の評価方
法が確立されていなかったような国の政策に対する客観的な経済学的評価フレームを
提案するために、国の先端技術振興政策によってミクロ経済学及びマクロ経済学的な代
表的経済主体に及ぼされた経済学的効果を総括的に計測する方法を提案することを目
的とする。 
 
一般的に産業政策の評価においては、社会的便益を計測するために、産業連関分析を
行い一般均衡分析手法を用いて、経済波及効果を計測することで、実証的分析に基づく
多面的な評価が試みられている。従来の生産関数を想定する伝統的な経済学的手法では、
一定期間にわたる時間の経過をへて、実証分析にたる十分なデータの蓄積が要求される。
ところが、情報通信サービスのような新規サービスに関しては、実証的な分析を試みよ
うとしても、多くの場合このデータ収集に係わる面が非常に大な制約条件になってしま
う。データの集積が進んだ頃には、既にそのサービスは社会的な分析対象としての重要
性を消失してしまっている。またサービス供給に関する技術的な連続性の担保を証明す
ることの困難さから、その蓄積されたデータ自体の定義付けが一致しなくなるなど、多
くの課題を抱えおり、多様な供給サービスの一義性を担保することに限界が生じ、未だ
その蓄積が進んでいない。 
 
そこで、我が国の高度情報化推進政策により積極化している IT 関連投資の与えた包
括的な影響を客観的定量的に分析する方法を提示するために、高度情報通信投資につい
て、我が国全体について国自身は、国全体の経済成長に対して IT 財と一般財との効率
性の違いを認識していたのかをマクロ経済学的にふかん的に効果分析を行うことから
はじめる。次に代表的経済主体である家計部門における高度情報化投資の効果及びその
影響を分析する。最後に情報サービス供給を担う企業部門たる情報通信企業とそのネッ
トワークをサービス供給手段として利用することの可能な映画配給事業における高度
情報化投資の効果を計測する方法を提案することで、国の高度情報化推進政策を総括的
に評価するフレームワークを示そうとするものである。 
 
 
はじめに、本論文において国自身による我が国全体の IT 関連投資とその他一般投資
とが国の経済成長対して与えた効率性の認識の有無を定量的に考察するための方法と
して、計量経済学における客観的な分析手法であるストック調整理論に基づいて実証分
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析を行う。この分野における先行する研究は既にいくつか存在するが、本論文の新規性
としては、それぞれの分析が対象とする IT 関連財に対する定義の統一がなされていな
いことによる分析対象の性質の違いに起因する結果の大幅な相違を防止することを試
みることにある。財やサービスの定義の違いによらずに、その経済学的効果に共通する
傾向を客観的に把握するために、各財・サービス毎に調整速度理論から更に階差をとっ
た時系列分析を行い、そこから各財・サービス定義の違いによらず、IT 関連投資が国
の経済成長に対し与えた評価の傾向を把握するべく実証を試みるものである。 
 
国全体からみた高度情報化推進政策の効果を実証した後に、次いで代表的経済主体で
ある家計部門と情報サービス供給に係わる企業部門の側からの分析を加えてゆくこと
で、政策評価をより包括化してゆく。IT 関連サービスを消費する側としての代表的経
済主体としては、特に家計の消費支出に着目し、その高度情報化投資の効果及び影響に
関する分析を行う。 
 
代表的経済主体である家計部門を対象とする研究の蓄積は進んでおり、一般的なサー
ビスに対する家計の消費支出に基づく研究も既に行われている。しかし、IT 関連サー
ビスの様に、技術革新の著しい情報通信分野のような研究領域においては、供給サービ
スの技術的非連続性と短命性のために、既存の通信サービスに基づくデータ値との連続
性の確保が困難である。また、新規サービス開始以降ある程度の期間を経過した後でな
いと、分析に足る必要なデータ量の蓄積が十分ではなく、経済学的な実証研究が極めて
困難でもある。しかしながら、本論文においては、IT 関連投資の中でも、近年我が国
の一般家庭に急速に普及してきたインターネットサービスに関する経済的効果に着目
する。家計の各情報通信サービスに対する経済性効果を検証するために、長期時系列因
果性アプローチを用いることとする。これは、各先端情報通信サービスに係わる支出性
向及び支出弾力性を抽出した上で、情報関連消費支出が受ける影響の因果性を検証し、
サービス相互間の因果性の有無を分析する方法論を提案しようとするものである。この
ように情報関連サービスに関する消費者側からの経済効果分析を、家計の消費支出に基
づいて消費支出関数を導出し、それぞれのサービスへの支出が他のサービスに及ぼす影
響の因果性に関する研究まで踏み込んで行っているものは、筆者の知る限り未だ我が国
にはその例が存在しておらず、その方法論からも新規性がみとめられる。 
 
本論文においては、国の高度情報化推進政策により積極化する IT 関連投資の投資効
率を推計するフレームワークを提案することを目的としているので、最後にもう一方の
代表的経済主体である情報サービス供給に係わる企業部門の側からの分析を加えてゆ
くことで、政策評価を全体的に包括化してゆく過程を完成させる。企業の設備投資を分
析の対象としている研究は既に数多く存在しており、また情報通信企業の設備投資を分
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析の対象としている研究もいくつか既に存在している。しかし、とりわけ FTTH 供給事
業やディジタルシネマのような最先端技術の高度情報化投資を定量的経済分析の対象
としている研究は、筆者の知る限りいまだ我が国にはその例が非常に限られている。こ
れは事業の新規性に基づく公表データの制約と、最先端技術特有の急激な技術革新の速
さからくる分析対象の変化が、研究の対象の定義的連続性の検証の困難さに由来するた
めである。そこで、ここではとりわけその政策に基づいて情報通信サービスを供給する
側である情報通信事業者や映画配給事業者が、新規に高度情報化投資のような先端技術
を用いたサービスの供給を行うに際し、予め投資効率を客観的に推計するためのひとつ
のフレームワークを提案する。具体的にはその技術革新の経済学的な時間的価値を考慮
に入れた上で客観的に評価するための方法として、金融経済学の分析手法を実物設備投
資に適切に適用する、Real Option 法の適応を提案する。 
 
ここで国の高度情報化推進政策により影響を受けた企業部門の分析対象として情報
通信事業者と映画配給事業者を取り上げた理由としては、情報通信事業者は情報サービ
スを消費者に供給するためのネットワークをもつ最大の産業であるからである。またそ
のネットワークへの投資はいわゆる社会的基盤であるインフラとして、公益事業として
広く認知されている。国の情報通信政策の影響を最も強く受ける産業が情報通信事業者
であると考えるからである。一方映画配給事業については、そのネットワークと不可分
の関係にある。それを利用して消費者に情報サービスを供給する産業として、経済産業
省の特定サービス実態調査を基に分類すると、ソフトウェア産業、情報処理産業、サー
バハウジング産業、サーバホスティング産業、情報セキュリティ産業、電子認証産業、
課金決算代行産業、ASP 産業、サイト運営産業、コンテンツ配信産業、映像情報製作・
配給産業、音楽情報製作産業があげられる。この中で、映像情報製作・配給産業の配給
部分のディジタル化はわずか７％に過ぎず、最もディジタル化が滞っている産業である
ことに着目する。この最も通信政策の影響を強く受ける産業とは逆に、最もディジタル
化が滞っている産業を分析対象とすることで、国の高度情報化推進政策により企業部門
が受けた経済効果の端的な特徴をも推計できうるのではないかと考えるからである。 
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第４節 主要用語の解説 
 
 
【IT】Information Technology の略称。Information and Communication Tech-
nology : ICT と称されることもある。IT の厳密な定義は研究者により様々で
あるが、本論文においては、厳密な定義づけにそれほど依存しない内容になっ
ている。 
 
【ADSL】Asymmetric Digital Subscriber Line の略称。上りと下りの速度が非対称な
通信技術で、アナログの加入者回線にディジタル情報を多重化して主にインタ
ーネット接続のために使用される。 
 
【FTTH】Fiber To The Home の略称。光ファイバを物理的伝送路とする加入者回線で、
ディジタル情報を多重化してインターネット接続のみならず、電話や映像伝送
にも用いられる。 
 
【回線交換】通信の開始から物理的な伝送経路を確保し、回線を占有して行う通信方
式。かつて固定電話は主に電話交換機を通して回線交換方式によりサービス供
給が行われていた。 
 
【グループウェア】企業内のコンピュータネットワークに接続された特定の端末を通
して情報の共有が行えるシステムで、一般的には許可されていない外部端末か
らの接続はできない。 
 
【生産者余剰】通常経済効果を分析する際に用いられ、生産関数と価格水準及び供給
量の間に挟まれた面積として計算される。理論上、完全競争市場の均衡状態に
おいては、生産者余剰は存在しない。 
  
【ダーク・ファイバ】特定の事業者が敷設している光ファイバケーブルの内、使用し
ていない部分や、それを他企業へ貸し出すサービスを総称する。 
 
【ドライ・カッパ】特定の事業者が敷設している銅線によるツイストペアケーブルの
内、使用していない部分や、それを他企業へ貸し出すサービスを総称する。 
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【ニューエコノミー論】1990 年代後半にアメリカで、情報化投資が促進されること
により、労働生産性が向上し、景気循環の影響が弱まり、インフレ無き持続的
な経済成長が可能になるという論理が盛んに議論された。 
 
【フレームリレー】主に企業向けに供給された伝送サービスで、誤り検出訂正機能
を有し、高速化をはかったパケット通信方式の一つである。 
 
【メインフレーム】企業の基幹業務などに利用される大規模なコンピュータを指す。
企業内のコンピュータネットワークに接続された特定の端末との間で情報の
共有が行え、データの処理はすべてこのメインフレームにて一元的に管理する。 
 
【ユニバーサルサービス】国民に全国あまねく公共サービスを受ける権利を与えるこ
とを指す。郵便や固定電話、放送事業などでこの考え方が採用されている。 
 
【ワークステーション】高度な特定業務に特化した、メインフレームやサーバを含め
た複数端末により運用されているコンピュータネットワークを指すが、時には
ワークステーション端末単体で用いられていることもある。 
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 第２章 本論文に関連する各分析対象別の先行研究 
第１節 情報関連投資が国全体に与える影響に関する先行研究 
 
 
我が国の情報通信分野に関する経済学的研究は、近年になり徐々に蓄積されてきてい
る。またその研究対象とする分野も、当初は固定電話の地域独占性の検証とサービス供
給の経済効率の計測に関するものが大半を占めている。しかし技術進歩による情報通信
サービス供給種類のひろがりに伴い、企業間データ通信や携帯電話やインターネットメ
ールに限らず、情報セキュリティの価値測定や各種情報コンテンツの流通の消費者選好
に関するものまで様々なサービス供給分野へと拡大してきている。 
 
マクロ経済学的側面あるいはミクロ経済学的側面から IT 関連資本投資や、IT 関連サ
ービス消費の国の経済成長や企業体の生産に対する経済効果の計測を目的とする実証
的研究としては以下のものがある。個々の企業レベルにおける各投資主体の IT 資本財
投資に対する価値評価を、ミクロ経済学的理論を活用して、各投資主体へのアンケート
調査を実施したうえで、その集計結果に基づき分析を行ったものとして、経済企画庁調
査局（2000）、徐 之・栗山規矩(2002)など、数例の調査研究の結果を挙げることがで
きる。これは、企業内における IT 化投資がその企業の生産に与える影響を考察するこ
とに関して、まず各企業へアンケート調査を行い、得られた回答からミクロ経済学理論
のロジット理論iiやあるいはプロビット理論iiiを用いて、実証経済分析で一般的に用い
られる、各企業の生産関数を推計する。次いでその生産関数における確立誤差項である
全要素生産性(Total Factor Productivity)ivに上昇効果の存在が認められるかを実証す
る研究である。これらの研究により、情報化投資がすべての企業の生産性に対して効果
を発揮しているわけではなく、むしろ大規模な IT 化投資により生産の悪化が認められ
る企業があることも明らかになっている。また、同じくアンケート調査手法に基づき、
IT 化投資により企業行動の効率化の基礎的方向性に関して、数量化理論vを用いて実証
的に検証した内閣府経済社会総合研究所(2005)もある。この研究からは、IT 化投資が
企業の生産性にとって効率的に作用するためには、企業内組織のあり方をよりフラット
化するような変更が必要であることが明らかになっている。 
 
マクロ経済学の面から IT 関連資本投資や、IT 関連サービス消費の国の経済成長に対
する影響の分析を行ったものとして近年における代表的な研究は、篠原(1998)、廣松
(1998)、峰滝(2000)などがあげられる。これらも先の研究手法と同様に、基本的には国
全体に関するマクロの生産関数を想定した後に、IT 資本財の国全体に対する限界生産
性から IT 関連投資の経済的効率性や、全要素生産性から IT 資本財の技術革新速度が国
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全体の経済成長に与える影響の度合いから、IT 関連投資がその他の財の投資に比べて
経済的に効率性を有するのかの検証が試みられている。これらの研究においては、いず
れにおいても IT 化投資は我が国の経済成長に寄与するものであることが明らかにされ
ているが、その影響の度合いはそれぞれ大きく異なる結果となっている。篠原(1998)
は主に民間企業部門における IT 関連財への設備投資を需要項目として、民間情報関連
投資が、日本の経済成長にどの程度寄与してきたかを実証しようとするもので、民間情
報関連投資の国全体に対する GDP への成長寄与率を算出している。廣松(1998)は情報シ
ステムに関する民間企業の資本ストック量を集計した上で成長会計モデルviを用いて情
報システムに関するストック量が 1 人あたりの付加価値生産性に与える影響度合いを
計測している。またさらに、生産性フロンティア関数モデルviiを用いて、情報システム
のストックを含めた投入要素の技術的非効率と資源配分上の非効率計測している。峰滝
(2000)は日本の IT 化のもたらす効果として、IT 資本と各種労働需要との代替・補完関
係に焦点をあてて、IT 資本と低学歴労働者の代替関係を、高学歴労働に対する補完関
係を実証している。これは、IT 資本の急激な価格低下に伴い、IT 資本による低学歴労
働の代替メカニズムが強く働いている結果であろうと結論づけている。 
 
以上のように、先行する研究においては、IT 関連投資が国の経済に与えた影響をマ
クロ経済学的な経済効果の測定を試みようとする多くの実績が蓄積されてはいる。しか
しながら、IT 投資の対象範囲に関する定義づけの違いからくる分析結果の差異が生じ
てしまっており、通信の自由化以降、高度情報化社会実現を目指して行ってきた国の政
策を評価することに関しては、その IT 化投資をどのように考えるべきかの結論は先行
する研究だけでは今だ得られていない。そこで本論文では、国全体から見た IT 関連投
資の包括的な分析を可能にする方法として、階差級数による長期時系列分析の手法を援
用することにする。各種 IT 関連財に関する定義づけの違いからくる集計結果の差異を、
時系列分析的に分析の次元を変更することによって、先行する研究の IT に関する定義
の違いによらず各IT関連財に関する定義が有する共通のIT投資性向を分析対象として
導き出したうえで、高度情報化社会推進政策によって積極化した IT 関連投資の、国自
身による経済成長に対するその他一般財投資との認識の違いの有無が明らかとなる。 
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 第２節 情報関連投資が家計に与える影響に関する先行研究 
 
 
我が国の情報通信分野に関する家計における所得弾力性や支出の弾力性に係わる研
究についても、近年になり徐々に蓄積が進んできている。しかし、その多くは固定電話
や移動電話を研究対象とするものであり、近年ではコンジョイント分析viiiを用いた消
費者選好の研究も蓄積されてきている。とりわけ本論文における主たる分析対象である
家計におけるインターネット支出に関するものは非常に限られたものでしかない。本論
文では高度情報化社会推進政策における総括的な評価方法の導出を目的としているの
で、家計消費支出が高度情報化推進政策においてどのような影響を受けたのかを、家計
における最大の情報化サービスであるインターネット支出に関する実証的分析方法に
ついても新しい試みを提案することとする。 
 
近年における所得の弾力性に係わる代表的な研究としては、河村真・実積寿也・安藤
正信(2000)は、アンケート調査をベースとして、関東地方における家計の固定電話ある
いは移動電話の通話サービス加入パターンの選択関数及び家計の通話需要関数を推計
したうえで支出弾力性、価格弾力性等の計測を行っている。その結果、世帯の所得水準
は加入パターン選択について有意な影響をほとんど及ぼさないことや、通話に関する支
出弾力性がほぼ１であることが明らかになっている。支出弾力性が１であるということ
は、消費者の消費支出総額が１％変化したときに通話に関する支出が何％変化するのか
を示した指標であり、一般的にはそれが１を基準として、下回れば生活必需的サービス
であり、上回れば嗜好サービスであるといわれている。 
 
また中村彰宏(2002)は、NTTと 1985 年のTT通信自由化により新規参入した第一種電気
通信事業者であるNCCとの、通話発信地域局であるMA別トラフィックデータを利用して、
通話量指数及び通話料金指数を計測して、県内市外通話及び県間通話についてNTTとNCC
それぞれの通話需要関数を推計したうえで価格弾力性の計測を行っている。その結果、
NTT加入電話間の通話の弾力性は先の研究結果同様に１を下回る非弾力性を示しており、
非弾力的な利用者は、同一サービスを低価格にて供給しているNCCへの利用事業者変更
を行わない傾向を示していることも合わせて明らかにしている。 
 
 
家計におけるインターネットの支出弾力性に関する研究は、その情報通信サービスが
全国的に広く一般の家計に提供されるようになってからまだ日が浅いことから、データ
の収集等に非常に制約があり、我が国では浅井(2005)について行われているのみである。
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この研究では、支出弾力性に関して 、インターネットとその他情報関連サービス間の
相互の弾力性を計測することを試みようとするもので、その結果インターネット支出と
書籍・他の印刷物への支出の代替関係等が証明されている。 
 
以上のように、先行する研究においては、固定電話や移動体電話のように、従来形の
情報通信サービスに関する価格や所得の弾力性の測定を試みようとする多くの実績が
蓄積されてきつつあるが、インターネットに代表されるような、高度情報化通信サービ
スに関する価格や所得の弾力性に係わる研究は、やっと緒についたばかりである。一般
的な経済学においては、国の経済成長は、資本量と労働量との投入により影響を受ける
ものであるとされている。本論文では、国の高度情報化推進政策によって投入労働量に
応じて得た賃金によりそれを消費する側である家計の受けた経済学的影響を考察する。
未だ公表されているデータに制限がある中で、情報通信関連消費支出のなかの固定電話、
移動体電話、インターネットそれぞれの支出弾力性を計測するための新たな実証的な方
法を提案し、さらにくわえてその政策的な影響によって受けた因果性にまで踏みこんで
実証的分析を行うことが可能となる。 
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 第３節 情報関連投資が企業に与える影響に関する先行研究 
 
 
我が国の最近の高度先端情報通信である FTTH 投資やそのネットワークと不可分の関
係にあり、かつそれを利用して消費者に情報サービスを供給する産業である情報サービ
ス供給事業のディジタル化投資に関する研究は、その投資及びサービス供給自体の歴史
が浅いことによるデータ収集に非常に制約がかかる。実際に情報通信白書に一部の実績
データが記載されているほかは、通信事業者自らが IR 等に向けて公表したサービス供
給契約口数等のごく簡単な、従来の経済学的な実証分析に耐えないほどの非常に限られ
たものしか公表されていない。 
 
高地圭輔・三友仁志・大塚時雄(2006)は国全体としての FTTH 投資効率を、現実の人
間の意思決定データの収集が困難あるいは不可能な場合に、仮想的な状況を設定して必
要なデータを収集・分析する統計手法の 1 つであるアンケート調査に基づく表明選好を
用いて分析を進めている。これは、選択確率モデルixから需要曲線を想定した上で消費
者余剰を推計し年毎の累積の社会的便益と、地域メッシュ情報から供給コストを積み上
げる積算の仕方で集計した総投資費用とを比較し、便益が費用を上回るために必要な年
数を推計する形で費用―便益分析評価を行うものである。その結果は、FTTH 供給設備
を全国に整備する費用とアンケート調査から推計される消費者便益とがつりあうもの
と推測されている。 
 
また、依田高典・堀口裕記・黒田敏史(2006)は、サービス面における都市部と郊外部
におけるディジタルデバイドの存在に着目し、アンケート調査に基づき、ミックスド・
ロジット・モデルを用いて FTTH サービスに対する平均支払意思額を計測している。た
だしここでいうディジタルデバイドとは、消費者間の居住地域差における FTTH アクセ
スに関する格差をさしているものではなく、あくまでも地上ディジタル放送再送信や、
電子政府の公共サービス提供といったソフト面における格差を考察の対象として取り
上げているものである。その結果では、都市部と郊外部における家計の FTTH 支払意志
額に差がないことが明らかになっている。 
 
以上のように、先行する研究ではアンケート調査に基づく消費者の便益を中心とした
分析しか行われておらず、その高度情報通信サービスを供給する生産者側からの実証的
分析は未だに行われてきていない。先にふれたように、一般的な経済学においては、国
の経済成長は、資本量と労働量との投入により影響を受けるものであるとされているが、
その資本量や資本効率を分析するため、生産者側からの分析が必要不可欠である。本論
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文では、国の高度情報化推進政策が企業に与えた経済学的影響を考察するために、公表
されているデータに制限がある中で、唯一比較的公正に経営的数値データが公表されて
いる企業会計データに着目し、金融経済学的アプローチを実物資産に応用するリアル・
オプションの分析手法を用いて定量的な分析を行う。情報通信サービス総体として公表
されている会社決算数値の中から、実際の情報通信事業者の FTTH 供給事業や、そのネ
ットワークと不可分の関係にあり、かつそれを利用して消費者に情報サービスを供給す
る情報サービス供給事業である映画配給事業者のディジタルシネマ投資をのみ分析対
象として抽出しうる新たな実証的アプローチを提案することが可能となる。 
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 第３章 高度情報関連投資が国全体に与える影響に関する実証的研究－IT関連投資の調
整速度分析－ 
第１節 本章の背景と目的 
１ 背景 
 
 
従来の一般的な経済学的理論においては、好況期と不況期とが一定の周期をもって入
れ替わる景気循環xを有するものとされている。ところが 1990 年代に入ると、特に米国
において、好況期が長期間にわたって継続し、通常生じる低失業率に基づく労働者賃金
の上昇に伴う物価の上昇が見られず、好況期から不況期へと推移する要因の一つである 
インフレの発生に至らなかった。このため、IT 投資が景気循環的な変動要因を除去す
るような効果が働き、持続的な経済成長が可能になるとする、いわゆるニューエコノミ
ー論が台頭してきた。 
 
これは、1980 年代より続く経済成長をもとに、持続的な経済成長の中にあっても、
従来であれば発生するであろうインフレが発生しなかったことに対する要因を IT 投資
による企業経営の効率化に結論付けようとする考え方である。そして、IT 投資によっ
てもたらされた労働生産性の向上が、更なる IT 投資を行う誘引となり、いわゆる IT バ
ブルと指摘されるような過剰なまでの IT 投資が行われた。また我が国においては、そ
の IT 関連の技術革新の目覚しい進歩により、主に企業において使用されている情報通
信回線種別も、初期的な拠点間専用通信回線である高速ディジタル専用回線から、拠点
内の LAN を拠点を越えてネットワークとして構築できるトークンリング通信方式に代
表される FDDI(Fiber Distributed Data Interface)へと推移してきた。そして一般電話
網とデータ通信網とを別々に構築すること無く一つの物理システムに統合できる
ATM(Asynchronous Transfer Mode)を経て高速イーサネット網専用回線へと次々とそ
の主役の座が交代してきた。また企業の側は利用回線種別を変更するたび毎に、未だ投
資機器の耐用年数に満たない償却の済んでいない設備を廃棄してまでも新たな投資を
行ってきた。情報通信を取り巻くこの情況は、一般的に情報通信に関する技術革新の速
さを、人間の七倍の速度でとしをとる犬にたとえて、1 年が 7 年分の早さで変化するよ
うにめまぐるしい変化が起こっていることを指す言葉である、ドッグイヤとも呼ばれて
いるほどである。加えて通信サービス料金単価の低減も著しかったため、企業にとって
は先にふれたまだ減価償却期間の終了していない機器を破棄してでも新しい通信サー
ビスに対応する機器を導入することは充分に合理的な行いであったといえる。 
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しかしながら、我が国においては、情報関連分野に限れば、経済的活動の活発化が記
録されているものの、米国のように IT 投資バブルと称されるような投資の多寡に起因
する、国全体としての著しい景気の変動は発生しなかったわけである。情報通信に関す
る類似の技術をともに用いながら、経済成長に大きな違いが生じた日本と米国の例を考
えると、我が国では一般的に、情報技術は経済成長に対して望ましい効果を発現すると
の前提の下に議論されてきた各種の仮説のようには、IT 投資の効果がそれほど高くな
いのではないかとの疑問が生じてくる。 
 
政策的には 1997 年当時総務省は、それまでの地域独占通信事業者が占有していた加
入者と通信局間のいわゆる加入者回線を他の通信事業者へも解放するアンバンドル規
制を行った。これによりインターネット接続に関して DSL サービスが供給されるように
なり、サービス供給単価と既存の電話線を用いる接続システムの簡易さから飛躍的な普
及につながっている。既にふれたように、一般的な経済学的実証分析においては、経済
主体の生産活動に関して特定の生産関数モデルを想定して、その関数形から様々な結果
を導き出してゆこうとするものである。通常経済主体の経済成長率を資本の成長性であ
る資本ストック量と労働生産性である労働投入量とで説明し、そこに説明しきれないそ
の他の残差の要素として全要素生産性を定式化している。そこで本章においては、我が
国の高度情報化推進政策により積極化している IT 関連投資の与えた包括的な影響を客
観的定量的に分析する方法を提示するために、高度情報通信投資の資本ストック量に焦
点を当て、まず我が国全体についてマクロ経済学的にふかん的に効果分析を行うことか
らはじめる。具体的には我が国全体の IT 関連投資とその他一般財投資とを、国自身は、
国全体の経済成長に対して効率性の違いを認識していたのかを定量的に分析を行うた
めに、客観的な計量経済学的分析手法であるストック調整理論を基礎として実証分析を
行うこととする。 
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 ２ 目的 
 
 
マクロ・ミクロ両面から IT 関連資本の生産に対する経済効果の計測を目的とする実
証的研究が蓄積されつつある。また、国の政策においても、通信市場の自由化にはじま
り、すべての人にブロードバンドを利用可能にする光の道構想にいたるまで、IT を政
策的重要事項として取上げ、活用する動きが活発になってきている。 
 
個々の企業レベルにおける投資主体の IT 資本財に対する価値評価を、ミクロの面か
らアンケート調査等に基づき分析を行ったものとしては、経済企画庁調査局（2000）、
徐 之・栗山規矩(2002)など、数例の調査結果を挙げることができる。これらの研究結
果からは、情報化投資がすべての企業の生産性に対して効果を発揮しているわけではな
く、むしろ大規模な IT 化投資により生産性の悪化が認められる企業があることも明ら
かになっている。また、IT 化投資が企業の生産性にとって効率的に作用するためには、
企業内組織のあり方をよりフラット化するような変更が必要であることも明らかにな
っている。 
 
マクロの面から分析を行ったものとしては、篠原(1998)、廣松(1998)、峰滝(2000)
などがあり、限界生産性から IT 資本財の効率性や、全要素生産性から IT 資本財の技術
革新速度の計測などが試みられている。これらの研究結果からは、いずれにおいても
IT化投資は我が国の経済成長の向上に寄与するものであることが明らかにされている。
また IT 資本と各種労働需要との代替・補完関係に焦点をあてて、IT 資本と低学歴労働
者の代替関係を、高学歴労働に対する補完関係をも実証している。 
 
本章の目的は、今後高度情報通信の振興に関する国の政策を策定するに際して、今日
までの国の高度情報化推進政策により国全体にもたらされた経済的効果を客観的に評
価するフレームワークを検討することにある。先行する研究においては、その財やサー
ビスの定義付けの違いに起因する分析結果の相違が生じていた問題を解決するために、
各先行研究が対象にした IT 資本それぞれに共通する経済学的特徴を導き出した上で、
それぞれの研究において集計された同じマクロデータを用いながら、包括的に共通する
傾向を捉えることを試みることにある。分析の客観性を保つために、既に経済分析にお
いて一般化されているストック調整原理xiを用いることとする。 
 
そのストック調整原理に基づき、理論上の最適資本ストック量と実際の資本ストック
量との差を、今期の投資計画がどのくらいの割合で満たしてゆくかを計るための指標で
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ある調整速度を投資態度をあらわす指標的役割として用いる。その調整速度の変化率を
資本投資意欲をあらわす指標的役割と見立てて、IT 関連財とその他の一般財との潜在
的な投資的意欲を算出し、併せて先行研究における IT 関連財の定義付けの違いに起因
する結果の相違点を包括するような投資的意欲に共通する傾向の導出方法を提案する。
特に 90 年代後半では、米国のニューエコノミー論の台頭をうけ、我が国でも IT 資本に
対する過大ともいえる期待がもたれた。本手法に依拠すれば、これらの期待感が実際に
IT 資本投資とその他の一般投資とを集計的に比較する場合に、IT 資本投資が他の資本
財に比べて、国の経済成長性から見て実際に経済学的に特別な取扱いがなされてきたか
否かも計量的に算出することが可能となる。 
 
具体的な手順は、図 ３-１のとおりとなる。はじめに、IT関連投資が国全体の経済成
長に与えた影響に類する既存の経済学的研究において用いられた各年毎の資本ストッ
ク量の推移や、減価償却必要年数等のデータを援用する。これらを原データセットとし
て、これらの集計作業で用いられた各財毎の定義付けや集計手法と同様の手法を忠実に
実行し、最近年までのデータの延長を図る。そして、各財間における相関性の有無を検
証するため、各財の投資額の変化率自体の有意差検定を行い、相関性の存在の有無を確
認する。第二に、原データセットと近年まで延長したデータセットとを用い、それぞれ
のデータ種別毎に生産関数をそれぞれ推定する。 
 
ここで改めて注意を促しておきたいこととして、本論文で国全体の IT 投資と一般投
資との経済学的効果の分析を行った目的は、先行研究において既にマクロ経済学的に一
般的に用いられている、国の成長を IT 投資と一般投資と労働投入量との寄与で計測す
る研究において、IT 投資の定義づけによって結果に大きな相違が生じている問題の解
決方法の一つとして、IT 投資の定義付けに係わらず、その分析結果に共通する事項を
定量的に導出する方法を提示することにある。本論文においては、国の生産に関してあ
る特定の生産関数を想定し直して、その生産関数に含まれる IT 投資に係わるパラメー
タから IT 投資の経済効果を検証することを目的とはしていない。したがって、再度各
先行研究により定義されている IT 投資に関するデータセットを改めて最近年まで延長
する過程は、本論文では必要としないところであると考える。 
 
第三に、推定された生産関数を各投入財毎のパラメータにて微分することによって、
国全体を投資主体と考えた場合における IT 財の生産に対する理論上の最適資本ストッ
ク量を求め、その最適資本ストック量と実際のその直前期までの資本ストック量との乖
離を、今期の設備投資量がどの程度の割合で埋め合わせを行っているのかを比較分析す
る。これが、調整速度の概念でもある。 
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最後に、上記にて計測された調整速度及びその変化率が、IT 財と一般財との間で統
計的に意味のある有意な差をもつかどうかの有意差検定を行うことにより、IT 財がそ
の他の財に比べ、特別な投資対象として優先的な扱いを受けてきたかどうかの検証を行
う。これらの推計によって、各時点での投資主体の設備投資態度としての調整速度のみ
ならず、時系列の中でのいわば潜在的包括的投資意欲の変化xiiが明らかになる。 
 
 
 
 
 
1 生産関数推定のためのデータセット作成 
1.1 既存研究より原データを援用 
1.2 最新年まで延長 
→IT 財と一般財との投資額変化率の有意差検定 
2 生産関数の推定 
2.1 コブ・ダグラス形生産関数 
2.2 トランス・ログ形生産関数 
3 調整速度の測定 
→IT 財と一般財との調整速度の有意差検定 
4 調整速度の変化率の測定 
→IT 財と一般財との調整速度変化率の有意差検定 
図 ３-１ 分析の手順 
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 第２節 ストック調整速度計測の手法 
 
 
国レベルの長期時系列データから、国全体の経済成長に対する資本の投資効率を計測
するために、経済学的に一般的な生産関数を推定する。その資本投資の中で、とりわけ
IT 関連投資が生産に与える影響を計測するために、資本ストックは IT 関連財とその他
の一般財とに分離した上で、生産関数を導出するために標準的な関数形であるコブ・ダ
グラス形生産関数xiiiを当てはめて、各パラメータを導出する。ただし、本論文におい
ては、すべての生産要素投入量を比例的に増減させた場合、通常経済学的分析に一般的
に取り入れられている経済学的概念である、生産量もそれにともなって比例的に増減す
るという一次同時関数形の生産関数に一次同次性の制約条件をつけなくても後の分析
への影響が軽微であるため、一次同次性の成立にこだわることなく検討を進める。 
 
生産関数を最尤推定量xivを用いて想定する場合には、統計モデルの良さを評価する
ための指標である赤池情報量基準(Akaike Information Criterion)に基づいて計測を
行う。また Durbin-Watson 検定と Ljung-Box 統計量とから集計されたデータ系列相互間
に自己相関の疑いがないことを検証した後に、その生産関数中の独立変数が従属変数を
どれくらい説明できるかを表すため、経済学的実証分析を行う際の最も基礎的な指標で
ある決定係数に基づき、最も当てはまりの良い生産関数を採用することとする。 
 
また生産関数に関するマクロ経済学における各種実証研究xvから、生産にとって労働
投入が最も多くの分配率を有し、かつ最大波及要因であること、つまり生産主体は、資
本の量を調整するよりも、労働者、あるいは労働時間を柔軟に変更することで、その需
要量に対処する傾向が導き出されているので、本論文でも労働投入を含めた 3 投入財と
する。 
 
 
Y=ALαKRR1β1K2β2 ······································································ 数式 ３-１ 
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α＋β１＋β２＝１ ········································································· 数式 ３-２ 
Y：生産量 
L:労働投入  
K1:IT 資本ストック 
K2:一般資本ストック 
α, β1, β2：パラメータ 
 
以上のコブ・ダグラス形生産関数を各資本ストックパラメータにて微分することによ
り限界生産物を求めることができる。 
 
 
∂Y/∂K1=β1ALαK1β1K2β2/K1=β1Y/ K1 ············································ 数式 ３-３  
 
 
コブ・ダグラス形生産関数Y=ALαK1β1K2β2 については、一次同次の制約α＋β１
＋β２＝１を課す。通常経済分析において一般的に用いられる原データ系列の不均一分
散による分析結果への影響を除去するための方法である対数変換を実施したうえで、測
定で得られた数値の組を、適当な線形モデルを用いて近似する、最小二乗法を用い各パ
ラメータの導出を行い、これらの結果から制約条件の有用性のＦ検定を行う。そして、
不均一分散の程度を確認する目的で、Breusch-Paganテストを行い、自己相関の次数を
確認する目的で、Durbin-Watson検定とLjung-Box統計量の計算を行う。近年の計量経済
学の研究の蓄積により、和分、共和分検定のAugumented Dickey and Fuller testを行
った上で、次数の階差をとり重回帰分析を行わなければ、見せかけの相関が生じてしま
い、有意性が過大に評価されてしまうことが明らかになってきている。しかし、本論文
においては、設備投資計画の調整速度に焦点を当てて分析を行うことを目的としており、
階差をとることの論理的な解釈が非常に困難になるため、今回は特段考慮しないことと
するxvi。 
 
想定するコブ・ダグラス形生産関数としては、一次同次性の条件の成立が疑わしい場
合には、自己相関のバイアスを考慮し、回帰分析式の変数として新たに、トレンド回帰
を明示的に加えたものlnY=c+αlnL+β1lnK1+β2lnK2+time  数式 ３-４と、誤差項に１
階の相関を仮定するモデルlnY=c+αlnL+β1lnK1+β2lnK2+ρut-1+Є  数式 ３-５、そし
て、その両者を含む関数形 lnY=c+αlnL+β1lnK1+β2lnK2+time+ρut-1+Є  数式 
３-６それぞれのパラメータを推定する。その際誤差項の自己相関を仮定することから
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おこるバイアスを回避するために、Prais-Winsten transformationにより時系列データ
セット自体の正規化を行った後、最小二乗法にてパラメータの推定を行う分析手法であ
る２ＳＰＷを採用する。 
 
 
lnY=c+αlnL+β1lnK1+β2lnK2+time ··············································· 数式 ３-４ 
 
 
lnY=c+αlnL+β1lnK1+β2lnK2+ρut-1+Є ··········································· 数式 ３-５ 
 
 
lnY=c+αlnL+β1lnK1+β2lnK2+time+ρut-1+Є ··································· 数式 ３-６ 
 
 
求められた生産関数を、投入財である IT 関連投資資本ストックパラメータと一般資
本ストックパラメータとでそれぞれ偏微分することによって、各投入財における限界生
産物が求められる。この限界生産物を支払利息率や減価償却率に等しいと置くことによ
り、理論上の最適資本ストックを求めることができる。これは、本論文においても資本
は支払利息率や減価償却率に基づき均衡する点がすなわち最適資本量であるとする経
済学的実証分析の際に用いる均衡理論を用いることで、本論文における分析の客観性を
保つためである。 
 
 
∂Yt/∂K*ｉt=βi・Yt/K*ｉt = rt+δｉt ··················································································数式 ３-７ 
 
 
K*ｉt = (βiY t)/(r t+δｉt) ······························································ 数式 ３-８ 
rt： ｔ期の利子率 
δｉt：t 期の i 資本ストックの減価償却率 
K*ｉt ：ｔ期のｉ資本ストックの理論上の最適値 
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減価償却率については、データセット中に明示されている場合にはそれを使用するが、
されていない場合には、通常の実証分析に用いられるようにδｉt = (Kｉt - Iit) /K i 
(t-1)  数式 ３-９にて算定する。 
 
 
δｉt = (Kｉt - Iit) /K i (t-1) ····························································· 数式 ３-９ 
Iit：t 期の i 財の投資 
 
 
この理論上の最適値と、前期までの実際の資本ストックとの差を、今期投資額でどの
程度埋め合わせを行っているのかを調整速度xviiλit = Iit /(K*ｉt- Ki(t-1)) 
 数式 ３-１０と定義する。 
 
 
λit = Iit /(K*ｉt- Ki(t-1)) ······························································ 数式 ３-１０ 
 
 
この調整速度は、いわば投資主体の顕在的投資態度をあらわす尺度であると解釈する
ことができる。しかし、調整速度では、投資主体の顕在的な投資態度を計測することは
可能であるが、潜在的な投資意欲を計測することは不可能であるので、そのためのひと
つの方法として前期と今期の調整速度の変化率を計測する。 
 
λit / λi(t-1) ··········································································· 数式 ３-１１ 
 
最後に、この資本ストック毎の調整速度の変化率を 2 組の標本が同じ母集団からきた
かどうかの検定を行うことで、検定値が有意に異ならなければ、投資主体の財ごとの潜
在的な投資意欲は同じという帰無仮説は棄却されない。つまり投資主体は IT 資本も一
般資本も潜在的な投資意欲としては同じものと認識していたと解釈できる。逆に、検定
値が有意に異なれば、投資主体の財ごとの潜在的な投資意欲は同じという帰無仮説を棄
却できる。つまり、調整速度（投資態度）の大きい財に顕在的な投資態度のみならず、
潜在的な投資意欲も認めていたものと解釈できる。 
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 第３節 使用データと加工 
 
 
これまでの先行研究において、国全体の経済成長に与える IT 関連資本投資の経済学
的影響を明示的に分析対象としたものは非常に限られている。しかしながら、その研究
の分析対象は異なるも、本論文の目的に援用可能なデータを有する先行研究としては、
経済企画庁調査局（2000）、平成 13 年情報通信白書(2001)及び内閣府経済社会総合研究
所(2002)が挙げられる。しかしながら IT 資本ストック量の推定に関しては、一般的に
合意された定義や、確立した分析手法が未だ存在しない。そこで本論文においては、こ
れら 3 通りのデータをすべて分析の対象として取り入れることによって、データの集計
や加工方法の違いによる結果へのバイアスを極力排除することとしたい。 
 
それぞれ特徴の異なるデータセットを使用することで、その影響の差を明確に比較す
ることができ、またデータセットの性質によらず、IT 関連投資に共通する結果を導く
ことも可能となる。以下では、それぞれにおける IT 資本ストックの計算方法を詳述す
る。 
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 １ 「経済企画庁調査局」データ 
１---１特徴 
 
 
経済企画庁調査局（2000）では、5 年ごとに国が発行している、産業ごとの生産や販
売を各投入財や投入サービス別にて集計し行列化した「産業連関表」の固定資本マトリ
ックスから、「電子計算機本体」「電子計算機付属装置」「有線電気通信機器」「無線電気
通信機器」「その他の電気通信機器」「電気通信施設建設」「複写機」「ワードプロセッサ」
「その他事務用機械」のうち、民間固定資本の形成に計上された金額を合計して、IT
関連投資と定義している。また、「産業連関表」の「商業マージン」と「国内貨物運賃
表」の集計部分を含めないことから、小売財の値ではなく、中間投入財の値ベースで、
主にハードウェアを中心に集計された民間企業における設備投資の捉え方といえる。 
 
当データセットでは減価償却xviii方法に先進工業諸国にて一般的に用いられている恒
久棚卸し法xixを採用している。また先行研究においては IT 関連資本については日本で
の研究蓄積の少なさから、より結果に客観性を担保するため、アメリカの減価償却率を
そのまま使用するものが多い。本論文における目的は、IT 関連投資と一般投資との設
備投資のストック調整原理に基づく調整速度の比較にあるので、調査品目の厳密な定義
の相違に起因するバイアスが生じることによる影響は軽微であると判断し、今回はアメ
リカのデフレータをそのまま使用することとする。ただし、西川（2001）等により、ア
メリカのデフレータを日本の実証分析に用いると、限界生産性が上方に振れる傾向があ
ることが指摘されている点には注意を払う必要がある。以上を配慮した上で、資本スト
ック量を算定する際に重要な要素となる減価償却率については、原データ同様 U.S. 
Department of Commerce(1997)の値を日本の IT 関連各財の定義に当てはめたものを使
用する。 
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 １---２加工 
 
 
近年米国商務省の集計方式が変更になり、総額の減価償却費とネットの資本ストック
量の集計数値のみの公表になってしまったため、毎年の減価償却率を算出することが困
難になってしまった。そこで、経済分析に必要な公表手法変更前後のデータ値の連続性
を保たせるために、長期時系列分析にて一般的に用いられている Box-Jenkins 流の自己
回帰和分移動平均(autoregressive integrated moving average )分析xxによる予測を行
うこととする。時系列分析を行うデータは、通常は同一の観測対象に対して一定の時間
間隔ごとに記録された系列的なデータ群を扱うので、各観測値は独立であるという通常
の統計解析における仮定が、必ずしも成立しているとは限らない。そこで、これらの時
間軸上の構造的あるいは周期的変動特性を考慮に加えた上で、特有な分析手法が必要に
なる。時系列分析とは、これらの時系列な現象が時間とともにどのように変化していく
か，将来どのようになるかを分析し、予測する研究であるといえる。また時系列データ
の分析においては、一般的にはデータ系列の統計的な性質が時間の推移によって変化し
ない、いわゆる定常過程を前提として分析が行われる。したがって、分析に先立ち、デ
ータの統計学的性質の変化が担保されない場合には、あらかじめ差分変換や先にふれた
ような対数変換や平方根変換などの変換処理を行うことによってデータ系列の定常化
を行っておく必要が生じる。本論文においては、IT 関連投資財とその他一般関連投資
財の原価償却率の原時系列データを自己回帰、移動平均は２階、和分は１階までの８個
の自己相関モデルを想定し、それぞれ最尤推定法により最適な次数を赤池情報量基準
(Akaike Information Criterion)を用いて、対数最大尤度が最小になるモデルが最適モ
デルとなるように求めた。 
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 ２ 「情報通信白書」データ 
２---１特徴 
 
 
情報通信白書の IT 関連資本財の定義は、5 年ごとに国が発行している、産業ごとの
生産や販売を各投入財や投入サービス別にて集計し行列化した「産業連関表」の「固定
資本マトリクス」の分類から、「電子計算機」「同付属装置」「有線電気通信機器」「無線
電気通信機器」「ソフトウェア」の形成に計上された金額を合計して、IT 関連投資と定
義している。この中で、「経済企画庁調査局」には無かった項目である「ソフトウェア」
は、全体の約 3 分の 1 を占める程大きな影響をもっている。さらに、「工場出荷額」に
加えて、同じく「産業連関表」から「商業マージン表」と「国内貨物運賃表」をくわえ
た、いわゆる「流通マージン」を含めた合計値となっていることから、小売値ベースの
資本ストックデータといえる。ただし、小売値ベースの集計データであるので、先の「経
済企画庁調査局」の集計データでは考慮する必要のなかった消費税の問題が生じてくる。
消費税還付金が含まれているまま資本ストックの推計をすれば、その分若干過剰な推計
になってしまう恐れが生じるからである。 
 
しかし、分析の目的は、その集計額の詳細な差異を問題としているのではなく、国の
経済成長に対する最適 IT 資本ストック量と今期の投資との差異から、IT 投資全体とし
ての傾向を包括的に分析することにある。また本項の IT 関連投資の定義に占める「商
業マージン表」のさらにその消費税還付部分の割合の少なさと、その問題の処理の有無
が、情報通信白書の紙面からは不明のことなどから、本論文においても改めてデータセ
ットの加工はしないこととする。また「経済企画庁調査局」データの最大要素である「電
気通信施設建設」が削除され、変わって「ソフトウェア」が新たに加えられてもいるこ
とから、特徴としては、先のハード的な集計要素と対比的に民間企業の設備投資のなか
でも、ソフト的な側面から集計された、商業取引全体から見た分析を可能にする特徴を
備えたデータセットであるといえる。 
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 ２---２加工 
 
 
当データセットの減価償却も同じく恒久棚卸法ではあるが、耐用年数は、旧「大蔵省
令」より別途推計されている。当データセットによる集計の最終年である 1999 年より
最近年までのデータの接続は、我が国のＧＤＰ統計におけるデフレータについて、特に
ソフトウェアに関する投資デフレータについて、その減価償却に関する普遍的な合意形
成はまだ研究途上の状態であり、まだ品質の変化を正確に反映しているとは必ずしもい
えない。また、実質値が過少に評価されているという指摘xxi等もあり、IT 関連各財の減
価償却率が不明である。 
 
また IT 関連投資財の総合計を仮にひとつの項目として見立てて、その資本ストック
量より減価償却率を逆算して時系列データの作成を試みた。しかしながら最終年である
1999 年より引き続く 2 年目に著しい減価償却率の突出を示してしまった。分析のテク
ニカル的な集計方法としては時系列分析においてはしばしば採用されているごく一般
的なデータ系列の接続方法ではあるが、その結果からは合理的な理由付けが困難である
と考え、本小売値ベースの集計データセットでは最近年までのデータの接続は行わない
こととする。 
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 ３ 「内閣府経済社会総合研究所」データ 
３---１特徴 
 
 
内閣府経済社会総合研究所(2002)におけるデータセットもまた「産業連関表」の「固
定資本マトリクス」の分類に基づいて集計がなされているので、先の経済企画庁調査局
のデータセットと IT 関連投資の定義は同一である。加えて、公的企業を含め資産別に
「産業連関表」の各項目毎の時系列での投資額が名目値で推計されており、かつソフト
ウェアに関しては、各企業における自社開発ソフト分の推計もされている。しかしなが
ら前の通信白書におけるデータにて既に説明したとおり、ソフトウェアに関する一般的
に合意を得られたデフレータの扱いが未だ確立されておらず、実際に各項目に関するデ
フレータも不明なことから、本論文においては IT 関連投資の品目にソフトウェアの項
目は含めないこととする。 
 
当データセット「90 年産業連関表」の固定資本マトリックスから、「電子計算機本体」
「電子計算機付属装置」「有線電気通信機器」「無線電気通信機器」「その他の電気通信
機器」「電気通信施設建設」「複写機」「ワードプロセッサ」「その他事務用機械」のうち、
固定資本形成に計上された金額を IT 関連投資としている。また、「産業連関表」の「商
業マージン」と「国内貨物運賃表」を含めないことから、小売値ではなく、中間投入値
ベースのハードウェア的側面から集計された設備投資の集計を行ったものと捉えられ
る。 
 
これら３本データセットを使用して分析を行う目的は、第一には国全体からの経済成
長に対する国の高度情報化推進政策による IT 関連投資の与えた経済学的影響を客観的
な方法を用いて包括的に分析するために、特徴の違うデータセットを用いても、その中
から IT 関連投資に共通する傾向を導き出そうとするためである。また、第二には、既
に分析を行った経済企画庁調査局(2000)での IT 関連投資の定義を出来る限り一致させ
たうえで比較検討を行うことによって、データセットの集計の差異のもとである、公的
企業部門のもつ投資行動的特徴を明らかにする事が出来ると考えたからである。具体的
には、公的企業の IT 関連設備への投資は、民間企業の IT 関連投資をより補完的かつ増
幅させるように重点的に配分されてきたのか。又は逆に、IT 関連政策の振興をうたっ
てはいるが、公的企業のもつ公平性の原則から、どの財に対してもより均一的になるよ
うな配分が行われ、民間企業の IT 関連投資と一般投資とに対する投資態度を平準化す
るような投資がなされてきたのか等、公的部門のもつ特徴も明らかにできようと考えた
からである。そのような分析結果を用いて、高度情報化推進政策のような、政策の初期
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段階において今だ経営的データの蓄積が進んでいないような政策に対する客観的な経
済学的な効果を導出する方法を提案しようと試みる。 
 
以上のことから、当データセットと「経済企画庁」データセットとの差が公的部門の
投資割合を完全に正確に示しているものではないことに注意するべきではある。しかし
ながら、参考として公的部門の投資割合は、70 年代は民間企業部門の 6 割程度であっ
たものが、80 年代になると 2 倍程度に膨らみ、その後 90 年代にかけて再び 6 割程度に
なった後、近年では 2 割以下にまで落ち込んでいるものと観測される。 
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 ３---２加工 
 
 
通常経済学的な計量分析や長期時系列分析においては、名目的に集計されたデータ値
を、そのデータが収集された時点における名目的影響を除去するため、年毎のデフレー
タによって名目の集計値を除することによって実質的価値を算出している。そこで本論
文においても、名目値にて集計されている各項目に関する時系列データを、経済企画庁
調査局（2000）にて用いられているデフレータにて実質化し、同除却率を使用してスト
ック値を推定する。 
 
また、後にトランス・ログ形の生産関数を想定するに当たり、投資の単位投入量を設
定する必要が生じるため、あらかじめ IT 関連資本投資については当データセット中の
IT 関連財のデフレータを使用し実質化する。またその他の一般資本の各ストックにつ
いては、日本銀行の企業物価指数における工業製品デフレータを、当データセットで基
準にされているように 1990 年を 100 とする指数に修正して使用する。GDP デフレータ
については、当データセットの GDP 値の引用もとである内閣府により我が国の経済の
状況について、生産、消費・投資といったフロー面や、資産・負債といったストッ
ク面を体系的に記録したものである「国民経済計算」のデフレータを使用する。 
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 第４節 分析の結果 
１ 経済企画庁調査局データ値に基づく測定 
１---１推定結果 
 
 
経済企画庁調査局の研究に使用されたデータセットに基づき、国全体の生産性効率を
IT 関連の資本ストック量とその他資本の合計値である一般資本ストック量との蓄積の
影響によりで計測した。最近年までの延長をしないデータセットでの最適な生産関数形
としては、誤差項に一階の自己相関を仮定するモデルが妥当であった。 
 
 
lnY=3.182+0.74lnL+0.088lnK1+0.39lnK2+ 0.48ut-1+Є·························数式 ３-１２ 
(7.25)  (5.96)  (3.38)  (8.1) (2.54)  カッコ内 t 値 
 
    AdjR
2=0.998   D.W.=1.64 
L：労働資本 
K1：IT 資本ｽﾄｯｸ 
K2：一般資本ｽﾄｯｸ 
 
 
次に、原データセットと最近年まで延長したデータに関し、IT 関連投資額と一般投
資額との投資額自体の変化率は同じであるという帰無仮説は棄却された（T=2.64347,
有意水準 5%と T= 2.96969,有意水準 5%）。つまり国全体を一つの投資主体と見なした
場合には、国全体としては投資の額面からみて、IT 関連財とその他一般財との、経済
学的な意味での違いを有意に認識していることになる。 
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１---２調整速度と変化率 
 
 
上記の関数形から求められたパラメータをもとにして、その生産関数と、同じデータ
セットを用いて、IT関連資本ストック量とその他一般財の資本ストック量に関して各年
毎の理論上の最適資本ストック量を算出する。その各年の最適資本ストック量を満たす
ために、今期の資本投資額と前期までの資本ストック量との差をどれくらいの割合で投
資計画を立てているのかを計る経済学的研究方法である調整速度を求めて、IT関連資本
財とその他一般資本財に対する調整速度に有意差検定を行う。その結果は帰無仮説は棄
却された（T=7.66370,有意水準 5%とT= 2.59097,有意水準 5%とT= 6.33534, 5%有意水準
2.006647）。つまり投資主体としての国全体から見れば、設備投資計画の顕在的投資態
度においても、IT関連財とその他一般財との経済学的意味合いでの違いを有意に認識し
ていることになる（図 ３-２）。 
 
図 ３-２ 経済企画庁データのコブ・ダグラス形生産関数に基づく調整速度 
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この国全体を投資主体と見た場合の IT 関連財とその他一般財とに対する調整速度の
グラフからは、1990 年代初頭のいわゆるバブル期においては、国全体からすれば IT 関
連財以外のその他一般財投資への投資の態度が極めて高かったことがうかがえる。特に、
1990 年近傍のその他一般財資本投資に対する調整速度は、突出して高かったことがわ
かる。これは我が国のいわゆるバブル期には、従来形の設備投資が非常に活発におこな
われ、それが国の経済成長にとり強力に作用していたことと整合的である。 
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しかしながら、近年はその他一般財への投資に対する投資態度は次第に低調になり、
変わってそれを上回る IT 関連財投資への投資態度が高まりつつある事がわかる。これ
は、近年における現実の社会での IT 関連財が生産効率向上に資するのではないかとの
社会的な期待の高まりと整合的であるといえる。また、先行研究にて算出されたオリジ
ナルな生産関数を用いて同様の分析を行った結果も同じような傾向を示している。 
 
最後に、IT 関連財投資とその他一般財投資との設備投資の調整速度の変化率に有意
差検定を行う。これは、IT 関連財とその他一般財に対する投資主体の顕在的な投資態
度のもとにある、潜在的な投資意欲を計測するためである。 
 
その検定結果は、IT 関連財とその他一般財に対する財の識別の意識として、有意で
なかった。これは、投資主体の潜在的な財認識は同じであるという仮説を棄却すること
はできなかった。（T=1.20302,有意水準 5%と T= 1.73293,有意水準 5%と T= 1.31826,有
意水準 5%）。つまり投資主体は潜在的な投資意欲ではその顕在化した投資態度とは異
なり、IT 関連財とその他一般財との違いを明確には認識していなかったことになり、
その他一般財の投資主体の経済成長に与える影響の大きさは認識していたものの、その
経済成長に寄与する割合は、IT 関連財とその他一般財とで特段の区別を考えていなか
ったことになる。 
（図 ３-３）。 
 
図 ３-３ 経済企画庁データのコブ・ダグラス形生産関数に基づく調整速度の変化率 
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さらに、調整速度の変化率でも、先行研究にて算出されたオリジナルな生産関数を用
いて同様の分析を行った結果、同じような傾向を示している。トランス・ログ形生産関
数についても同じである。 
 
最後に、IT 関連財の定義は若干異なるものの、「経済企画庁調査局」中のアメリカの
集計値にて同様の分析を行った。その結果も、調整速度の変化率に関しては日本同様、
IT 関連財とその他一般財との有意差検定の帰無仮説を棄却できない（T=1.52264,有意
水準 5%）。これは、投資主体としてのアメリカ合衆国全体としても財の違いを認識して
いるとは言えなかったことになる。 
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 ２  情報通信白書データ値に基づく測定 
２---１推定結果 
 
 
情報通信白書の研究に使用されたデータセットに基づき、国全体の生産性効率を IT
関連の資本ストック量とその他資本の合計値である一般資本ストック量との蓄積の影
響によりで計測した。当データセットより想定された生産関数もコブ・ダグラス形の生
産関数で、同様に、誤差項に一階の自己相関を仮定するモデルが最も妥当性を有するも
のであった。 
 
 
lnY=4.451+0.757lnL+0.06lnK1+0.317lnK2+0.768ut-1+Є ······················数式 ３-１３ 
(4.11)  (4.62)  (2.42)   (5.4)   (5.49)   カッコ内 t 値 
 AdjR
2=0.997   D.W.=1.38 
 
L：労働資本、K1：IT 資本ｽﾄｯｸ、K2：一般資本ｽﾄｯｸ 
 
ちなみに、当データセットにおける「情報通信白書」のオリジナルな生産関数は、以
下の通りである。 
 
ln(Y/L)=-1.719+0.337ln(K0/L)+0.101ln(K1/L)····································数式 ３-１４ 
     (-4.672) (4.386)       (3.98) 
カッコ内 t 値 
 AdjR
2=0.997, D.W.=0.929  
 
L：労働資本 
K0：一般資本ｽﾄｯｸ 
K1：IT 資本ｽﾄｯｸ  
 
この生産関数は、 
Y = F ( K , L ) という通常の生産関数を労働資本 L で除し、１人あたりの労働生産
性を求める。 
Y/L = F ( k/L , L/L) 
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これは Y/L = F ( k/L , 1 ) となり、この関数形の経済学的意味は、労働の平均生
産物も、資本の平均生産物もともに資本と労働との比率だけの関数形になり、生産規模
にかかわらずこれが一定であることを示している。本論文におけるコブ・ダグラス形生
産関数では、生産物の一次同時性を明示的にあらわしているが、本生産関数は、経済学
的には同じ意味合いをあらわしているものといえる。 
 
また本データセットにおける IT 関連投資額と、その他一般投資額との投資額自体の
変化率系列に対して、IT 関連財とその他一般財との間で統計的に意味のある有意な差
をもつかどうかの有意差検定を行った。その結果は、二つの投資額の変化率系列は同じ
ものであるという帰無仮説に対する検定結果は有意であった（T= 2.29910,有意水準 5%）。
つまり国全体を一つの投資主体と見なした場合には、投資主体は投資額の面からは IT
関連財とその他一般財との、経済学的な意味での違いを有意に認識していることになる。 
 
 49
 
２---２推定結果 
 
 
さらに、この関数形から求められたパラメータをもとにして我が国全体の経済成長に
関するIT関連財と、その他一般投資財との理論上の最適資本ストック量から、今期の投
資量がどの程度の割合で必要ストック量をみたしているのかを計測する調整速度を求
めたうえで、IT関連財とその他一般資本財との間で統計的に意味のある有意な差をもつ
かどうかの有意差検定を行った。その結果投資主体の投資計画に対する顕在的なIT関連
財とその他一般資本財との認識は同じものであるという帰無仮説に対し、検定結果は有
意であり（T= 5.74513,有意水準 5%）、投資主体は設備投資計画の顕在的投資態度にお
いても、財の違いを認識していることが示された（図 ３-４）。 
 
図 ３-４ 情報通信白書データのコブ・ダグラス形生産関数に基づく調整速度 
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この調整速度のグラフからは、IT 関連資本にソフトウェアを含めると、先ほどとは
異なり、国全体を経済主体として、かなり早い時期より IT 関連投資に対して顕在的に
積極的な投資態度が取られてきたことがうかがわれる。この現象は、半導体の集積密度
は 18 か月から 24 か月で倍増するというムーアの法則に代表されるように、IT 関連財
の陳腐化の速さは非常にめざましいものがあり、かつその技術革新がハードウェア的な
機器の受ける影響にくらべて、ソフトウェアが受ける影響が非常に強力であることと整
合的である。 
 
 
 50
この法則によれば、半導体をはじめ IT 関連財の性能は指数関数的に向上していくこ
とになる。投資主体は望むと望まざるとにかかわらず、その陳腐化に対する更新需要と
して積極的な投資態度が顕在化したのではないかと考えられる。また先行研究にて算出
されたオリジナルな生産関数を用いて同様の分析を行った結果、同じような傾向を示し
ている。 
 
最後に、また本データセットにおけるIT関連投資額と、その他一般投資額との投資額
自体の変化率系列に対して、IT関連財とその他一般財との間で統計的に意味のある有意
な差をもつかどうかの有意差検定を行った。その結果は、二つの投資額の変化率系列は
同じものであるという帰無仮説に対する検定結果は有意ではなかった（T=1.97362,有意
水準 5%とT= 1.54865,有意水準 5%）。投資主体は潜在的な投資意欲ではその顕在化した
投資態度とは異なり、やはりIT関連財とその他一般投資財との財の違いを認識していな
かったことになる。（図 ３-５）ただし、集計データの制約から、現在集計されている
以前のデータ収集が不可能なことから、明確な分析は出来ないが、得られた図から推察
すると、1980 年代より以前は、IT関連財とその他一般投資財との調整速度の変化率の
差異の振幅も後年より大きいようにうかがえる。これは、IT関連財の性能自体が非常に
低く、投資主体は投資に対して財の違いを比較的認識していたと言えるのかもしれない。 
 
図 ３-５ 情報通信白書データのコブ・ダグラス形生産関数に基づく調整速度の変化率 
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３ 内閣府経済社会総合研究所データに基づく分析 
３---１推定結果 
 
 
内閣府経済社会総合研究所の研究に使用されたデータセットに基づき、国全体の生産
性効率を IT 関連の資本ストック量とその他資本の合計値である一般資本ストック量と
の蓄積の影響により計測した。当データセットより想定された生産関数もコブ・ダグラ
ス形の生産関数であったxxii。 
しかしこの関数形に最も妥当性を有するものは、先の情報通信白書のデータセットに
基づく生産関数とは異なり、誤差項に一階の自己相関を仮定するモデルではなかった。
そこで当データセットにおいては先の情報通信白書のデータ系列にて最も説明力を有
していた、誤差項に一階の自己相関のある生産関数形を用いて同一の分析を行ったが、
結果に大きな違いは見られなかった。 
 
 
LnY=3.421+1.07lnL+0.12lnK1+0.42lnK2+Є······································数式 ３-１５ 
(2.15)  (13.46)  (3.54)   (3.99)   
カッコ内 t 値 
 
AdjR
2=0.998   D.W.=1.28 
 
L：労働資本 
K1：IT 資本ｽﾄｯｸ 
K2：一般資本ｽﾄｯｸ 
 
また本データセットにおける IT 関連投資額と、その他一般投資額との投資額自体の
変化率系列に対して、IT 関連財とその他一般財との間で統計的に意味のある有意な差
をもつかどうかの有意差検定を行った。その結果は、二つの投資額の変化率系列は同じ
ものであるという帰無仮説に対する検定結果は有意であった（T= 2.73369,有意水準 5%）。
つまり国全体を一つの投資主体と見なした場合には、投資主体は投資額の面からは IT
関連財とその他一般財との、経済学的な意味での違いを有意に認識していることになる。 
 
 
 52
 ３---２調整速度と変化率 
 
 
またこの最適な関数形から求められたパラメータをもとにして我が国全体の経済成
長に関するIT関連財と、その他一般投資財との理論上の最適資本ストック量から、今期
の投資量がどの程度の割合で必要ストック量をみたしているのかを計測する調整速度
を求めたうえで、IT関連財とその他一般資本財との間で統計的に意味のある有意な差を
もつかどうかの有意差検定を行った。その結果投資主体の投資計画に対する顕在的なIT
関連財とその他一般資本財との認識は同じものであるという帰無仮説に対し、検定結果
は有意であり（T=7.57978,有意水準 5%）、投資主体は設備投資計画の顕在的投資態度
においても、財の違いを認識していることが示された（図 ３-６）。 
 
図 ３-６ 内閣府データのコブ・ダグラス形生産関数に基づく調整速度 
 
　内閣府データのコブ・ダグラス型生産関数に基づく調整速度
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40
0.50
19
75
197
6
19
77
19
78
197
9
19
80
19
81
198
2
19
83
19
84
198
5
19
86
198
7
198
8
19
89
199
0
19
91
19
92
199
3
19
94
19
95
199
6
調
整
速
度
IT財 一般財
 
 
内閣府のデータ系列の特徴は、公的企業部門の集計値が明示的に加算されていること
である。その公的企業部門の投資を含めると、公的企業のもつ公平性の原則からは、投
資に対しては、どの財に対してもより均一的に公平になるような配分が行われるように、
民間企業の IT 関連投資とその他一般投資とに対する投資態度を平準化するような投資
がなされるようにも考えられうる。しかし投資主体としての国全体は、国の高度情報化
推進政策にもかかわらず、IT 関連資本財よりも、従来形のその他一般投資財に投資態
度の重点を置いていることがわかった。ただし、1990 年代以前は、IT 関連財に対する
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社会の認識も比較的低く、また IT 関連資本財が生産性に与える経済学的効果も、今日
ほど広く社会的に合意が進んでいたわけでもなかったわけである。しかし国の高度情報
化推進政策に影響される形で、徐々に IT 関連投資財とその他一般投資財との調整速度
も同じような形に修練されつつあり、その意味では政策的効果が生じているとも言える。 
 
最後に、また本データセットにおけるIT関連投資額と、その他一般投資額との投資額
自体の変化率系列に対して、IT関連財とその他一般財との間で統計的に意味のある有意
な差をもつかどうかの有意差検定を行った。その結果は、二つの投資額の変化率系列は
同じものであるという帰無仮説に対する検定結果は有意ではなかった（T=1.62838,有意
水準 5%）。（図 ３-７）投資主体は潜在的な投資意欲ではその顕在化した投資態度と
は異なり、やはりIT関連財とその他一般投資財との財の違いを認識していなかったこと
になる。 
 
図 ３-７ 内閣府データのコブ・ダグラス形生産関数に基づく調整速度の変化率 
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 第５節 本章のまとめ 
 
 
本章の目的は、今後高度情報通信の振興に関する国の政策を策定するに際して、今日
までの国の高度情報化推進政策により行われてきた IT 関連投資とその他一般財投資に
関して、国自身による経済成長に対する効率性の認識の違いの有無を検証する方法を導
出することであった。先行する研究においては、その財やサービスの定義付けの違いに
起因する分析結果の相違が生じていた。政策評価に関する合意形成が困難であった問題
を解決するために、各先行研究が対象にした IT 資本それぞれに共通する経済学的特徴
を導き出した上で、それぞれの研究において集計された同じマクロデータを用いながら、
客観的かつ包括的に共通する傾向をとらえることを試みた。そのために、一般的な経済
学的実証分析の手法であるストック調整原理の調整速度を推計し、その時系列データ系
列の有意差検定を用いながら共通する経済的効果を明らかにする方法を提案した。 
 
一般的な経済学においては、実証的な分析をおこなおうとする場合には、経済主体の
生産活動に関して特定の生産関数モデルをまず想定して、その関数形のパラメータを計
算上応用することで、様々な結果を導き出してゆこうとするものである。通常では経済
主体の経済成長率を資本の成長性である資本ストック量と労働生産性である労働投入
量とで説明し、そこに説明しきれないその他の残差の要素として全要素生産性を定式化
している。本章の分析によって、国の政策を経済学的に評価するに当たり、その政策に
関係する財やサービスの範囲の定義を厳密に定めなくとも、客観的な経済分析手法を適
用するためのフレームワークを導出できた点で、我が国の国内及び IT 関連政策のみな
らず、世界的に共通するフレームワークの一つを導出することができたものであると言
える。 
 
また本章の実証分析で明らかにしたように、国の高度情報化推進政策によって、ソフ
トウェア関連財への新規投資の態度は著しく刺激されていたことがわかった。また公的
企業部門での IT 関連財への新規投資の態度は、従前の公共事業に匹敵するほどのレベ
ルに高まっているものの、その投資に基づく生産性への効果が不めいりょうなため、そ
の潜在的な意欲は非常に緩やかな影響しか受けなかったと言うことも併せて理解され
た。 
 
最後に参考としてアメリカの IT 関連財資本投資の時系列データを用いて同様の分析
を行ってみた。結果では、投資主体としてのアメリカ一国の調整速度は、長期に渡り過
剰設備状態が示された。これは、アメリカが世界各国に対して、ソフトウェアも含めて
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アメリカのIT関連財製造メーカの製品群を用いてIT化を進めることによって国の経済
成長を効率的におこなえることを強力に宣伝し、アメリカ製品を世界各国に採用するよ
う働きかけたアメリカの商務政策と整合的な結果であるといえよう。またこれにより
1990 年代のアメリカは、IT 革命と言われるほどの、かつてなかったほどの経済的変革
と繁栄をもたらすことになったことは未だ記憶に新しい。 
 
ただし、本章においては、高度情報関連投資が国全体へ与えた影響に関する実証的研
究にて、求められた生産関数より導出される代替弾力性に関する先行研究との整合性の
有無については、十分に触れられていない。また、70 年代のメインフレームを中心と
する電算システムから80年代のダウンサイジングをへて90年代の企業全体の効率化を
目指したものへと企業の IT 投資に対する構造的な変化があったといわれている。それ
に対してはダミー変数を用いるなどの手法により実証すること等、計測されたような傾
向をもたらす背景、本質的原因の究明は重要な課題である。 
 
さらに、今後の方向性としては、以下のような検討が必要であろう。まず、IT 関連
財と一般財との生産に対する補完的傾向については、偏代替弾力性を求めて検証する必
要がある。そして調整速度の変化率の周期に影響を及ぼす可能性としてのトレンド要因
を解明する必要もある。また、日本銀行の企業物価指数において、パソコンをはじめと
した IT 関連機器に対する減価償却法としてヘドニック指数による集計が行われるよう
になったことを踏まえ、採用品目の違いによるデフレータ計測のずれの調整等、いっそ
うのデータ精緻化の余地がある。 
 
国際産業連関表等を活用し、日本のみならず他国との比較を行うことにより、IT 関
連投資の経済成長に対する特徴の違いを明らかにする必要もあろう。また習熟度を考慮
に入れた考察として、分布ラグモデル等を用い、生産関数を精緻化し、より最適な関数
形を検討する余地がある。同時に、和分、共和分を考慮した理論モデル構築の必要性も
あろう。最後に、IT 以外の社会資本との比較を行うことで、潜在的な投資意欲に対す
る政策における財ごとの順序づけも行う必要もあろう。 
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 第４章 高度情報関連投資が家計に与える影響に関する実証的研究－情報通信関連支出
弾力性変化の因果性に関する分析－ 
第１節 本章の目的 
 
 
我が国の情報通信を取り巻く市場環境は、近年目まぐるしい変化が続いている。国の
政策も、1985 年の通信市場自由化に伴う固定系音声サービスの市場開放政策の採用以
来、積極的な市場参入を促すものになっている。鉄道事業者や電気事業者等、既にネッ
トワーク系の社会的インフラを有する事業者をはじめ、様々な事業者が中継系電話事業
に参入した。特に関東圏内に限ってみても、合計９事業者もの参入をみている。しかし
ながらその後の市場競争の結果として、30 年近くが経過した現在においてまでも、新
規加入者獲得活動を積極的に行っている事業者は、2 事業者にまで集約されてしまって
いる。 
 
移動体電話事業についても、1987 年に NTT が初めて市場参入して依頼、引き続く 1988
年 89 年と続々と他業種より新規参入が続いた。携帯電話端末機も初期のアナログ端末
機は重さが 750 グラムもあったが、今日では情報通信技術に関するめまぐるしい技術革
新の恩恵を受け、40ｸﾞﾗﾑを切る軽さのディジタル端末まで登場するようになっている。
その移動体通信市場に対する新規参入事業者数も、市場の開放以来 20 年間で、同じく
関東圏内では、今日まで合計 7 事業者の参入をみている。しかしながら、その後の市場
競争の結果として、今日でも実質的に、新規加入者獲得活動を積極的に行っている事業
者は、４事業者にまで集約されてしまっている。 
 
我が国の高度情報通信ネットワーク社会推進政策に関しても、e－Japan 重点計画等
に代表される、2006 年までにインターネットに接続可能な超高速回線 1000 万加入、高
速回線 4000 万加入を目指すという国の積極的な政策的インフラ整備目標が掲げられ、
FTTH回線供給事業についても、急速に市場環境の整備と競争の激化が進んできている。
また引き続く IT 政策パッケージ 2005 において、我が国 IT 戦略本部を中心とする官民
の総力を挙げ、通信インフラや電子商取引市場の整備など、さまざまな取組を実施して
きた結果、今や我が国のインターネットは世界で最も速く、安くなっていると総括され
るに至っている。 
 
高度情報化推進政策における基盤の一つである FTTH 回線供給事業においても、まだ
供給事業開始後数年しか経ていないにもかかわらず、合計 5 事業者の新規参入事業者の
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うち、既に関東圏内において実質的に、新規加入者獲得活動を積極的に行っている事業
者は、2 事業者に集約されてしまっている。 
 
情報通信事業に関する一般的に広く合意されている経済学的特徴としては、サンク・
コストの概念である。これは、通信事業に投下した資金のうち、事業の撤退・縮小を行
ったとしても回収できない費用を意味している。初期投資が大きく、他に転用ができな
い設備投資を必要とする事業ほど埋没費用は大きくなるため、投資も新規企業の参入も
慎重になり、新規市場参入の障壁も高くなると考えられている。固定電話事業も移動電
話事業も FTTH 回線供給事業も、いずれもが巨大な設備投資を必要とする装置産業であ
る。また、競合事業者間のサービス品質に明確な差をつけることも困難である。加えて、
急速に進む情報通信技術の陳腐化に対して、比較的耐用性のあるシングルモード光ファ
イバケーブルの敷設を、競合他事業者に先駆けて積極的に行ってきた比較的恵まれた設
備環境を有する事業者ですら、昨今の情報通信市場をめぐる競争の激化に翻弄され、そ
の事業を継続することに対して経営的に厳しい見通しを立てざるを得ないほど激しい
市場競争が行われてきたわけである。この状況から、競争市場における事業者数の淘汰
は必然のように思える。 
 
通信事業のサービス分野は、最初の自由化分野である、中継系固定電話事業分野から、
移動電話事業分野、さらにはブロードバンド、とりわけFTTH回線供給事業分野へとひろ
がりをみせてきている。ところが、その中継系固定電話事業の事業者数推移を観察する
と、移動体電話事業分野の市場開放政策が行われると徐々に供給事業者のとうたがはじ
まり、高度情報化推進政策が策定され、FTTH回線供給事業分野の市場参入がはじまると、
ややとうたの速度を増して事業者数の集約がされている傾向がみいだされる(図 ４-１
)。 
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図 ４-１ 固定電話事業者の推移 
図 1 固 定 電 話 事 業 者 の 推 移
年 ／ 事 業 者 名 1 9 8 4 ～ 8 8 8 9 ～ 9 6 9 7 9 8 9 9 0 0 0 1 0 2 0 3 0 4 0 5
D D I
K D D K D D I
日 本 高 速 通 信
フ ュ ー ジ ョ ン
P W D （ 含 T T ｎ ｅ ｔ）
日 本 テ レ コ ム
ＩＤ Ｃ
Ｎ Ｔ Ｔ （ 含 Ｎ ｃ ｏ ｍ ）
平 成 電 電 ×
携 帯 電 話 サ ー ビ ス
F T T H 回 線 供 給 サ ー ビ ス
※ 太 線 は 積 極 的 に 加 入 獲 得 活 動 を 行 っ て い る 事 業 者  
 
 
 
そこで本章においては、その供給事業者数の推移に注目して、国の高度情報化推進政
策を経済学的に客観的に評価する方法を導出するために、我が国の高度情報化推進政策
により積極化した IT 関連財投資の消費者に与えた包括的な影響を客観的定量的に分析
する方法を提示する。国の政策に対する経済学的評価を行うには、ミクロ経済学及びマ
クロ経済学の両面から総括的に分析を行う必要がある。ミクロ経済学においては、経済
主体の最小単位と定義されている消費者及び生産者が、経済的な取引を行う市場をその
分析対象としている。その市場において、世の中に存在する希少な資源の最適な配分に
関する分析を行うことが経済学の研究領域である。そこで、国の高度情報化推進政策に
より消費者の構成単位である家計の消費支出に与えた影響を客観的に検証する方法を
提案する。 
 
様々な分野において既に代表的経済主体である消費者を対象とする研究の蓄積は進
んでおり、また家計の消費支出に分析対象を絞り込んだ研究も既に相当数蓄積されてい
る。しかしながら、IT 関連財やサービスの様に、情報通信に関する技術革新の速度が
その他の財やサービスにくらべて激しい。また市場におけるその供給サービスが技術的
非連続性と短命性のために、各種の実績データの収集が困難である。かつサービスの技
術的非連続性によるデータ蓄積の連続性の確保も困難で、新規サービスの供給開始以降
ある程度の期間を経過した後でないと、分析に足る必要データ量の蓄積が十分に進まず、
経済学的な実証研究が極めて制限される。 
 
 
しかしながら、本章においては、国の高度情報化推進政策の消費者へ与えた影響を分
析するために、IT 関連投資の中でも、近年我が国の一般家庭に急速に普及してきたイ
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ンターネットサービスに係わる経済的効果の計測を行い、先端的サービス供給に関する
分析方法を導出する。具体的には家計の各情報通信サービスに対する経済性効果を客観
的に検証するために、長期時系列因果性アプローチを活用する。この長期時系列因果性
アプローチの因果性とは、通常社会一般的に使われている原因と結果との因果性を意味
するものではなく、ある数値的集合に対して、長期時系列分析に一般的に使用される確
率過程を定義する際に、その数値的集合に含まれるある確率変数を除いた確率過程との
誤差に、有意な相違が存在しないならば、その因果性も存在しない。逆にその誤差が有
意に存在する場合には、除いた確率変数は、もとの確率過程に因果性を生じていると考
える、純粋に経済学上の概念である。消費者の代表的構成要素である家計における情報
関連通信サービスに対する支出関数を想定し、その各先端情報通信サービスに係わる支
出性向及び支出弾力性を抽出した上で、情報関連消費支出が受ける影響の因果性を検証
する。またその支出弾力性を抽出するための家計の支出関数を想定する際には、通常実
証的経済分析で行われているように、本論文においても、集計された消費支出に関する
データセットを日本銀行公表の「基準割引率及び基準貸付利率」を用いてあらかじめ実
質化を行うことで、インフレーションやデフレーションの影響を除去している。その方
法により、国の政策により影響を受けた消費者のサービス相互間の因果性の有無を分析
する客観的な方法論を提案することができる。既存の研究において採用されている、情
報関連サービスに関する消費者側からの選考分析を、利用可能なデータ量の制限によっ
て、アンケート調査方法を用いた消費選考を計測する手法では、被調査対象者の回答に
対する心理的バイアスの問題を完全に解決することは不可能である。しかしながら本章
における分析手順を採用することによって、経済学的な客観的経済分析手法を用いなが
ら、実際の家計の消費支出から、各サービスの消費弾力性が他のサービスに与える因果
性をも導き出すことが可能になる。家計の消費支出に基づいて消費支出関数を導出し、
それぞれのサービスへの支出が他のサービスに及ぼす影響の因果性に関する研究まで
踏み込んで行っているものは、筆者の知る限り我が国には未だその例が存在しておらず、
その方法論からも新規性がみとめられる。 
 
家計消費の支出関数から、支出弾力性を算出する方法を用いた研究は既に存在してい
る浅井(2005)。その中ではインターネット関連支出と書籍・他の印刷物との支出の代替
関係等が証明されている。しかしながら、本論文の目的は、国の高度情報化推進政策に
よって消費者が受けた経済学的影響を客観的に計測する方法を導出することにある。先
行する研究の分析対象は、情報関連サービス支出とその他の支出との相互関係を求めて
いるものであり、これでは IT 関連以外の政策に起因する経済学的変動インパクトなの
か IT 関連政策による影響なのかの判別が困難であった。またインターネット関連支出
と書籍・他の印刷物との支出が消費者に与える影響を分析するためには、前章にて用い
たコブ・ダグラス形の効用関数の補償需要を求めて計測する分析方法が既に確立されて
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いる。またこの補償需要は２財間の支出の関係をあらわすものであり、本章で目的とし
ている IT 政策による、より総括的な影響を分析するための方法としては、制約が生じ
る。 
 
しかしながら本論文では、国によるデータの集計が比較的進んでいる家計の消費支出
を基に、理論上の支出関数を想定し、そこから各サービスに対する支出弾力性を計測し
た上で、各サービスへの支出が、他のサービスへの支出から受ける影響の有無の検証を
行うこととする。支出弾力性を時系列的に算出し、各サービス間の因果性の有無を検証
する。これにより、国の高度情報化推進政策による影響のみを明確に判別することが可
能になる。 
 
また、支出の弾力性に着目する理由としては、一般的な経済学的合意事項である、支
出弾力性 1 を基準として、それを下回るサービスは生活必需的サービスであり、上回る
サービスは嗜好サービスであるとの解釈を基にして、その結果より求められるその後の
政策的提言をする上で不可欠の要素であると考えたからである。 
 
先の中継系固定電話事業の事業者数推移以外にも、FTTH 回線供給事業分野サービス
の開始に代表される国の IT 政策が、移動体系電話事業の事業者数推移などにも、与え
た影響についても同様に明らかにすることが出来る。ゆえに、同手法による移動体電話
やインターネットサービスに対する支出弾力性を算出し、それぞれのサービス間におけ
る因果性の有無を検証することをも目的とする。 
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 第２節 分析の手順 
 
 
本論文の目的は、我が国の高度情報化推進政策に対する客観的な評価方法を導出する
ことであるが、本章においては、その政策が消費者へ与えた経済学的影響の分析方法に
関する提案を行う。消費者を対象とした経済学的分析では、一般的に消費者及びその消
費者の構成単位である家計といった経済学的主体が、財やサービスを消費することによ
って一定の心理的満足感を得る度合いの価値観を定量的に表現するための数学モデル
である効用関数を想定して分析を行ってゆく方法と、同じく消費支出から支出関数を想
定して分析を行ってゆく方法とが用いられている。本論文の目的はで高度情報化推進政
策に対する評価方法の導出においては、既に存在する数値データやその性質を活用して
分析に用いることで、分析結果に対してより普遍的な合意付けを行うことにある。その
ため、集計値のばらつきに関する経済学的分析上のテクニカルな誤差除去の方法など、
消費者効用関数を想定するために一般的に用いられているアンケート調査方法による
分析に比べて、より客観的合意が得られやすい、経済学的主体である消費者の構成単位
である家計の消費支出に注目し、総務省より公開されている家計消費支出データを基に
家計の支出関数を想定した上で検証を行うこととする。 
 
消費支出関数を想定する際には、通常サービス毎のサービス単価に関するデータを必
要とする。しかしながら、我が国においては、さあービス品目に関する価格構成が複雑
すぎて、サービス単価に関するデータ値の集約は困難である。そこで、サービス単価に
関する情報を含めるかたちで、最終的にはひとつのパラメータに集約してしまうことが
できる箕谷（1997）の支出関数に関する考え方を用いて OLS 形及びパネル形支出関数xxiii 
をそれぞれ想定する。そして、その中で前章と同様に、最も当てはまりの良い関数形を
想定するために、統計モデルの良さを評価するための指標である赤池情報量基準
(Akaike Information Criterion)に基づいて計測を行う。また Durbin-Watson 検定と
Ljung-Box統計量とから集計されたデータ系列相互間に自己相関の疑いがないことを検
証した後に、その生産関数中の独立変数が従属変数をどれくらい説明できるかを表すた
め、経済学的実証分析を行う際の最も基礎的な指標である決定係数に基づき、最も当て
はまりの良い生産関数を採用することとする。 
 
そこで想定された支出関数を用いて、消費支出総額が 1％変化する時に、各財やサー
ビスへの支出が何％変化するかを示した指標である、毎月のサービス毎の支出弾力性を
算出する。次にその月毎のサービス毎の支出弾力性を時系列データ系列と見立て、最も
オーソドックスな Dicky and Fuller（1979）の定数項及びトレンド無しの単位根検定xxiv 
 62
を行い、最適な階差を検定する。そして最後に、本章の研究の背景である、国の政策に
基づく市場競争における供給事業者数集約の政策的効果測定のために、求められた次数
を考慮する Granger Causality Testxxv により、「固定電話使用料」、「インターネット
接続料」、「移動電話使用料」相互間の因果性の有無の検定をおこなう。また、支出弾力
性の将来予測については、求められた次数を考慮し Autoregressive Integrated Moving 
Average Modelxxviの Autoregressive 部分、Integrated 部分、Moving Average 部分それ
ぞれに適応するモデルを想定し、本論文においてしばしば用いている、統計的検定方法
である Akaike's Information Criterion にて最適と思われる関数形にて延長する。 
 
使用するデータは、総務省より毎月公開されている「家計消費状況調査」及び「消費
者物価指数」である。「家計消費状況調査」は、家計の属性を「（農林水産世帯を含む）
全世帯」「（農林水産世帯を含む）勤労者世帯」 「（農林水産世帯を除く）全世帯」 「（農
林水産世帯を除く）勤労者世帯」の４つの世帯区分に分けて、それぞれの世帯区分毎に、
収入階層別及び各支出項目別に、支出合計額に集計されているマクロデータ値である。 
本論文においては、我が国の情報通信サービスに対する代表的経済学的主体のひとつで
ある家計の支出分析を行うことを主眼にしている。そのため分析に使用する本データセ
ットは、分析結果の違いも比較することが出来るように、勤労者世帯のみに限定するこ
となく、より広く一般的家計を包括している「（農林水産世帯を含む）全世帯」及び「（農
林水産世帯を除く）全世帯」の２つの世帯区分を分析の対象に加える。これにより、「（農
林水産世帯を含む）全世帯」では、比較的広く全国的な消費支出の傾向を示すものと解
釈することが出来、「（農林水産世帯を除く）全世帯」は比較的都市部での消費支出の傾
向を多く反映しているデータセットであると解釈し、その違いの有無を検証することが
出来るようになる。 
 
通常経済学的な計量分析や長期時系列分析においては、名目的に集計されたデータ値
を、そのデータが収集された時点における名目的影響を除去するため、年毎のデフレー
タによって名目の集計値を除することによって実質的価値を算出している。そこで本章
においても、名目値にて集計されている各項目に関する時系列データを、「固定電話使
用料」「移動電話使用料」「インターネット接続料」に対する支出額を収入階層別及び月
別に 28 か月間分プールし、そのデータセットに対して、「消費者物価指数」の「品目別
価格指数」の「固定電話通信料」「移動電話通信料」「インターネット接続料」項目を用
いてそれぞれ実質化を行う。 
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 第３節 分析の結果 
１ 「（農林水産世帯を含む）全世帯」の支出弾力性 
 
 
国の高度情報化推進政策により、影響を受けた家計の経済学的効果を分析するために、
総務省より毎月公開されている「家計消費状況調査」の「（農林水産世帯を含む）全世
帯」の消費支出データを、「消費者物価指数」にて実質化したデータセットを用いて、
家計の消費支出に関する支出関数を想定した。支出関数を想定する過程において最適な
関数形としてOLS形支出関数を採用した。次にそのOLS形支出関数より求められたパラメ
ータの中で、T検定xxvii形の統計学的検定手法を用いて 5％有意水準で有意なものを基に
支出関数を想定した。消費支出総額が1％変化する時に、各財やサービスへの支出が何％
変化するかを示した指標である、毎月のサービス毎の支出弾力性を、情報通信サービス
の内訳である固定系電話サービス、移動体系電話サービス、インターネット系のサービ
スへの支出弾力性をそれぞれ算出した（図 ４-２）。支出の弾力性は、一般的な経済分
析においては、通常１を基準として、その基準を上回れば、その支出対象は嗜好的支出
を意味し、逆にその基準を下回る支出対象は、生活必需的支出を意味していると解釈さ
れている。 
 
図 ４-２（農林水産を含む）全世帯の支出弾力性 
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情報通信サービスの内訳である固定系電話サービス、移動体系電話サービス、インタ
ーネット系のサービス各サービス支出弾力性の推移を時系列的にてみる。すると本デー
タセットは我が国全世帯を対象とする集計値であることから、全国的な傾向として、近
年の固定系電話サービスは、かつての生活必需的サービスから、嗜好サービスへとその
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サービスの質が変化しつつあることがうかがえる。逆に移動体系電話サービスやインタ
ーネット系のサービスに関しては、若干嗜好サービスから徐々に生活必需的サービスへ
と変化しつつあることがうかがえる。また、インターネット系サービスは移動体系電話
サービスに比べ、生活必需的サービスへの変化がより急速に起こっているといえる。 
 
この結果は、近年我が国においては、移動体系端末の普及が、大幅に上昇しつつあり
(表 ４-１)、情報通信サービスを用いたコミュニケーションの手段も、固定系電話サー
ビスから多様なものへと変化している状況と整合的であるといえる。 
 
 
表 ４-１  電気通信サービスの加入契約数等の状況 
 
 平成 16 年度末 平成 17 年度末 平成 18 年度末 平成 19 年度末 平成 20 年度末
合計 91,473,940 96,483,732 101,698,165 107,338,974 112,050,077
対前年同期比 5.6% 5.5% 5.4% 5.5% 4.4%
人口普及率 71.6% 75.5% 79.6% 84.0% 87.7%
内訳       
携帯電話 86,997,644 91,791,942 96,717,920 102,724,567 107,486,667
対前年同期比 6.7% 5.5% 5.4% 6.2% 4.6%
人口普及率 68.1% 71.8% 75.7% 80.4% 84.1%
PHS 4,476,296 4,691,790 4,980,245 4,614,407 4,536,128
対前年同期比 -12.8% 4.8% 6.1% -7.3% -1.1%
  総務省：電気通信サービスの加入契約数等の状況 
 
 
次いで、その想定された生産関数を用いて算出した、固定系電話サービス、移動体系
電話サービス、インターネット系のサービス各サービス支出弾力性の将来的な方向性の
予測を行うために、経済学的に一般的な将来予測を行うための方法の一つである多変量
時系列モデルを用いる。そこでは、固定系電話サービス、移動体系電話サービス、イン
ターネット系のサービスのすべてのサービスにおいて、支出弾力性値は１階の階差を取
ることで定常化した（表 ４-２）。 
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表 ４-２  支出弾力性定常性検定値一覧 
   
 （固定電話支出） （移動電話支出） （ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支出）
0階差  
（ｆ値） 
-0.4502268  
(0.98526) 
-0.1122679  
(0.9929) 
-0.1627912  
(0.99215) 
1階差  
（ｆ値） 
-7.906446 
(0.00) 
-8.713493 
(0.00) 
-6.531472 
(0.00) 
2階差  
（ｆ値） 
-11.28963  
(0.00) 
-11.91058 
(0.00) 
-8.450489  
(0.00) 
 
 
この定常化とは、将来予測を行うに際し、データ系列から確率過程の影響を除去して、
データ系列のもつトレンドにより忠実に将来予測を行おうとするテクニカル的な確率
分布が変化しない確率過程をさしている。本章においても、一般的に行われている時系
列分析の方法と同様に、その定常性を考慮して将来予測を行った結果、固定系電話サー
ビスはより基準値１を超えて嗜好的サービスへ、移動体系電話サービスやインターネッ
ト系サービスは基準値の１を下回りより生活必需的サービスへ変化してゆきつつある
方向に変わりが無いことがわかった。つまり、この傾向は、時系列分析の観点から、あ
る一時的な変動要素が発生し、その変動の確率過程として、家計の支出における固定系
電話サービス、移動体系電話サービス、インターネット系のサービスの変化が生じてい
るのではなく、我が国通信政策から受けた、比較的長期間にわたる影響の蓄積を受けた
ものであるといえる。 
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 ２  「（農林水産世帯を含む）全世帯」の支出弾力性の各サービス間の因果性 
 
 
先の支出弾力性の算出データ系列からは、一時的なインパクトではなく比較的長期間
にわたる政策的影響を受けている可能性が示唆されている。我が国の通信政策は、通信
の自由化以降、市場の活性化を通じて通信サービス供給基盤の整備を行うことを目的に
してきたので、次にこの比較的長期にわたる期間に受けた影響を、客観的に検証する方
法を導出する。その可能性を統計的に検証するために、固定系電話サービス、移動体系
電話サービス、インターネット系のサービス相互間における因果性の検定を行う。この
因果性とは、ある数値的集合に対して、長期時系列分析に一般的に使用される確率過程
を定義する際に、その数値的集合に含まれるある確率変数を除いた確率過程との誤差に、
有意な相違が存在しないならば、その因果性も存在しない。逆にその誤差が有意に存在
する場合には、除いた確率変数は、もとの確率過程に因果性を生じていると考えるもの
である。 
 
検定は先の単位根検定結果をもとにして１階の階差を含めた時系列関数形を想定し
た上で、因果性に関するグレンジャーテストを行った。その結果（表 ４-３）は、先の
帰無仮説の下で実際にデータから計算された統計量よりも極端な統計量が観測される
確率TTであるP値検定を用いて、統計的仮説検定を行う場合に，帰無仮説を棄却するか
どうかを判定する一般的に用いられている基準である５％有意水準でインターネット
サービスに対する支出弾力性が固定電話サービスに対する支出弾力性に因果性の影響
を及ぼしていることが検証できた。また、１０％有意水準まで許容度を広げた場合には、
移動電話サービスに対する支出弾力性が固定電話サービスに対する支出弾力性に因果
性の影響を及ぼしていることも検証できた。同時に、インターネットサービスに対する
支出弾力性が移動電話サービスに対する支出弾力性に因果性の影響を及ぼしているこ
とをも同様に検証できた。そしてそれぞれ逆向きの因果性の存在は棄却された。つまり
固定系電話サービスや移動体系電話サービスからインターネット系サービスへの因果
性は認められなかったことになる。 
 
この結果は、我が国では国の高度情報化推進政策によって全国的傾向として、固定系
電話サービスが移動体系電話サービスから緩やかな意味での影響を受けてきたことと、
インターネットサービスからの強い意味での影響を受けてきたことが判明した。したが
って、中継系固定電話事業者数の推移は、移動体系電話サービスからの緩やかな意味で
の影響と、インターネットサービスからの強い意味での影響を受けた結果であると結論
付けられる。このことはまた、中継系固定電話事業者数の推移は、移動電話事業分野に
 67
おけるサービス開始以降徐々に事業者数の集約が進み、FTTH 回線供給事業分野におけ
るサービス開始以降はやや速度を増して事業者数の集約がされてきた事実の経済学的
根拠を明確に説明できる。 
 
 
表 ４-３  「（農林水産世帯を含む）全世帯」の Granger 因果性検定値一覧 
   
影響を受ける 
影響を与える 
固定電話支出 移動電話支出 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支出 
 固定電話支出
（p値） 
--- 
--- 
0.082803  
(0.776) 
0.42368  
 (0.839) 
移動電話支出
（p値） 
3.16649 
(0.087) 
--- 
--- 
1.02851 
 (0.32) 
 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支出
（p値） 
4.45059  
(0.045) 
3.93506 
(0.058) 
--- 
--- 
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 ３ 「（農林水産世帯を除く）全世帯」の支出弾力性 
 
 
国の高度情報化推進政策により、影響を受けた家計の経済学的効果を分析するために、
総務省より毎月公開されている「家計消費状況調査」の「（農林水産世帯を除く）全世
帯」の消費支出データを、「消費者物価指数」にて実質化したデータセットを用いて、
家計の消費支出に関する支出関数を想定した。先に検討を行ったデータセットとの違い
は、本データセットにおいては、農林水産業に従事する世帯を集計値から除いている点
である。農林水産業に従事する世帯は、一般的には都市部よりもそれ以外の郊外部に多
く所在していると考えられる。そこから、本データセットでは、比較的都市部における
家計の消費支出の傾向を表しているものと解釈できる。支出関数を想定する過程におい
て最適な関数形としてOLS形支出関数を採用した。次にそのOLS形支出関数より求められ
たパラメータの中で、T検定形の統計学的検定手法を用いて 5％有意水準で有意なもの
を基に支出関数を想定した。消費支出総額が 1％変化する時に、各財やサービスへの支
出が何％変化するかを示した指標である、毎月のサービス毎の支出弾力性を、情報通信
サービスの内訳である固定系電話サービス、移動体系電話サービス、インターネット系
のサービスへの支出弾力性をそれぞれ算出した（図 ４-３）。 
 
図 ４-３ （農林水産を除く）全世帯の支出弾力性 
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情報通信サービスの内訳である固定系電話サービス、移動体系電話サービス、インタ
ーネット系のサービス各サービス支出弾力性の推移を時系列的にみると、本データセッ
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トは比較的都市部における世帯を対象とする集計値である。支出弾力性の算出結果に関
しては、先の全国的な傾向と同様に、固定系電話サービスは、嘗ての生活必需的サービ
スから、嗜好サービスへとそのサービスの質が変化しつつあることがうかがえる。逆に
移動体系電話サービスやインターネット系のサービスに関しては、若干嗜好サービスか
ら徐々に生活必需的サービスへと変化しつつあることも同様にうかがえる。またそれは、
インターネット系サービスは移動体系電話サービスに比べ、生活必需的サービスへの変
化がより急速に起こっているといえる。しかしながら、先の全国的な家計の支出弾力性
に比べて、本データセットから算出された支出弾力性は、どの通信サービスにおいても
全般的に若干低めに推移している。このことは、消費支出総額が 1％変化する時に、各
財やサービスへの支出が何％変化するかを示した指標である支出の弾力性の低さは、都
市部の家計における情報通信関連サービスに対する支出への割合が、郊外部における割
合に比べて低いことをあらわしている。そこから本分析結果を解釈すると、我が国にお
いては、情報通信サービスに対する単価は、都市部においても郊外部においても変わら
ず、単一料金を適応していることが一般的である。したがって、都市部の家計の情報通
信サービスに対する支出弾力性の低さは、都市部の家計の収入の多さに起因するもので
はないかと考えることが出来る。 
 
次いで、本データセットにも同様に、経済学的に一般的な将来予測を行うための方法
の一つである多変量時系列モデルを用いて、その想定された生産関数を用いて算出した、
固定系電話サービス、移動体系電話サービス、インターネット系のサービス各サービス
支出弾力性の将来的な方向性の予測を行った。そこでは、固定系電話サービス、移動体
系電話サービス、インターネット系のサービスのすべてのサービスにおいて、支出弾力
性値は１階の階差を取ることで定常化した（表 ４-４）。 
 
この定常化とは、将来予測を行うに際し、データ系列から確率過程の影響を除去して、
データ系列のもつトレンドにより忠実に将来予測を行おうとするテクニカル的な確率
分布が変化しない確率過程をさしている。本章においても、先に取り上げた一般的に行
われている時系列分析の方法と同様に、その定常性を考慮して将来予測を行った。その
結果、固定系電話サービスはより基準値１を超えて嗜好的サービスへ、移動体系電話サ
ービスやインターネット系サービスは基準値の１を下回りより生活必需的サービスへ
変化してゆきつつある方向に変わりが無いことがわかった。つまり、この傾向は、先の
農林水産業に従事する世帯を含めたデータセットの結果と同様に、時系列分析の観点か
ら、ある一時的な変動要素が発生し、その変動の確率過程として、家計の支出における
固定系電話サービス、移動体系電話サービス、インターネット系のサービスの変化が生
じているのではなく、我が国通信政策から受けた、比較的長期間にわたる影響の蓄積を
受けたものであるといえる。 
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表 ４-４  支出弾力性定常性検定値一覧 
 
   
 （固定電話支出） （移動電話支出） （ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支出） 
0階差  
（ｆ値） 
-0.4615121 
(0.98487) 
-0.1294498
(0.9929) 
-0.2629931 
(0.99033) 
1階差  
（ｆ値） 
-7.778545 
(0.00) 
-8.855723  
(0.00) 
-6.569108  
(0.00) 
2階差  
（ｆ値） 
-10.79079  
(0.00) 
-12.13643
(0.00) 
-8.495183  
(0.00) 
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 ４  「（農林水産世帯を除く）全世帯」の支出弾力性の各サービス間の因果性 
 
 
先の農林水産世帯を含める世帯における消費支出のデータセットと同様に、本データ
セットでも、国の情報通信政策から比較的長期間にわたり受けた影響を、客観的に検証
する方法を導出する。それを統計的に検証するために、固定系電話サービス、移動体系
電話サービス、インターネット系のサービス相互間における因果性の検定を行う。この
因果性とは、ある数値的集合に対して、長期時系列分析に一般的に使用される確率過程
を定義する際に、その数値的集合に含まれるある確率変数を除いた確率過程との誤差に、
有意な相違が存在しないならば、その因果性も存在しない。逆にその誤差が有意に存在
する場合には、除いた確率変数は、もとの確率過程に因果性を生じていると考えるもの
である。 
 
検定は先の単位根検定結果をもとにして１階の階差を含めた時系列関数形を想定し
た上で、因果性に関するグレンジャーテストを行った。その結果（表 ４-５）は、先の
検定方法と同様にP値検定を用いて、統計的仮説検定を行う場合に，帰無仮説を棄却す
るかどうかを判定する一般的に用いられている基準である５％有意水準でインターネ
ットサービスに対する支出弾力性が固定電話サービスに対する支出弾力性に因果性の
影響を及ぼしていることが検証できた。また、１０％有意水準まで許容度を広げた場合
には、インターネットサービスに対する支出弾力性が移動電話サービスに対する支出弾
力性に因果性の影響を及ぼしていることをも同様に検証できた。しかし、本データセッ
トでは、先の農林水産世帯を含める世帯における消費支出のデータセットを用いた分析
では存在していた移動電話サービスに対する支出弾力性が固定電話サービスに対する
支出弾力性に因果性の影響については、その存在を検証できなかった。 
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表 ４-５  「（農林水産世帯を除く）全世帯」の Granger 因果性検定値一覧 
   
 固定電話支出 移動電話支出 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支出 
 固定電話支出 
（p値） 
--- 
--- 
0.454453  
(0.506) 
0.104894  
(0.749) 
移動電話支出 
（p値） 
2.83358 
(0.105) 
--- 
--- 
0.961273  
(0.336) 
 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支出 
（p値） 
4.59583  
(0.042) 
3.26507 
(0.083) 
--- 
--- 
 
 
この結果は、我が国では国の高度情報化推進政策によって全国的傾向として、固定系
電話サービスが移動体系電話サービスから緩やかな意味での影響を受けてきたことと、
インターネットサービスからの強い意味での影響を受けてきたことが判明した。したが
って、本データセットでは、先の農林水産世帯を含める世帯における消費支出のデータ
セットを用いた分析では存在していた中継系固定電話事業者数の推移に対する、移動体
系電話サービスからの影響は存在していなかったことになる。ただし、インターネット
サービスからの強い意味での影響を受けた結果については、先の結果と共通しているも
のであると結論付けられる。 
 
この結果は、我が国では国の高度情報化推進政策によって都市部における傾向として、
固定系電話サービスがインターネットサービスからの強い意味での影響を受けてきた
ことが判明した。したがって、中継系固定電話事業者数の推移は、移動電話事業分野に
おけるサービス開始以降徐々に事業者数の集約が進んできた理由として、主に郊外部に
おける家計の消費の影響のみを受けてきたために、供給事業者数の集約の速度も緩やか
なものであった。しかしながら、FTTH 回線供給事業分野におけるサービス開始以降は
郊外部における家計の消費の影響に加え、都市部における家計の消費の影響をも受けた
ために、やや速度を増して供給事業者数の集約がされてきた事実の経済学的根拠として
解釈できる。
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 第４節 本章のまとめ 
 
 
本章においては、国の高度情報化推進政策を経済学的に評価する方法を導出するため
に、代表的経済学的主体である国、消費者そして生産者のうち、消費者に対する、我が
国の高度情報化推進政策により積極化した IT 関連投資の与えた包括的な影響を客観的
定量的に分析する方法として、消費の主体たる家計の消費支出をもとに政策が与えた影
響を客観的に検証する方法を提案した。家計の消費支出を分析の対象としている研究は
やはり既にいくつか存在している。しかしながら、IT 関連サービスの様に、技術革新
の著しい情報通信分野に関する研究領域においては、供給サービスの技術的非連続性と
短命性のために、既存の通信サービスに基づくデータ値との連続性の確保が困難であっ
た。また新規サービス開始以降ある程度の期間を経過した後でないと、分析に足る必要
なデータ量の蓄積が十分に進まなかった。そして、消費者からの分析に関して、消費支
出に基づいて、それぞれの情報通信サービスが他の情報通信サービスに及ぼす影響の因
果性の検証に関する研究まで踏み込んで行っているものは、筆者の知る限り未だ我が国
にはその例が存在していなかった。 
 
そこで、本章においては、国の高度情報化推進政策を消費者サイドから経済学的に評
価する方法として、IT 関連投資の中でも、近年我が国の一般家庭に急速に普及してき
た移動体電話サービスとインターネットサービスに関する経済的効果に着目した。とり
わけその供給者たる情報通信サービス供給事業者数の推移に関し、我が国固定電話事業
者数の推移が、移動電話事業者のサービス開始以降に減少し始め、特に FTTH 回線供給
事業者のサービス開始以降は極端に減少した経緯に国の政策的効果の影響の反映を仮
定することにより、独自のアプローチ及び方法論を導出した。具体的には、家計の各情
報通信サービスに対する経済性効果を行った。これは、長期時系列因果性アプローチを
用いることで、各先端情報通信サービスに係わる支出性向及び支出弾力性を抽出した上
で、情報関連消費支出のもつ経済学的性質と、国の政策から受ける影響の因果性を検証
し、情報通信サービス相互間の因果性の有無を分析する方法論を導出し、かつ実証する
ことができた。 
 
既存の情報通信サービスに関する消費者サイドからの経済学的分析における一般的
な分析方法である、アンケート調査方法による消費者選好分析では被調査対象者の回答
に対する心理的バイアスの問題を生じていた。しかしながら、この成果によって、高度
情報化推進政策のような国の政策によって与えられた経済効果の把握を、経済学的な客
観的分析手法である実際の家計の消費支出から消費選考を計測する方法を通して、各情
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報通信サービスに対する支出弾力性が他の情報通信サービスに与える因果性をも含め
て結論を導き出すことが可能になった。 
 
その因果性の検証において、本章では、情報通信サービス供給事業者数の推移に関す
る独自のアプローチ及び方法論を展開した。具体的には、我が国固定電話事業者数の推
移が、移動電話事業者のサービス開始以降に減少し始め、特に FTTH 回線供給事業者の
サービス開始以降は極端に減少した経緯に国の政策的効果の影響の反映を仮定した。検
証方法としては、家計の固定系電話サービスの支出弾力性に対する移動体系電話サービ
ス及びインターネット接続サービスの支出弾力性からのグレンジャーの意味での因果
性の影響の有無を分析した。 
 
分析に先立ち、家計の固定電話、移動体電話、インターネットに対する支出弾力性を
算出した。その結果、移動体電話とインターネットが生活必需的サービスになってきた
こと、固定電話が必ずしも生活必需的サービスではなくなってきていることを実証した
うえで、農林水産世帯を含む全世帯及び農林水産を除く全世帯ともに、家計のインター
ネット支出に対する弾力性が、５％有意水準で固定電話の支出弾力性にグレンジャーの
意味での影響を与えていることが示された。これは、インターネットが生活必需的サー
ビスになるにつれ、固定電話が必ずしも生活必需的サービスではなくなってきたことの
因果性を意味する。そこから、固定電話サービスを供給する事業者数も、インターネッ
トサービスの必需性の上昇に影響を受けて、集約が進んだものと結論付けられた。 
 
緊急通報等のセキュリティ手段確保は、固定電話の用途のひとつではあるが、その主
たる用途はコミュニケーション的利用である。インターネットの影響を受け、固定電話
が生活必需的サービスから嗜好的サービスに変化しているということは、電子メールや
電子掲示板のような、インターネットのコミュニュケーション的利用目的が、固定電話
のコミュニケーション的利用目的を代替しつつあるという可能性が示唆される。 
 
一方移動電話の支出弾力性が固定電話の支出弾力性に与えるグレンジャーの意味で
の因果性は、１０％有意水準で農林水産世帯を含む全世帯に存在が実証された。農林水
産を除く全世帯では棄却された。これは全国的傾向としては、移動電話が生活必需的サ
ービスになるにつれ、固定電話が必ずしも生活必需的サービスではなくなってきたとい
う点において、弱い因果性を意味する。そこから、全国的には固定電話サービスを提供
する事業者数も、移動電話サービスに影響を受けて、集約が進んだことが示されている。
ただし、農林水産を除く全世帯では、その因果性が弱いことも同時に示されている。農
林水産を除く全世帯を都市部と解釈すれば、専業主婦や短時間労働者等が家庭にいて、
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携帯電話を使わずにいる時間が長いことなどの影響を受けた結果と言えるかもしれな
い。 
 
ただし、本章の課題として、データに基づく分析を行うに際し、最も望ましい分析対
象は、個人データであるが、本論文におけるデータはすべて既に集計された値を使用し
ている。先行する研究において Sample Selection Bias に関する指摘（中村,2002）を
行っているものもある。しかし、本論文においては、収集されたデータの制約から、
Sample Selection Bias に関する除去は行わなかった。 
 
同じく先端の実証研究として、Almost Ideal Demand System の Stone 近似指数を用
いた場合のバイアスに関する指摘(浅井,2005)もある。しかし、本論文においては、
Almost Ideal Demand System に関する多くの先行する実証研究と同様に、Stone 近似指
数を用いたシェア方程式を使用した。 
 
単位根検定式として、本論文においては、基データに直接単位根検定を行うわけでは
なく、支出関数から求められた弾力性に Granger Test を行う上での最適なラグを想定
するために用いたものであるため、定数項と線形トレンドを考慮しない最も基本的な検
定式を使用した。単位根検定式の更なる拡張は当然検討されるべき課題となろう。 
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 第５章 高度情報関連投資が情報通信事業者に与える影響に関する実証的研究－我が国
FTTH投資効率に関する実証的分析－ 
第１節 本章の目的 
 
 
本論文の目的は、国の高度情報化推進政策を経済学的に客観的に評価する方法を導出
するために、経済学的代表主体であるミクロ経済学における国全体及びマクロ経済学に
おける消費者と生産者の両面から総括的に経済分析を行う方法を提案することにある。 
ミクロ経済学においては、経済主体の最小単位と定義されている消費者及び生産者が、
経済的な取引を行う市場をその分析対象としている。その市場において、世の中に存在
する希少な資源の最適な配分に関する分析を行うことが経済学の研究領域である。本章
においては、さきの消費者からの政策評価に引き続き、もう一方の代表的経済主体であ
る生産者の側からの分析を加えてゆくこととする。そこで、国の高度情報化推進政策を
経済学的に評価する方法として、我が国の高度情報化推進政策により高度情報通信サー
ビスを供給する情報通信事業者に与えた経済的影響を客観的定量的に分析する方法を
導出するため、情報通信事業者の先端技術を用いた情報通信サービス供給のための設備
投資を対象とし、実証分析の方法を提示する。 
 
企業の設備投資を分析の対象としている研究は既に数多く存在している。またとりわ
け情報通信事業者の設備投資を分析の対象としているミクロ経済学的研究もいくつか
既に存在している。しかしながら、FTTH 回線供給事業やディジタルシネマのような商
用の最先端技術を用いたサービス供給に係わる高度情報化投資を分析の対象としてい
る研究は、事業の新規性ゆえに分析に足る収集可能なデータの制限と、最先端技術特有
の急激な技術革新の速さからくる分析対象の定義付けの変化に由来する、定義的連続性
の検証の困難さから、筆者の知る限り未だ我が国にはその例が存在していない。本章に
おいては、そのような分析対象の特徴を十分に配慮しつつ、その技術革新に係わる問題
をも包含するかたちで客観的な評価を行うための分析的方法として、金融経済学の分析
方法を実物設備投資に適用する、経済オプション理論を適切に取り入れるための方法を
初めて提案しえた。 
 
2001 年 e-Japan 戦略の重点計画では、2006 年までに我が国でのインターネットに接
続可能な超高速回線は 1000 万加入、高速回線は 4000 万加入を目指すという国の政策的
なインフラ整備目標が掲げられていた。そして 2005 年に政府が公表した「IT 政策パッ
ケージ 2005」においては、先の戦略におけるインフラ整備が完遂したことを受けて、「今
や我が国のインターネットは、世界で最も早く、安くなり」と総括が行われた。また現
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在では「2010 年へ向けた次世代ブロードバンド戦略」が策定され、民間主導による全
国的なディジタルデバイド解消が目標とされ、続く 2015 年までにいわゆる光の道構想
と言われているすべての世帯でブロードバンドサービスを利用できるようにするとい
う目標を掲げている。 
 
この高度情報化投資における社会的情報基盤整備としては、現在の情報通信技術の進
歩を考慮に入れても、将来的にも一般的な合意として FTTH 回線を用いた通信サービス
供給を指向していると考えられている。しかし、FTTH 回線供給サービスに係わる近年
の急速な市場競争の激化により、その回線供給を担う通信事業者の安定的経営の持続は
非常に困難な状況にあることが推測される。実例として、FTTH 回線供給サービスの開
始以降関東圏内では合計 5 事業者が新規に市場参入をはたしたが、供給事業開始後わず
か 3 年しか経過していない 2006 年時点で、関東圏内において実質的に新規加入者獲得
活動を積極的に行っている事業者は、2 事業者にまで集約されてしまっているほどであ
る。また、毎月の事業者から公表される加入者に関する情報から推測すると、既に人口
過密な都市部や都市近郊部での高度情報通信に係わる設備投資はほぼ完了したものと
考えられる。しかしながら全国的に見ると、未だそのサービス供給可能エリアは限定的
で、特に郊外部においての引き続き継続的な設備投資の必要性が指摘されている。 
 
FTTH を中心とする全国的な高度情報化投資に関する先行する研究としては、情報通
信政策研究所が行った、アンケート調査結果を用いたものがある。これは便益と費用と
の評価を行った費用―便益分析でありxxviii、事業の経済的効率を評価する一般的な手
法であって、主として公的事業の採否に関し合理的な判定を行うための基礎資料と
されるものである。その中では、はじめに表明選好に基づく選択確率モデルから需要
曲線を想定する上で消費者余剰を推計して求めた年毎の累積社会的便益を求めている。
この表明選好法とは、現実の人間の意思決定に係わるデータの収集が困難な場合やある
いは不可能な場合に、ある実験上の仮想的な状況を設定して、被験者の選好に関係する
必要なデータをアンケート方式により収集し統計学的手法を用いて分析する研究方法
である。次に、日本全国の国土を、緯度及び経度により方形の小地域区画に細分し、こ
の同一の区画に地域の状況を対応させた地域メッシュ情報から、標準的供給方法を適用
して供給コストを推計により積算する方式で総投資費用を算出して、先の消費者余剰と
比較し、費用―便益分析を行っている。 
 
しかしながら、この先行する研究により、便益が費用を上回ることが明らかにされた
にもかかわらず、現実に FTTH 回線を供給している事業者は、更なる未供給地域に対す
る新規供給のための積極的な設備投資を控えている現実がある。また、その研究におい
て、今後の課題として認識されている通り、高度情報通信サービスの供給を受けること
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が出来ることと出来ないこととの間に生じる、待遇や貧富、機会の格差及び個人間の格
差といったディジタルデバイドの解消を目指す国の目標に対して、今後とも公共的事業
によらずに民間主導による投資を行うことの可能性を検討する必要がある。そのために
は、我が国の高度情報化推進政策により高度情報通信サービスを供給する情報通信事業
者に与えた経済的影響を客観的定量的に分析するための新たな方法を導出したうえで、
なおかつ、今後も実際に供給を担い続ける通信事業者の経営的意思決定価値を考慮に入
れた上で、改めて供給側から見た全国的な高度情報化投資の可能性に関する検証を試み
る必要が生じている。 
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 第２節 分析の手順 
 
 
我が国における高度情報通信分野に係わる特定のサービスを対象とした実証的研究
は、さまざまな制約により、非常に限られたものしか存在しない。情報通信に関する投
資の実行から相当程度の期間を経なければ、分析に足る実績データの収集が進まない。
また高度情報通信サービス特有の、著しく急速な技術革新に基づく供給サービス品目の
変化から、やっと分析にたるデータ収集の蓄積が進んできた頃には、既に分析対象のサ
ービスは市場では陳腐化しており、次の新しい技術を用いたサービスに変化してしまっ
ていることがしばしば発生している。さらに、情報通信サービスは電気通信事業者協会
では一般的に固定系電話サービスである加入電話サービス、移動体系電話サービスであ
る携帯電話サービス、インターネット系サービスとコンテンツ系サービスであるブロー
ドバンドサービス、それに企業間データ伝送サービスである専用線サービスなどに分類
されるが、サービス品目相互間の連続性の経済学的な合意に至るには、ある程度研究の
蓄積を待たねばならない。特に、国全体としてマクロ経済学的分析からブロードバンド
サービス供給を担う主役たる FTTH を対象とする研究としては、先に挙げた情報通信政
策研究所のものに限られている。 
 
しかしながら、本論文においては、国の高度情報化推進政策の生産者である通信事業
者へ与えた経済学的影響を分析するための方法を導出するために、実際の通信事業者側
の経営的実績データ値を分析に取り入れることを試みる。具体的には証券取引所に上場
している株式会社が、証券取引所の適時開示ルールに則り決算発表時に作成し提出する
共通形式の決算速報である決算短信や、同様に証券取引所に上場している株式会社が、
事業年度ごとに作成し提出が義務つけられている有価証券報告書等の、実際に公表され
ている事業者実績データを基礎データとする。この基礎データから通常民間の企業が設
備投資を決定するのに先立って、一般的に事業性評価に用いているDiscount Cash Flow
法（表 ５-１）を用いてまず通信事業者のFTTH回線供給事業に関する経営効率を明らか
にする。このDiscount Cash Flow法とはその投資に伴い将来発生するであろうキャッシ
ュが、現時点でどのくらいの価値があるのかという指標である割引の現在値xxixと総投資
額とを比較し、割引の現在値が総投資額を上回っていればその投資計画を実行するとい
う考え方である。 
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 表 ５-１  Discount Cash Flow 手法 
 
企業会計項目 事業年 計 
事業年 1 ･･･K  
設備投資額 A ･･･K  
売上高 B ･･･K ΣBK 
経費等 C ･･･K ΣCK 
利益 D ･･･K ΣDK 
減価償却費 E ･･･K ΣEK 
キャッシュフロー F ･･･K ΣFK 
↓  キャッシュフロー ＝ D + E 
プロジェクト現在価値 ΣFk/(1+利子率)ｋ 
正味現在価値 ΣFk  - A 
 
 
 
つぎに、国の民間主導による高度情報通信サービス供給基盤の整備という政策目標の
経済学的実現可能性を検討するため、この Discount Cash Flow 法にて推計した通信事
業者の経営に関するパラメータを用いて、全国的な FTTH 回線供給のための整備を行う
際の経営効率を推測する。この際には、後に先行研究との結果の比較も行えるように、
不確実要素を多分に含み、この仮定の定義により結果に多大なる影響を与えることが予
想される、将来の需要予測等は、先行研究において推測したものと同様の仮定を採用す
ることにする。 
 
 
 
 
 81
  
図 ５-１ FTTH 加入者の推移 
FTTH加入者数の推移
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我が国の FTTH 回線供給事業者の中で、企業会計における貸借対照表及び損益計算書
等の一定期間ごとに公表されている会社決算値の中に、FTTH 事業に関する事項を明確
に区分して数値化している通信専業事業者はない。通信事業では一般的には、固定系電
話サービスと FTTH 回線供給事業とをまとめて固定系事業としてひとくくりの中に合算
し公表されているものである。しかし、電力会社系の通信事業者については、供給地域
に対する独占的供給体制を認められていることから、生活必需的サービスである電気事
業による収入を、意図的に際限なく電気事業以外の事業分野へ支出することの防止を目
的として、国の法律によって電気事業と電気通信事業との会計分離の規則が厳しく規定
されている。したがって、情報通信事業に関する決算値のみを取り出して集計すること
が比較的容易である。ただし多くの電気事業者は資本的につながりのある会社を通じて
FTTH 回線供給事業を行っているため、やはり経営上の実績値データの収拾に多少困難
な部分が存在する。しかしながら、東京電力株式会社はある一定程度の期間、電気事業
者本体の決算時に先の公表書類にその経営実績値を反映させていることから、本章にお
いては、同社の平成 17・18 年度の決算値を基に分析を進めてゆくこととする。分析の
前提条件は、前述の情報通信政策研究所の研究において用いられている、地域メッシュ
情報を基にした設備投資の推計額と、アンケート調査方式を基にした消費者の表明選好
からの需要関数に係わる条件をそのまま適応する。 
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分析手法は先に説明したように、Discount Cash Flow の手法により既存事業者の
FTTH 事業の経営効率を計測する。これは投資実行の適否という択一的な選択を判断す
ることに適する分析手法であり、この経営効率の検証結果を通して、国の高度情報化推
進政策における既存の事業者の新規通信サービス供給に係わる設備投資に対する経営
に与える影響が明らかになる。 
 
現在我が国において実際に FTTH 回線を供給している通信事業者は、更なる未供給地
域への新規供給設備敷設のための積極的な設備投資を控えている現実がある。それは、
従来用いられている Discount Cash Flow 法を用いた事業化価値の評価だけでは、FTTH
回線供給事業のような、急激に需要が大きくなりつつあるような新規情報通信サービス
市場に関しては、事業価値を過小評価してしまっているのではないかというひとつの仮
説が立てられる。また、めまぐるしく市場環境が変化する情報通信事業の事業特性に起
因する将来の不確実性をも考慮する必要がある。 
 
そこで本章においては、金融経済学におけるオプション理論を実物設備に拡張する
Real Option の理論を活用し、その Option 価値を事業価値として評価に含めて検証す
ることを提案したい。この Real Option の理論とは、将来の不確実性に対する柔軟性を
も数値化して考慮に取り入れるようとするものである。投資計画実行の後その計画期間
の中途における計画の中止あるいは延期等の経営的自由度を Option 価値としてとらえ、
投資主体はその Option を行使あるいは放棄する柔軟性を有しているという考え方であ
る。 
 
本章における Real Option 価値の算出方法としては、Cox, Ross and  Rubinstein に
よって整理された 2 項 Decision Tree モデルによるイベントツリーを示す。これは、
最終計画年のOption premiumからそれぞれの項の生起確率と社会的割引率とを用いて、
現在時点でのオプション価値を割り引くかたちでReal Optionの現在価値を求めるもの
である。Real Option に関する各種の先行研究においては、算定期間中の社会的割引率
やプロジェクトの不確実性としてのボラティリティー等の各種入力項目が一定のトレ
ンドを有すると仮定したうえで、Black and Scholes による方程式xxxを用いて Option 
premium を求めているものもある。 
 
しかし、本章においては、FTTH 回線供給事業の新規性にかんがみ、将来性に対する
一定のトレンドを想定することは困難であると判断している。そこで、最も基本的な事
業拡張性オプションを含む離散確率モデルを想定することが妥当であると考えて、
Black and Scholes による方程式は採用しないことにする。また、本推計において用い
た変数の設定条件として、現資産価格は行使期間における各期の割引現在価値の合計値
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とする。また行使価格は先行研究において推計した全国的な FTTH 投資に要する総費用
と同額とする。行使期間は、同じく先行研究において推計した高需要及び低需要仮定時
の社会的便益が総費用を上回るためにそれぞれ必要とする期間とする。ボラティリティ
ーは事業の新規性を考慮し、Real Option に関する多くの先行研究と同様に事業の新規
性を考慮し標準偏差 0.14 を仮定する。無リスク金利は近年の我が国の基準割引率及び
基準貸付利率xxxiを考慮し、0.01 をそれぞれ設定する。 
 
この無リスク金利は経済学上においては通常期待値という用語が用いられている。期
待値とは、実社会において投資主体が収益の利回りを期待して想定する利率を指すもの
ではなく、純粋な経済学的用語として、分析時点における金融的社会リスクを包含した
意味合いでの金利という定義である。またインフラをはじめとした社会的基盤整備を目
的とした投資の計画や分析に際して通常用いられているものである。 
 
図 ５-２ 連続分布と離散分布 
 
連続分布： Black and Scholes 法(1973) 
V=S×N(d1)-X×e –rt ×N(d2) 
d1=[ln(S/X)+(r+ σ2/2) ×t]/ σ√t  ,  d2= d1- σ√t 
S=現資産価格，X=権利行使価格，σ= ボラティリティー， 
離散分布： 2項 Decision Tree  法  
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
S0         S １
原資産 オプション価値 
○ 最大値(aS2-X,0)uuS0 
○ 
○ 
○
X 
1-p
p p 
最大値(aS2-X,0) ○udS0 
1-p ddS0 ○ 最大値(aS2-X,0) 
S=現資産価格，X=権利行使価格 
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 第３節 分析の結果 
 
 
通常経済学上の生産者の代表的主体である企業が投資を行うに際し、あらかじめ投資
効率性の評価を行う一般的な方法であるDiscount Cash Flow 法を活用することによっ
て、東京近辺におけるFTTH回線供給事業の経営効率の指標である固定資本回転率xxxiiと
投資効果率xxxiiiとを推計した（表 ５-２  FTTH回線供給事業の経営効率実績値）。 
 
 
表 ５-２  FTTH 回線供給事業の経営効率実績値 
 設備投資
額 (単
位 : 億
円) 
固 定 資 本
回転率 
投資効
果率 
DFC による事
業現在価値  
(単位:億円) 
リアルオプショ
ン・プレミアム 
(単位:億円) 
リアルオプシ
ョン価値 xxxiv 
(単位:億円) 
 
東京都区部実績 218 0.465 7% -158.4 172.6 14.2 東京都内のみ供給 
東京近辺実績 218+334 0.37 7% -510.5 520.4 9.9 東京都内、横浜、川崎、さいた
ま、千葉各市等 
 
 
まず初めに、固定資本回転率は東京都区部で 0.465、また東京都区部を含めた東京近
辺で 0.37 及び投資効果率は 0.07 と推計された。これは、他の通信サービスに比較して
極めて低い経営効率になっている（表 ５-３）。またFTTH経営効率も、東京近辺におい
ては東京中心地域から離れるほど低下していくことの可能性が明らかにされた。半面、
他の通信サービスでは既に一通りの設備投資計画が完了し、設備投資の回収期間に達し
ている。しかし、これから供給設備の設備投資を積極的に推進していこうとするFTTH
回線供給事業については、一般的に指摘されているように、初期には巨大な投資額にみ
あう売上高が十分には得られていない。さらに加入者獲得のための営業経費の占める割
合が大きいといった、サービス開始初期に見られる一時的な経営効率低下要因が多く存
在することが予想される。このことから、この経営効率の低さは一般的に指摘される巨
大な設備産業がもつ初期投資段階の特徴の可能性を示していると言えよう。 
 
ただここで、固定資本に対してどの程度のキャッシュを生み出しているかの指標であ
る投資効果率について着目してみたい。情報通信産業は、代表的通信サービスである固
定系電話サービス、移動体系電話サービス、インターネット系サービスいずれのサービ
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スを供給するに際しても、あらかじめ巨大な設備投資を行う必要がある。しかしながら、
経済学上のサンクコストの概念でもあるが、そのサービス供給市場に新たに参入しよう
としている他の企業は、その巨大な設備投資額ゆえに、市場参入に必要以上に慎重にな
ってしまうものである。サービス供給のれいめい期にいったん設備投資を行ってしまえ
ば、後々までそのサービス供給市場に新規参入してくる企業は限られ、既に市場に参入
している事業者間の競争は存在するものの、ある程度の期間にわたり、比較的安定した
投資効果率を得ることが出来ている。そのことから、FTTH 回線供給事業も、投資効果
率が現在の初期段階における 7％程度から、その他の通信サービス同様 3～40％程度に
まで効率が高まることも十分に予想されることが明らかとなった。 
 
 
表 ５-３  決算短信等から導かれる各社の経営効率 
     
事業者名 固定資本回転率 投資効果率 事業特性 
ボーダーフォン 1.18 32.8% 移動電話 
USEN 2.35 39.23% 有線放送・ISP 
KDDI 2.12 38.5% 総合通信事業 
NTT 1.02 39.45% 総合通信事業 
FTTH 供給事業 0.315 7.0% FTTH 供給事業 
 
 
以上の結果を基に引き続き全国規模の FTTH 投資を行った場合の経営効率を推計する。
xxxv全国的な経営効率を推計するうえでは、未だに実績データ値収集の制約が非常に大
きい点を考慮している。そこで投資効果率は先に用いた 0.07 に固定したまま、固定資
本回転率を、東京都区部と東京近辺との比率が、国勢調査における世帯密度の一次関数
であるとの仮定をたてた。世帯密度と供給設備の線路の水平距離は、厳密には一次関数
の相関があると単純化することは少し議論が生じるかもしれない。しかしながら、我が
国郊外部の集落の地形的な特徴として、可住に適する土地は極めて限られ、単位面積あ
たりに家屋が一様に分布しているのではなく、ある程度密集して存在しているのもであ
ることにかんがみ、本章においては集落の密集する地点間を結ぶ部分に多くの線路の水
平距離部分が含まれるものと仮定して一次関数を採用する。また加えて現在の 2 社によ
る寡占供給から独占供給になったものと仮定し、求められた固定資本回転率を 2 倍にし
て 0.315 を導出した。 
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この固定資本回転率の結果は、先に説明した情報通信サービス供給に先立つ巨大な設
備投資の必要性と整合的な結果を示してはいるが、表 ５-３中に明示されている、移動
体系通信事業者であるボーダーフォンが全国的な通信エリア拡大への設備投資を盛ん
に行っていた集計当時の固定資本回転率に比べても極めて低い。人口密度の過密な首都
周辺においても、Discount Cash Flow法で求めた正味の投資効率からは、全国的な投資
の実行は非常に厳しいものになるであろうことが明らかになった。 
 
また、先行研究と本論文におけるに設備投資総額の集計手法には大きな違いが存在し
ない。そこから国の目指す民間主導による全国的なディジタルデバイド解消のための投
資は、従来事業者が採用してきた Discount Cash Flow 法という投資基準の考え方では
実行が困難なことが明らかにされた。 
 
そこで、次に民間主導の設備投資計画において、状況に応じて投資計画の延期または
中止の判断を行い、投資実行段階における経営的自由度を投資主体に与えることが可能
で、なおその経営的自由度を価値として評価することが出来る場合を想定する。この経
営的自由度とうい概念を価値化するために、金融経済学の金融オプション理論を用いて
実物設備に拡張する Real Option 理論から導出するオプション価値を、事業価値の評価
に含めて、改めて全国的な投資効率の再推計を行った。 
 
結果は、FHHT 回線の需要に先行研究において推計された需要曲線の低加入率のケー
スを基に算出した加入者数を想定した場合には、Discount Cash Flow 法で求めた正味
の事業価値と Real Option 価値との合計が、総投資額を 14.7 年後に上回ることとなっ
たxxxvi。この結果は、先行研究において社会的便益に基づいて求められた必要年数であ
る 11 年を上回っている。 
 
Discount Cash Flow法やReal Option法においては、伝統的な経済学の概念である、
消費者余剰分や生産者余剰分を考慮に入れる事が困難である。また、経済学上の限界費
用の概念と企業会計上の費用科目に関する概念の違いなどにより、厳密な意味での比較
は行えないことは承知している。しかしながら、供給サービスの単価に関する定義はど
ちらも共通であるので、このような互いに共通する定義から検討を行えば、Real Option
価値は投資実行前のその投資がもつ生産者側の価値であるので、投資実行に伴う需要の
拡大がサービス単価低下につながるという伝統的経済学における需要－供給分析上の
生産者余剰はほぼ同値であることがわかる（図 ５-３）。 
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図 ５-３ 生産者余剰部分 
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この結果は、推計手法の違いを超えて、ある意味で先行研究の必要年数に関する結論
を支持していると言えよう。また、FHHT 回線の需要に先行研究において推計された需
要曲線の高加入率のケースを基に算出する加入者数を想定する場合にも、同様に
Discount Cash Flow 法で求める正味の事業価値と Real Option 価値との合計が、総投
資額を 8.8 年後に上回ることが示された xxxvii。これは先行研究の結論である 8 年を若
干上回るが、この需要想定値でもやはり先行研究の必要年数に関する結論を維持してい
ると言えよう。 
 
需要に関する想定の違いにより、需要に低加入者数の想定を行った場合、総投資額を
上回るために必要とする期間が長くなる傾向は、累積の生産者余剰部分の効果が、経年
的に増大してゆくため、投資計画初期の時点での生産者余剰部分の効果の小ささが結果
の違いに大きな影響を与えているためと言えよう。高需要時の推計ではその必要期間が
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比較的短いために、累積の効果に影響される部分も限定的であり、期間の乖離も低く抑
えられていることが示されている。 
 
この２つの結果から、国の民間主導によるディジタルデバイド解消の政策に資するた
め、事業者の事業計画に用いる Discount Cash Flow 法に Real Option 価値を加えて事
業計画をたてることにより、FTTH 回線供給事業者の全国的に自律的な投資が行われる
可能性があることが明らかにされた。つまり、民間事業者に投資計画の中途段階で、状
況に応じて投資計画の延期又は中止の判断を行い、投資実行段階における経営的自由度
を与える代わりにそれらのオプションを価値として何らかの手段で事業者を補佐して
ゆくことで、全国的な投資の可能性が示唆されたわけである。 
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 第４節 本章のまとめ 
 
 
本章においては国の高度情報化推進政策により積極化した高度情報化投資の経済学
的投資効率を代表的経済主体である生産者の側から分析し、客観的に政策評価を行うた
めの方法を導出した。FTTH やディジタルシネマのような最先端技術の高度情報化投資
を分析の対象としている研究は、事業の新規性に基づく公表データの制約から、投資の
実行から相当程度の期間を経なければ、分析に足る実績データの収集が進まないことが
大きな問題となっていた。また最先端技術特有の急激な技術革新の速さからくる分析対
象の変化が、研究の対象の定義的連続性の検証の困難さから、サービス品目相互間の連
続性の経済学的な合意に至るには、ある程度研究の蓄積を待たねばならなかった。実際
に高度情報通信サービス特有の、著しく急速な技術革新に基づく供給サービス品目の変
化から、やっと分析にたるデータ収集の蓄積が進んできた頃には、既に分析対象のサー
ビスは市場では陳腐化しており、次の新しい技術を用いたサービスに変化してしまって
いることがしばしば発生している。しかしながら本章においては、そのような分析対象
の特徴を十分に配慮しつつ、その技術革新を含めて客観的に評価するために、金融経済
学の分析手法を実物設備投資に適切に適用するための方法を初めて提案しえた。 
 
はじめに、国の政策的な原則である民間主導による全国的に均一な FTTH 回線供給設
備の整備の可能性を検証するために、証券取引所に報告されている上場企業の決算短信
等の実績データを用いて分析を行うこととした。通常経済学上の生産者の代表的主体で
ある企業が投資を行うに際し、あらかじめ投資効率性の評価を行う一般的な方法である
Discount Cash Flow 法に基づき、今後とも引き続き高度情報化投資の主体を担う通信
事業者の FTTH 回線供給事業に関する経営的分析を行った。その結果、当該事業は、大
需要地を供給エリアにひかえ、経営環境として比較的恵まれていると考えられている首
都周辺においてさえ、未だ事業者収益を確保することが困難である可能性があることが
明らかにされた。これは、これから供給設備の設備投資を積極的に推進していこうとす
る FTTH 回線供給事業については、一般的に指摘されているように、初期には巨大な投
資額にみあう売上高が十分には得られていない。さらに加入者獲得のための営業経費の
占める割合が大きいといった、サービス開始初期に見られる一時的な経営効率低下要因
が多く存在することから、この経営効率の低さは一般的に指摘される巨大な設備産業が
もつ初期投資段階の特徴と整合的であった。 
 
次に本章においては、民間主導による国の高度情報化推進政策の経済学的評価を行う
ために、金融経済学の金融オプション理論を実物事業資産に適用した Real Option 法を
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用いた。そこでは、我が国の FTTH 回線供給事業の特徴を十分に配慮しつつ、その情報
通信技術の革新からくるデータの非連続性の問題を解決できうることも含めて客観的
に評価するための適用方法を導出した。 
 
その結果、先行研究でのアンケートを用いた質問紙法による表明選好に基づく選択確
率モデルから推計して求めた年毎の累積社会的便益が総投資費用を上回るために必要
とする期間に比べて、本章における FTTH 回線供給に関する投資計画の回収完了年数は
若干長くはなるものの、必要な期間に関して同じ傾向を示す可能性が明らかにされた。 
（表 ５-４） 
 
 
表 ５-４  FTTH に関する研究比較 
   
 供給設備費用 需要 分析方法 比較対象 収益が費用を上回る
ために必要な期間 
(高加入者) 
8 年 
先 
行 
研 
究 
地域メッシュ 
情報を用いた 
コスト積上方式
表明選好に基
づく選択確率 
費用便益分析 消費者余剰 
(低加入者) 
11 年 
 
(高加入者) 
8.8 年 
本 
研 
究 
同一条件 同一条件 Discount Cash 
Flow 法 
Option 
価値 
(低加入者) 
14.7 年 
 
 
Discount Cash Flow 法や Real Option 法においては、伝統的な経済学の概念である、
消費者余剰分や生産者余剰分を考慮に入れる事が困難である。また、経済学上の限界費
用の概念と企業会計上の費用科目に関する概念の違いなどにより、厳密な意味での比較
は行えないことは承知している。しかしながら、供給サービスの単価に関する定義はど
ちらも共通であるので、このような互いに共通する定義から検討を行えば、Real Option
価値は投資実行前のその投資がもつ生産者側の価値であるので、投資実行に伴う需要の
拡大がサービス単価低下につながるという伝統的経済学における需要－供給分析上の
生産者余剰はほぼ同値であることがわかる 
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このことは需要に関する想定の違いにより、本章において総投資額を上回るために必
要とする期間が長くなる傾向は、累積の生産者余剰部分の効果が、経年的に増大してゆ
くため、投資計画初期の時点での生産者余剰部分の効果の小ささが結果の違いに大きな
影響を与えているためと言えよう。つまり結果において、Real Option 適用導入後の
Option 価値が、その生産者余剰部分を補う傾向にある可能性を示しえている。 
 
我が国の FTTH 回線供給事業は、国の政策的後押しもあり通信事業者の投資意欲も非
常に活発のように見受けられる。とはいえ、実際にはそのサービス供給可能なエリアは
未だ都市近郊に限られていることを考えると、通信事業者は過疎地域での投資にはより
慎重になっていることがうかがえる。本章の分析結果から、国の民間主導によるディジ
タルデバイド解消の政策に資するため、FTTH 回線供給事業者は事業計画に用いる
Discount Cash Flow 法に Real Option 価値相当分を補うかたちで事業計画をたてるこ
とにより、全国的に自律的な投資が行われる可能性があることが明らかにされた。つま
り、民間事業者に投資計画の中途段階で、状況に応じて投資計画の延期又は中止の判断
を行い、投資実行段階における経営的自由度を与える代わりにそれらのオプションを政
策的に価値化することに合理性があることがわかった。そしてそれは、政策によってそ
の価値相当額分で、ユニバーサルサービス基金の創設や、設備投資の税務上における損
金算入特例の設定といった手段をもちいて事業者を補佐してゆくことの妥当性を示唆
している。また場合によっては、社会常識の範囲の中で、国や地方自治体が、ある種の
補助金や受益団体の協働基金のような公的基金等を創設することや、公費を用いた供給
設備の整備等も合理性が存在しうる余地がある。 
 
ただし、本章の課題として、事業者の生産関数の面から分析を行うことについては、
その必要性は十分認識されるところであるが、データの収集に多くの制約を伴うことか
ら、引き続き検討の課題としたい。そして全国的な FTTH 投資を分析対象としているに
もかかわらず、データ収集の制約から、特定の電気事業者のデータのみを用いて分析を
行った。FTTH 投資の大きな担い手は、旧第一種電気通信事業者であり、これを除いて
分析することは、分析結果の信頼性に必ずしも十分とはいえない部分も存在するが、本
論文においては、FTTH 投資の全般的な傾向を詳らかにすることを第一義と捉えている
ので、今後各投資主体からのデーダの公表が進めば、再度検討の必要が生じよう。 
 
また、本論文においては FTTH の全国的な独占供給体制を仮定した上で、我が国の集
落毎の建物分布の特徴を考慮して、供給設備の線路の水平距離が世帯密度的に一次関数
的に相関するとの仮定に基づき固定資本回転率の推計を行った。しかし実際にはこれは
ひとつの仮定であるに過ぎない。現在、国は政策目標として、高度情報サービスの供給
を受けることが出来ることと出来ないこととの間に生じる、貧富、機会の格差及び個人
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間の格差といったディジタルデバイドの解消を掲げている。今後データの蓄積が進むこ
とによって、ユニバーサルサービス基金に代表されるような、供給事業者内における都
市部と過疎地域との供給コストに関する内部補助のように、必要に応じて地域間で富の
再配分を行うことの合理性の検証も生じるものと考える。 
 
次に、先行する研究が需要関数を想定した上で社会的便益を推計したものであるので、
一般的には事業者の事業実績からの分析を行う際には生産関数を想定するものである
が、FTTH 回線供給事業の新興性による収集可能データ数の制約を考慮し、今回は
Discount Cash Flow を中心とした手法を採用した。したがって、事業継続の後に収集
可能データ数の制約条件が解消した際には改めて生産関数や費用関数を用いて、ネット
ワーク外部性を計測するといったような側面からの考察が必要となろう。 
 
また、本論文においては、費用―便益分析と Discount Cash Flow 手法との比較にお
いて、消費者余剰分を考慮に入れる事が困難であることや、限界費用と会計上の費用に
関する考え方の違いなどにより、厳密な意味での比較は行えなかったため、それらを考
慮に入れる形での更なる論理の精緻化も課題となろう。そして最後に、本論文における
Real Option の計測は、離散分布の事業リスクを使用したが、連続分布の事業リスクに
よる計測の更なる精緻化も課題となろう。 
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 第６章 高度情報関連投資が情報関連企業に与える影響に関する実証的研究－我が国映
画館ディジタル化に関する実証的分析－ 
第１節 本章の目的 
 
 
映画は、フィルムを焼いて映写機にかけたり、フィルムも宅配便で運んだりとまだア
ナログが残る世界である。しかし、サイレント、トーキー､カラーに続く「映画の第 4
革命」と言えるディジタル化は既に始まっており、米国ではディジタル映写装置をもつ
映画館は 600 を超え、普及率も約 10%に達している（表 ６-１  サイト及びスクリー
ンのディジタル化率（2008 年 4 月現在））。2008 年 4 月現在、米国にはフィルム上映を
含め、38,793 スクリーン（屋内 38,143、ドライブイン 650）があり、そのうちディジ
タルシネマ対応は 4,677 スクリーン、さらにディジタル３Ｄシネマを上映できるのは
1,200 スクリーンまで普及していると報告されている（映像新聞「NAB2008 報告書」）。
「ディジタルシネマ」とは、狭い意味では、映画を映像ファイルとして通信回線やディ
スクなどを使って配信し、DLP （digital light processor、ディジタル光映像素子）
などのディジタル・プロジェクタで上映することを指すが、広い意味では、銀塩フィル
ムを使って動画コンテンツを撮影/編集，配給，上映してきたこれまでの映画事業をデ
ィジタルのビデオ信号ベースに置き換える変化の総称といった意味合いで利用するこ
とも多い。例えば、単に業務用HDTVカメラなどのディジタルビデオカメラで撮影した映
画作品を「ディジタルシネマ」と呼ぶこともある。この「ディジタルシネマ」には、銀
塩フィルムを用いた従来形の映画上映と比較して、複数の利点が考えられる。ディジタ
ルシネマに切り替えれば、映画館で上映するために一本 3000 万円もするフィルムが要
らなくなる。通信回線や衛星回線で送られてきた映像をサーバで受信、そのまま上映す
るため現在要するプリント費用一本 30 万円（表 ６-２）の、映画館の数だけプリント
するコストがかからないのもメリットの一つである。 
 
その他、フィルムの輸送に係わるコストを大幅に削減でき、上映する映画を機動的に
切り替えられ、柔軟なプログラム変更が可能になる。また旧作の映画を劣化させること
なく長期保存でき、画質の維持が図られる。そして、家庭用 DVD の制作やテレビ放送と
いった 2 次利用への転用が容易である。 上映が終わったフィルムは産業廃棄物として
処分されるが、ディジタルシネマの場合はデータを消去するだけで良いため、銀塩不使
用によるエコロジーへの対応している。海賊版コピー被害の改善や、フィルム上映とは
異なり、ディジタルシネマでは各館での映像に、いわゆる電子透かしを入れられるため、
盗撮場所を特定し、警備強化につなげることができる。例えば、「パイレーツ・オブ・
カリビアン/ワールド・エンド」においては、劇場公開翌日から盗撮映像がネットにア
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ップされ、ＤＶＤの違法コピーを含めて 5,350 万コピーがコピーされたと推定されてい
る（映像新聞「NAB2008 報告書」）が、このような海賊版コピー被害を食い止めること
ができることなどが利点として挙げられる。 
 
「ディジタルシネマ」映画を制作するためには、CG を用いて制作する、ディジタル
ビデオカメラを使用して撮影する、銀塩フィルムの各コマをスキャナで読み取りディジ
タル化する、などの手法がある。制作現場においても、フィルム撮影の場合、撮影した
映像をチェックするためにはフィルムを現像しなければならないが、ディジタルの場合
は、その場で確認しながら撮影が可能である。撮り直しもその場で判断することができ
るため、改めて撮影のために日程を調整することはない。また、特に、長時間の撮影に
不向きな動物、子供の撮影に適しており、俳優の拘束時間も削減することができる。更
には、従来のフィルムでは切れやそうてんのために待ち時間が入り、せっかく順調に進
んでいた撮影作業に水を差す事態が生じていたが、長時間記録が可能になったおかげで、
撮影陣が彼らの集中力を途切らせることがなくなる等の多岐にわたる利点が考えられ
る。 
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 表 ６-１  サイト及びスクリーンのディジタル化率（2008 年 4 月現在） 
 
 
注：「European Cinema Journal/March 2007」、
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 表 ６-２  映画フィルム平均プリント費用 
 
 国数 映画ﾌｨﾙﾑﾌﾟﾘﾝﾄ
本数 
映画ﾌｨﾙﾑ・ﾌﾟﾘﾝﾄ 
市場規模 
（US ドル） 
平均 
ﾌｨﾙﾑ・ﾌﾟﾘﾝﾄ費 
（日本円換算）
西ヨーロッパ 18 355,371 696,334,700 235,135
東ヨーロッパ 11 28,489 59,566,950 250,905
 全欧州 29 383,860 755,901,650 236,305
北米 2 538,958 781,685,800 174,044
中米・南米 7 47,670 91,166,300 229,494
 全アメリカ大陸 9 586,628 872,852,100 178,550
ｱｼﾞｱ/ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 14 184,009 369,617,200 241,043
アフリカ/中東 1 3,689 7,199,500 234,194
全世界 53 1,158,185 2,005,570,450 207,798
注：「FDI.2007.06」43p. 
 
 
 
図 ６-１ 日本国内のディジタルシネマ状況 
注：「ディジタルシネマビジネスの市場動向と将来展望」（シードプランニング） 
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表 ６-３  日本国内ディジタルシネマ上映館一覧 
109 シネマズ HAT 神戸 1 なんばパークスシネマ 2
109 シネマズ MM 横浜 2 ミッドランドスクエアシネマ 2
109 シネマズグランベリーモール 洲 1 ユナイテッド・シネマ豊 2
109 シネマズモラージュ佐賀 みなとみらい 1 ワーナー・マイカル・シネマズ 1
109 シネマズ佐野 1 ワーナー・マイカル・シネマズむさし野ミュー 1
109 シネマズ四日市 1 ワーナー・マイカル・シネマズりんくう泉南 1
109 シネマズ川崎 2 ワーナー・マイカル・シネマズ茨木 1
109 シネマズ箕面 1 ワーナー・マイカル・シネマズ羽生 1
109 シネマズ名古屋 1 ワーナー・マイカル・シネマズ浦和美園 1
109 シネマズ明和 1 ワーナー・マイカル・シネマズ各務原 1
109 シネマズ木場 1 ワーナー・マイカル・シネマズ熊本クレア 1
MOVIX さいたま 1 ワーナー・マイカル・シネマズ御経塚 1
MOVIX 京都 1 ワーナー・マイカル・シネマズ江別 1
MOVIX 昭島 1 ワーナー・マイカル・シネマズ港北ニュータウン 1
MOVIX 川口 1 ワーナー・マイカル・シネマズ市川妙典 1
MOVIX 柏の葉 1 ワーナー・マイカル・シネマズ守谷 1
SOUTHERN PLEX 1 ワーナー・マイカル・シネマズ新潟南 1
T・ジョイパークプレイス大分 丘 3 ワーナー・マイカル・シネマズ新百合ヶ 1
T ジョイリバーウォーク北九州 ータウン3 ワーナー・マイカル・シネマズ千葉ニュ 1
T ジョイ久留米 3 ワーナー・マイカル・シネマズ多摩センター 1
T ジョイ新潟万代 3 ワーナー・マイカル・シネマズ板橋 1
T ジョイ大泉 3 ワーナー・マイカル・シネマズ福岡ルクル 1
T ジョイ長岡 3 ワーナーマイカルシネマズ名取エアリ 1
T ジョイ東広島 3 広島バルト 11 3
イオンシネマ高崎 1 札幌シネマフロンティア 2
エクスワイジー・シネマズ蘇我  3 鹿児島ミッテ 10 2
シネカノン有楽町一丁目 1 沼津シネマサンシャイン 1
シネカノン有楽町二丁目 1 新宿バルト 9 9
シネプレックス熊本 1 神保町シアター 1
シネマイクスピアリ 2 梅田ブルク 7 2
シネリーブル千葉ニュータウン 合計 91 6
注：IMAGICA社の Webサイト 
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 表 ６-４  ディジタル化シネマの規格と画素数 
規格 画素数（横＊縦） 画素数 
ディジタル（８Ｋ） 7,680＊4,320 3,318 万画素 
ディジタル（４Ｋ） 4,096＊2,160 885 万画素 
ディジタル（２Ｋ） 2,048＊1,080 221 万画素 
アナログ（ＳＤ） 720＊480 35 万画素 
 
 
 
このような多くの利点が考えられるにもかかわらず、我が国のディジタルシネマの配
給は進んでいない。（図表３）我が国のディジタルシネマの具体的ないくつかの事例と
して、例えば近年においては、東映系の「T-JOY」にて、ディジタルシネマシステムで
収録した「ゲキＸシネ」の上映にも力を入れ始めている。また、全スクリーンがディジ
タル化されている「新宿バルト９」では、サッカーのワールドカップや、アジア野球選
手権、宝塚歌劇団の公演など、スポーツや芸術公演の生中継や収録映像の上映も増えて
いる。今後は、大勢で鑑賞する「パブリック・ビューイング」などの新企画も考えられ
ている。しかしながら、IMAGICA社のWebサイトによると、国内でディジタルシネマプロ
ジェクターによる上映館は、62 館（96 スクリーン）にしかすぎない（表 ６-３  日本
国内ディジタルシネマ上映館一覧）。ディジタルシネマ対応スクリーン数は全国 3,062 ス
クリーン中 96 スクリーンに過ぎず、ディジタルシネマ率は 3.1%に留まっている現実が
存在している。 
 
我が国の映画の事例を見る限りにおいては、生活者は高画質については、それほど指
向していないと考えられる。ディジタル（２Ｋ）とアナログ（ＳＤ）を比較すると、画
素数で約 7 倍の違い（表 ６-４  ディジタル化シネマの規格と画素数）があり、ディジ
タルシネマの方がより鮮明な映像が享受できるにもかかわらず、映画館選択の誘因には
なっていない。これは、同じ映画作品の場合、同一料金であるにもかかわらず、高画質
のディジタルシネマ映画館に向かうよりもポイントカードを使うことができる自宅近
くのシネマコンプレックスに行くメリットの方が大きいと感じているためと考えられ
る。本来、ＣＧを駆使したダイナミックな映像は、ディジタルスクリーンでこそ楽しめ
るが、日本では、初めは｢スターウォーズ｣や「タイタニック」のＣＧを「すごい」と思
った観客も、数回見るうちに、飽きられたということも背景にあるのかもしれない。ま
た、最近の邦画のヒット作品といえる「花男」や「崖の上のポニョ」等は、比較的スト
ーリー性を重視する作品が多いといわれており、３Ｄの手法を駆使するハリウットやデ
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ィズニー作品のようなディジタルシネマを必ずしも指向していないと考えられる。 
上映館側の要因としては、現在ディジタルシネマ上映館の普及は、主として大手シネ
コンチェーンや配給会社直営上映館 ている（   日本国内デ
ィジタルシネ から ディジ ロジェクター
及び周辺装置が高額であるため、上映館はあえてディジタル化に対応しようとすると、
アナログ映 像装 を余儀な である。依然、
ディジタルシ ー導入に ットは不め あるなかで、デ
ィジタル化が上映館の利益につながるとい ことが認識されなければ、普及は進まない
考える。実際に我が国の多くの映画配給が、未だアナログテープで行われている。 
 
は、その政策に関する経済学的効果測定のための方法を導出するにあ
たり、情報通信サービスを直接消費者に供給する通信事業者ではなく、その情報通信サ
ー
 
に限られて進展し 表 ６-３
マ上映館一覧）こと もうかがえる。 タルシネマプ
像装置とディジタル映 置の二重投資 くされるわけ
ネマプロジェクタ よるメリ いりょうで
う
と
また、需要という側面から考えてみても、我が国の映画料金が海外諸国に比して高く、
映画館での鑑賞回数の少ない要因ともなっている（図 ６-２ 各国の平均入場回数と料金
）と考えられる。ブルーレイやインターネットという新しいメディアが登場するにつけ、
映画館への影響を心配する懸念もある。しかしながら新種のメディアへのアクセスが多
い人ほど映画館へ足を運ぶ傾向が強く、新メディアは代替効果よりもむしろ補完効果を
有するとも考えられ、明確にはその影響が実証されていない。また、ハリウットのハリ
ーポッターの次回作も３Ｄにて制作が進められており、このような映画は、やはりディ
ジタルシネマで見ないと意味がないので、近々我が国で封切られると、徐々にディジタ
ル化の需要が高まるものとも考えられる。 
 
我が国では政府の高度情報化推進政策により、民間への IT 関連投資が推奨されてい
る。本章において
ビスを用いて映像というコンテンツを供給している映画配給事業者の側から、このよ
うに我が国のディジタルシネマの普及が進まない要因となるものをいくつか考察して
ゆくこととする。 
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図 ６-２ 各国の平均入場回数と料金 
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注：「ディジタルシネマビジネスの市場動向と将来展望」(シードプランニング) 
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第２節 分析の手順 
 
我が国の映画に関する経済学的研究としては、公正取引委員会競争政策研究センター
xxxviiiが、国が行った「特定サービス産業実態調査」の映画館に関する個票データを用い
て線形ロジットモデルを推計し、需要関数を想定したものがある。その研究結果による
と、映画の料金単価の上昇により、代替サービスへ需要が移ってしまうことから、消費
者厚生へ与える影響は限定的であることが示されている。これは、経済学的には映画サ
ービスはその性質として、現在の料金水準より上の価格帯については、必ずしも生活必
需的サービスであるとは言えず、逆に嗜好サービスである可能性を示していることにな
る。料金水準の上への変更が強く制約される中において、供給者が多額のディジタル化
投資を行うことは、ディジタル化が強くサービスの差別化を導くものでない限り、経済
学的合理性にかける行いであることが解る。実際に我が国の映画サービスに関する消費
者の嗜好も、先に示したとおりディジタルシネマを強く欲しているとはいえない。 
 
しかしながら本論文においては、国の高度情報化推進政策を受けつつも、そのような
将来の不確実な状況のもと未だ十分な蓄積が進んでいない、我が国のディジタルシネマ
投資の定量化評価方法を導出するため、現状の料金水準を維持し、料金水準の変更によ
る ながら、
かつ金融経済理論モデルの基本的な理論フレームを用いて我が国でディジタルシネマ
投資を進める際の、映画配給事業に与える経済的影響に関して実証分析を行うことの可
能性を考察する。 
ィジタルシネマのような多くの経営リスクが存在すると考えられる新規事業にお
る設備投資などの意思決定に際しては、一般的に事業性評価に用いている Discount 
Cash Flow 法を用いて、投資の経営的妥当性の検討を行うものである。しかしながら、
その Discount Cash Flow 法を用いた事業性の評価だけでは、ディジタルシネマのよう
な、新規サービス供給間もないような分析対象に対して、事業価値を過小評価してしま
う傾向にある。また将来の不確実性をも考慮する必要がある。そこで、経営の柔軟性が
もつ価値を Option 価値として定量化する手法に着目するxxxix。またこれは新規事業のよ
うに、蓄積されたデータが非常に制限されている制約においても経済的分析を可能にし
た手法でもある。 
 
不確実性を分析的に取り扱うためのフレームワークは、経済学や意思決定理論などに
おいて精緻化されており、特に将来収入を見込んで先立って支出を行う投資行為に係わ
 
消費者厚生へ与える影響は限定的であるとする、先行する研究の結論を生かし
 
デ
け
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る意思決定に関しては、既に金融経済学において活発に研究が進められてきているxl。
野において既に多くのReal Option法を用いた研究が蓄積され
ているxli。そしてそれらの分析対象となるプロジェクトや事業に共通な点は、大きなコ
ストがかかり、いったんスタートするとそのコストは直ちには回収不能な経済学上の 
サ
て
いるものもあるが、本論文においては、将来需要に対し、現状とりうるもっとも中立的
な
数スクリーンの上映を管理するものであり、コンテンツのスケジュ
ーリングや劇場設備システムとのインターフェースを行うことができる。また、「配信
セ
お、試算においては、上記のシネコン網は、ＮＴＴ東あるいはＮＴ
Ｔ西が整備するデータ通信ネットワークを使用すると仮定した。また、独立系あるいは
中
我が国では公益的事業分
ンクコストとして事業者に重くのしかかり、投資コストの回収には時間がかかり、事
業が失敗すると大きな損失として実現する、ということである。実物投資の場合は意思
決定の不可逆性によるコストの固定化や、ヘッジが難しいリスクへの不可逆的係わりの
側面をともなう。それゆえ、事業の開発時期も含めて与えられている不確実性に関する
Option を価値として分析の枠組みへ取り入れ、意思決定の弾力性を評価する手法とし
て用いる。 
 
ディジタルシネマに関する将来需要を予測するに当たり、本論文においては、計量的
な将来予測を算出するに足るデータ量が不足している現状に鑑み、現状の需要が一定の
まま推移するものと仮定して、ディジタルシネマ化投資の基礎的な経済分析を行う。先
行する分析の中には、定性的検討に基づき一部ディジタルシネマの将来需要を予測し
姿勢を課すためである。まず、ディジタルシネマ化の総投資額の積算方法としては、
「スクリーンシステム」の価格については、ディジタルシネマプロジェクターの導入経
費が 8 万ドル（832 万円）、また、ディジタルシネマの保守、修理、操作上の運用費用
は、25 年間でフィルム上映より 200～300％割高になると報告されている（映像新聞
「NAB2008 報告書」）ため、これを参考にして推定している。「劇場管理システム（マネ
ジメントシステム）」は、プロジェクタとサーバをコントロールすることで、同じシネ
コンで一か所から複
ンターシステム」は、ディジタルアーカイブと配信サーバから成り、衛星やブロード
バンド（インターネット、イントラネット）、ケーブルテレビなどの回線を通じて各系
列の映画館にコンテンツ配信する中央機能を有するセンターである。ディジタル化によ
り、物理的な輸送に限定されていたフィルムと異なり、衛星を使って電波で配信する方
法や光ファイバや DSL などのブロードバンドを使って配信する方法が可能になる。現在、
日本においては、TOHO シネマズ、東映 T-JOY、松竹 MOVIX、角川映画シネプレックス及
び独自系のコロナワールドなどが、独自にシネコン網を作っている。以前は外資系のシ
ネコンが存在したが、その後日本からの撤退も目立ち、現在はワーナー・ブラザーズの
みとなっている。な
小のシネコン網は、DVD-ROM や HDD などの各種記録メディアにコピーし、輸送機関を
使って配信する方法も考えられるため、分析から外している。また、ディジタルシネマ
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広告である劇場内広告配信システム及びロビー内広告配信システムであるディジタル
サイネージも検討から除外した。 
 
映画館をアナログからディジタル化するためには、ディジタルシネマプロジェクター
の設備導入経費に加えて、保守、修理、操作上の費用を要する。しかしながら本章にお
いては、劇場側の投資負担に対する経済性を考える方法として、ディジタルシネマ化に
よって低減する配給側の運用コスト（フィルムコピー、フィルム輸送/保管）で補償し
ていく考え方xliiを用いた。 
 
次に、ディジタルシネマに対する将来需要や周辺環境といった不確実さに関する経営
的な柔軟性を計量する。これはTT投資計画実行の後その計画期間の中途における計画の
中
。
分
。
止或いは延期等の経営的自由度をOption価値として捉え、投資主体はそのOptionを行
使或いは放棄する柔軟性を有しているという金融経済学に基づく考え方である。Option
価値を算出するために、まず先に求めたディジタル化投資の割引の現在価値を用いる。
ここでの割引率は近年の我が国の銀行が企業に貸し出す無担保短期貸出し金利を考慮
し 0.05 とした。また、映画供給各社の詳細な財務データの収集が困難なことから、本
論文においては、各社の決算値における一般管理費率は共通であるとの仮定の下、ディ
ジタル化により削減されうる管理費をディジタル化投資によりもたらされる収入とし
て見立てて、その収入のみでディジタル化投資のフレームワークを検証することとした
これは、供給会社の収入全体で検証することに比べ、よりディジタル化効果を詳細に
析するための強い制約を置くものと考えられる。 
 
Real Option 価値の算出方法としては、Cox, Ross and  Rubinstein によって整理さ
れた 2 項 Decision Tree モデルによるイベントツリーを推計した。これは、最終計画
年の Option premium からそれぞれの項の生起確率と社会的割引率とを用いて、現在時
点でのオプション価値を割り引くかたちでReal Optionの現在価値を求めるものである
Real Option に関する各種の先行研究においては、算定期間中の社会的割引率やプロジ
ェクトの不確実性としてのボラティリティー等の各種入力項目が一定のトレンドを有
すると仮定したうえで、Black and Scholes による方程式を用いて Option premium を
求めているものもある。しかし、本論文においては、ディジタルシネマの新規性にかん
がみ、将来性に対する一定のトレンドを想定することは困難であると判断する。そこで、
最も基本的な事業拡張性オプションを含む離散確率モデルを想定することが妥当であ
ると考えて、Black and Scholes による方程式は採用しないことにする。 
 
また、本推計において用いた変数の設定条件として、行使期間は、Discount Cash Flow
に同じく、各期毎のキャッシュフローを無リスク金利の乗数倍で割り戻した合計額であ
 104
る割引現在価値が総費用を上回るためにそれぞれ必要とする期間とした。これは同手法
を用いたさまざまな分野の先行する研究では、あらかじめ投資回収計画期間を定めるか、
若 くは数通りの期間を試行して総費用を上回るために最適な期間を探り出して設定
し
し
ているが本論文では後者と同じ設定である。行使価格は投資に要する総費用とし、先
の配給事業者のディジタルシネマ化初期投資額と同値である。これも同手法を用いたさ
まざまな分野の先行する研究と同じ設定である。 
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第３節 分析の結果 
 
 
通常事業会社が投資計画を策定するに際しては、投資計画段階において想定される毎
期の期待キャッシュフローを、一定の割合にて割引いて現在価値を推計する Discount 
Cash Flow 法が用いられている。その現在価値の合計額が計画している投資総額を上回
れば投資を実行するという、投資実行の適否を判断するような、択一的な選択を決定す
ることに適した分析手法である。この Discount Cash Flow 法によるディジタルシネマ
投資の評価結果は、設備投資の回収に、最も条件の良い企業体で最短 2.77 年、また反
対に、規模の小さい企業体では最長では 25.11 年かかることがわかる。現在の国が定め
た映像機器に関する減価償却期間の 8 年を一つの目安と考えても、ディジタルシネマに
係わる投資は、集客規模の多い配給事業者にとっては、収支状況においても、経営的に
可能ではあるが、集客規模が小さくなるにつれ、経済的な合理性が希薄になってゆくこ
とが明らかになった。またこの結果は、集客力の増大に資するといったような、ディジ
タルシネマ投資の利点が明確にならない現状においては、規模が大きくディジタル化投
資余力の大きい事業者は、ディジタル化投資を実行しても、全体需要が限られている中
では、規模の小さい事業者の観客の獲得を目指すことになり、余り効率的であるとは言
えない。逆に規模が小さくディジタル化投資余力の少ない事業者は、ディジタル化投資
は経営的に成立する余地がなく、どちらにしても映画事業全体からみて、ディジタルシ
ネマ投資は経済的な合理性が成立しないことが明らかになった。 
 
Real Option 法に関する先行する研究xliiiにおいて、ボラティリティーの増大はオ
プション価値の増大と正の相関があることが示されている。ボラティリティーの主な求
め方として、モンテカルロ・シミュレーションによるものがある。これは予め条件付け
を行った確率過程を基に、多数回の演算過程を行い、事業リスク率を試行するもので、
その条件付けに対する実証的あるいは経験的裏付けが必要とされる。しかしながら本章
において扱う映画館ディジタル化投資は、事業の新規性ゆえに数値的な蓄積が乏しく、
ボラティリティー算出のための条件付けに、できる限り恣意的な不確実性を排除しよう
と試みたために、キャッシュフローの収益によるアプローチを採用したxliv。これは将
来需要に関する予測誤差から受ける影響をなるべく排除するために、Discount Cash 
Flow 法により求めた各供給事業者の前期と今期の Free Cash Flow の収益比率の対数値
を基に、供給事業者の費用実積に基づきボラティリティー0.14 を算出した。無リスク
金利は近年の我が国の基準割引率及び基準貸付利率（基準割引率及び基準貸付利率とは、
従来「公定歩合」として日本銀行により公表されていたものの現在的な呼称）を考慮し、
0.01 をそれぞれ設定した。 
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 済学上においては通常期待値という用語が用いられている。期
値とは、実社会において投資主体が収益の利回りを期待して想定する利率を指すもの
はなく、純粋な経済学的用語として、分析時点における金融的社会リスクを包含した
意
、
この無リスク金利は経
待
で
味合いでの金利という定義である。またインフラをはじめとした社会的基盤整備を目
的とした投資の計画や分析に際して通常用いられているものである。 
 
計測の結果、経営の柔軟性としての Option 価値は、金額的には配給事業者の規模に
比例する形になるが、経営自由度的価値としての運用コストに対する比率でとらえると
配給事業者規模に反比例する傾向を示していることが明らかになった。前章において分
析の対象とした FTTH 回線供給事業とは異なり、本章の分析対象である情報産業のコン
テンツ系である映画業界においては、IT 化投資に対する何らかの手段による事業者へ
の公的な補助よりは、映画業界全体での IT 化投資に対する互助的な役回りを機能させ
るほうがより効果的であることが明らかにされた。 
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第
国一律料金であ
り、 上映の過程をユーザーがアナログよりもディジタル化映像で観たいという要
求
初計画より遅れている。映画配
信業務の効率化は期待できるものの、放送業界のようなＶＨＦ/ＵＨＦ帯跡地利用によ
る新規産業創出という可能性を持たないため、今後もディジタル化の進行スピードは後
しで推移していくことが予想される。 
 
加えて、映画館側には、ディジタルシネマに関する投資の中心となるであろうサーバ
はフィルムと異なり、機械の陳腐化スピードが速いという懸念があり、コスト面を心配
する声も根強い。ディジタルシネマのシステムは、いわば IT 関連技術であり、その技
術の進歩に伴い、次々と次世代仕様が開発され、既存の機器が陳腐化する、若しくはバ
ージョンアップに多額の追加費用がかかるのではないか、という懸念が映画館側には根
強く存在している。 
 
しかしながら、本論文の分析によりはじめて国の高度情報化推進政策により映画業界
の受けた経済学的効果計測の方法を導出することができた。その結果からは、規模の大
きな映画配給事業者にとっては、比較的短期におけるディジタル化投資回収の可能性が
明らかになり、また映画業界全体から見ても、業界全体として IT 化投資に対する互助
的な役回りを機能させることで、観覧単価の低減に基づく需要喚起への刺激が見込まれ、
IT 化投資が十分に効率的であることが明らかになった。 
 
前章の分析の結果、国の高度情報化推進政策により、IT 関連サービスを直接消費者
に供給している通信事業者は、経営的に過剰ともいえる高度情報化投資を行い、更には
何らかの公的な補助も必要としていることが明らかとり、この結果は、情報通信事業者
がもつある種の公益性と通信サービス供給の独占あるいは寡占性の経済性の面から合
４節 分析のまとめ 
 
 
映画のディジタル化については、国の高度情報化推進政策に呼応する形で、既に撮影
や後処理編集の過程においてはディジタル化が実現している。本来、全
配給や
が高まってくることがあれば、アナログ映画館よりもディジタル映画館の観客動員が
多くなり映画館側の設備投資意欲が働いてくるのであるが、実際はポイントカードなど
をもっている自宅や駅の近くのシネマコンプレックスに行く観客が多く、高画質よりも
低価格の方が映画館選択決定要因となっている。 
 
放送のように 2011 年までにディジタル化を完了しなければならないという差し迫っ
た政策的目標が映画館側になく、IT 化投資の進展が当
倒
 108
理的なものであるといえる。また本章の分析の結果からは、その高度情報化推進政策に
業者から供給を受けて消費者へ付加価値をつけて供給して
る映画配給事業者は、事業者全体として事業運営上共通する部分に対する高度情報化
資は既に行っているものの、事業者個々の運営に係わる部分の投資は極めて緩慢であ
る
より、IT 関連サービスを事
い
投
ことが明らかとなった。映画配給事業者は、業界全体としてディジタルシネマに係わ
る何らかの内部での補助により投資が可能であるが、情報通信事業者がもつような、あ
る種の公益性や独占あるいは寡占性の経済性の存在が薄いために、国の高度情報化推進
政策は、効果的に適応できにくいものであることも明らかとなった。 
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 第７章 総括と展望 
第１節 本論文の意義 
 
 
古くは 1876 年にグラハム・ベルが電話機を発明して以来、情報通信の技術は世界各
地で様々な形で利用されてきた。近代においては、とりわけメインフレームを中心とす
る電算システムの導入以降、IT 関連技術のめざましい進歩が加速され、それに伴い情
報通信サービスから受ける社会の経済学的な影響も、徐々に強くなってきたように見受
けられる。また、我が国の情報通信に関する政策としても、1985 年の日本電信電話公
社の民営化以降、固定系電話サービスのみに限らず、移動体系電話サービス、データ通
信系サービスに至るまで、通信市場の開放政策が採用されるようにった。 
 
近年においては、インターネットに代表される、高度情報通信分野における積極的な
投資促進政策をすすめるようになっているが、このように近年特に我が国の経済的活動
に大きな影響を及ぼすようになった高度情報通信分野のような、先端的技術振興政策に
関して、その経済学的な実証の蓄積が進んでおらず、その効果を客観的に評価すること
が困難であった。 
 
通常、高度情報通信分野のような、急速かつ継続的な技術革新をともなう先端的技術
を用いて新規投資やサービスを行う分野においては、客観的な数値データの収集に非常
に困難をともなう。また投資の実行後比較的短い期間で、技術的に継続性のない次のサ
ービスへと需要が移っていってしまうために、経済的実証分析に必要なデータの蓄積が
進まず、その研究も非常に定性的な領域に制限されたものとなっていた。 
 
そこで本論文においては、高度情報通信分野のような、先端的技術を用いた新規サー
ビス分野に関する国の政策を総括かつ客観的に評価する方法を導出するために、複雑な
現実の社会を仮に理論経済学の前提に当てはめ、単純にモデル化した場合における政策
評価を試みることとした。具体的には国自身による経済成長に対する IT 財投資と一般
財投資との効率性に関する認識の違いの有無を定量的に評価する方法を導出した。次に、
労働投入量の対価としてうける賃金収入に基づく家計の情報関連サービス支出を手が
かりとして、その政策により受けた影響を評価する方法を導出した。そして最後に、そ
の消費支出に基づき新たな IT 関連投資を行い、情報サービスを供給してゆく経済的主
体である通信事業者や映画配給事業者が受けた影響を評価する方法を導出した。実際に
国の積極的高度情報化推進政策により積極化した IT 関連投資が国全体の経済成長に対
して、国に与えた潜在的な効果に関する評価、あるいは情報通信事業者や映画配給事業
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者といった情報サービス供給に係わる企業部門、そして家計部門といった代表的経済主
クロ経済学的効果を、すべて公開されているデータを用いて、かつ
ながら、それぞれの経済主体毎に包括的に実証研究を行い、
情報化推進政策を総括的に評価するための客観的な評価方法を提示しえた。 
体に対して与えたマ
独自の分析方法を取り入れ
高度
 111
 第２節 本論文の結果 
 
 
国の積極的高度情報化推進政策により IT 関連投資が国全体の経済成長に与えた影響
に関する従来の研究では、特にソフトウェアに対する分類や、公的部門による政策的な
IT 関連の重み付けのある支出に対する分類などに結果の違いが大きく影響され、また
分析対象の IT 財に関する定義付けによっても、結果に大幅なばらつきがある。これは
IT 関連財には、その定義の違いに起因する急速な情報通信技術革新に基づく各 IT 関連
財毎の減価償却期間の大幅なばらつきを根本的に包含しており、各研究にて分析の対象
とした IT 関連財の定義の違いを修復する研究の蓄積が余り進んでいなかったことに起
因する。 
 
確かに各財毎の減価償却期間の大幅なばらつきからくる結果の違いを分析対象の大
きな課題としてとらえ、各 IT 関連財のより詳細な減価償却期間を導こうとするヘドニ
ック評価法の研究も蓄積されてきつつある。また、実用上の IT 関連財の性質として、
技術革新にともなう新技術を用いた後継的製品の登場により、既存の機器設備が急速に
利用価値を失い、場合によっては会計基準の簿価上の価値が残存している資本を破棄し
てまでも、新しい資本を導入している現実さえ存在している。しかしながらヘドニック
評価法では、各機器の個体単位にまで細かく定義付けをおこない詳細に把握しようとつ
とめるあまり、そのまだ残存価値のある設備を廃棄してしまうような行動を、理論的に
構築することに限界が生じている。 
 
本論文では、既存の IT 関連財の定義づけの違いによる分析結果のばらつきと、ヘドニ
ック評価法のこのような限界を解決するために、IT 関連財の定義付けの異なる長期時
系列データセットを複数収集し、その違いから来る各分析結果の相違の根本に共通する
経済学的傾向を推計する方法として、客観的な計量経済学的分析手法であるストック調
整理論に着目した。そして我が国全体の IT 関連投資とその他一般財投資との国自身に
よる、経済成長に対する効率性の認識の有無を評価する定量分析を行うため、長期時系
列分析を採用した。長期時系列分析では、一般的にはデータ系列の統計的な性質が時間
の推移によって変化しない、いわゆる定常過程の状態となる次数にて階差級数をとった。
その上で、国全体に対する IT 関連投資の経済効果を、それぞれ IT 関連財の定義付けの
異なるデータセット毎に国の生産性効率に関する労働投入量と IT 関連資本ストックと
その他一般財との関係をマクロ経済学的生産関数として求めたうえで、既に経済分析に
おいて一般化されているストック調整原理を用いた。そのストック調整原理に基づき、
理論上の最適資本ストック量と実際の資本ストック量との差を、今期の投資計画がどの
 112
くらいの割合で満たしてゆくかを計るための指標である調整速度を比較した。その結果、
による、見かけ上の投資量の違いによらず、投資主体とし
国自身については、IT 関連財投資は国の高度情報化推進政策にもかかわらず、そ
の他の一般財投資と有意な違いが存在せず、国の経済成長に対する国自身の潜在的評価
は
る。これはその対象とする財やサービスのみの消費に関しては非常に簡潔な
研究手法である。通常、高度情報通信分野のような、急速かつ継続的な技術革新をとも
な
及び回答者の継続性に関する経済学的証明が非常
に困難である。そこで本論文では、国の積極的高度情報化推進政策により重要者側であ
IT 関連財の定義付けの違い
ての
限られたものにすぎなかったことが明らかになった。 
 
次に国の積極的高度情報化推進政策により、サービスを需要する側である消費者へ与
えた影響に関する客観的な経済効果測定の仕方を導出した。財やサービスの消費を需要
側から経済学的に評価する場合、通常消費者へ質問紙法を用いてアンケート調査等をお
こない、各設問の回答群の分布状況に基づき、その回答分布から確率分布を計測してロ
ジットモデルやプロビットモデルにより消費者の需要関数を推計する研究が一般的に
行われてい
う先端的技術を用いて新規投資やサービスを行う分野においては、投資後比較的短い
期間で、技術的に継続性のない次の投資やそれにともなうサービスへと需要が移ってい
ってしまう。そのために、客観的な数値データの収集に非常に困難をともなうものであ
るが、その点に関してデータ収集の制約に対して、アンケート収集により解決できるた
め、様々な財やサービスに関する研究の蓄積が進んでいる。 
 
しかしながら、本論文の目的である、国の積極的高度情報化推進政策により、経済学
的に家計の消費が受けた継続的な影響を分析するような研究に関しては、従来のアンケ
ート調査による研究方法では、質問紙
る家計に与えた経済学的影響の継続的な推移を分析するための方法として、家計の情報
通信関連支出に着目し、一般的な経済分析に用いられる支出関数を推計し、そこから固
定系電話サービス、移動体系電話サービス、インターネット系サービスそれぞれのサー
ビスに対する支出弾力性を算出した上で、時系列的な影響評価をおこなうこととした。
支出弾力性の推移に対する因果性テストをおこなう方法を導出し、国の積極的高度情報
化推進政策によって、各情報通信サービス間にどのような効果が発生したのかを明らか
にしようとした。また分析に用いるデータセットの種類を変えることで、都市部と郊外
部における家計の消費支出の違いも明確にすることが可能となる。 
 
その結果、国の積極的高度情報化推進政策により、家計においてはインターネットに
代表されるデータ通信分野への支出が増大した。また音声通信分野に関しては、移動体
電話への支出が増大した事実があることが分かった。またそれをもとにして 1％の収入
の違いがどれくらいの支出の違いに影響を及ぼすかの指標である家計の支出弾力性を
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計測した。この支出の弾力性は、1 を基準として、それを下回るサービスは生活必需的
サービスであり、上回るサービスは嗜好サービスであると一般的に経済学上では合意さ
れている事項である。その結果は、固定系電話の支出弾力性は、近年 1 を若干上回るよ
うになってきており、逆に移動体電話とインターネットの支出弾力性は徐々に 1 に向け
て低下しつつあることがわかった。これらの支出弾力性の結果に基づき、国の積極的高
度 報化推進政策により家計が増やしたインターネットサービスに対する消費支出が、
他
を調整するものである
と定義されている。また様々な分野における企業の供給に関する経済学的研究は多くの
場
性を担保すること
に限界が生じ、未だその蓄積が進んでいない。そこで本論文では、供給事業者としての
情
情
の通信サービスに対して与えた影響の因果性を検証した結果、家計のインターネット
への需要が、従来からある音声系固定電話の需要を下げる因果性を有していたことを実
証できた。またインターネットへの需要が、同時に音声系移動電話の需要を押し上げる
因果性を有していたことも実証できた。さらに、音声系通信サービス間においても、移
動体電話への需要が、従来からある音声系固定電話の需要を押し下げる因果性を有して
いたことも実証できた。国の高度情報化推進政策に基づくインターネットに代表される
データ通信サービスの生興は、家計のコミュニケーション手段選択行動へ大きく影響を
与えていたことが明らかになった。 
 
最後に、情報通信サービスの供給の担い手である供給事業者の側から、国の高度情報
化推進政策の影響を分析する方法を提案した。伝統的経済学では、企業は固有の生産関
数から導かれる限界生産性が限界費用に等しくなるまで生産量
合、その生産関数を想定した上でそれを下に限界生産性等の研究対象を分析している。
かつては我が国の情報通信事業者も、固定系の音声電話サービスのみを供給していたの
で、伝統的な経済学的分析手法に基づく研究も比較的盛んであった。しかしながら、近
年の急速かつ継続的な技術革新をともなう先端的技術を用いたサービス供給を行う最
近の情報通信事業者のような企業体を対象とする経済学的研究は、従来の生産関数を想
定する手法では、一定期間にわたる時間の経過をへて、実証分析にたる十分なデータの
蓄積が要求される。ところが、情報通信サービスのような新規サービスに関しては、実
証的な分析を試みようとしても、多くの場合このデータ収集に係わる面が非常に大な制
約条件になってしまう。データの集積が進んだ頃には、既にそのサービスは社会的な分
析対象としての重要性を消失してしまっている。またサービス供給に関する技術的な連
続性の担保を証明することの困難さから、その蓄積されたデータ自体の定義付けが一致
しなくなるなど、多くの課題を抱えおり、多様な供給サービスの一義
報通信事業者と映画供給事業者との国の高度情報化推進政策により受けた経済学的
影響を通常一般的に用いられている企業体の生産関数を想定する方法によらずに、公表
されている企業会計における決算値データを基に金融経済学的アプローチを用いて定
量的に計測することとした。 
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 本論文において国の高度情報化推進政策により影響を受けた企業部門の分析対象と
して情報通信事業者と映画配給事業者を取り上げた理由としては、情報通信事業者は情
報サービスを消費者に供給するためのネットワークをもつ最大の産業である。またその
ネットワークへの投資はいわゆる社会的基盤であるインフラとして、公益事業として広
く認知されている。国の情報通信政策の影響を最も強く受ける産業が情報通信事業者で
あると考えるからである。一方映画配給事業については、そのネットワークと不可分の
関係にある。それを利用して消費者に情報サービスを供給する産業として、経済産業省
の特定サービス実態調査を基に分類すると、ソフトウェア産業、情報処理産業、サーバ
ハウジング産業、サーバホスティング産業、情報セキュリティ産業、電子認証産業、課
金決算代行産業、ASP 産業、サイト運営産業、コンテンツ配信産業、映像情報製作・配
給産業、音楽情報製作産業があげられる。この中で、映像情報製作・配給産業の配給部
分のディジタル化はわずか７％に過ぎず、最もディジタル化が滞っている産業であるこ
とに着目する。この最も通信政策の影響を強く受ける産業とは逆に、最もディジタル化
が滞っている産業を分析対象とすることで、国の高度情報化推進政策により企業部門が
受けた経済効果の端的な特徴をも推計できうるのではないかと考えるからである。 
 
この分析対象は最先端の情報通信技術を用いた通信サービスを供給するために全く
新たなサービス分野として市場をこれから作り出そうとするものであり、先行する研究
はもとより、事業者の実績データそのものの蓄積も非常に制限される中で、いかに少な
いデータからより客観的な方法を用いて分析を行ってゆくかが課題となっている。そこ
で本論文では、企業会計上の分析として、投資に関して従来一般的に用いられている
Discount Cash Flow 法を用いて分析を行う方法を導出した。その結果、一部供給事業
者のみの実行では投資に経済的な合理性に困難な部分が含まれることが明らかになっ
た。そのために、急速な技術革新に影響される供給事業者の経営的裁量をも Option と
して数値的に価値化できる金融経済学の考え方を適用する方法を含めることとした。そ
の結果、社会的基盤の整備を行う企業体としての情報通信供給事業者は国の高度情報化
推進政策の影響を受け、従来から用いられている通常の設備投資計画量を超過する投資
量を新規サービス供給のために実行してきていることが初めて実証された。また一方そ
の社会基盤を使って情報サービスを消費者へ供給している映画配給事業者は、事業者業
界全体として事業運営上共通する部分に対する高度情報化投資は既に行っているもの
の、事業者個々の運営に係わるディジタルシネマの部分の投資は、実行の経済的合理性
が存在しているのにもかかわらず、未だに極めて緩慢であることが明らかとなった。 
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 第
・
企業部門を分析対象として、総括的に実証分析を行い政策の経済的効果を測定するため
の
子メール主体のコミュニケーションへと通信手段選択の選好の変化を促すきっかけと
なったものと総括的な評価を行うことができた。またこのような近年における我が国の
高度情報化推進政策による経済的効果計測の結果から、国の将来的な社会基盤整備に関
３節 本論文の結論と今後の課題 
 
 
本論文の目的は、複雑な現実の社会を仮に理論経済学の前提に当てはめ、単純にモデ
ル化した場合における国の政策に関する定量化評価を行うことを試みることにあった。
企業は企業利潤を増大させるように投資をおこない、家計は効用が最大になるように消
費支出を改善し、ひいてはそれらが国全体に均衡ある配分を通して正の経済波及効果を
与えてゆく社会全般の経済活動の、最も基礎的な経済モデルを用いて、経済相互間の客
観的、総括的な政策評価方法を導出することにあった。多面的な分析の切り口として、
政府部門を含む国全体、家計部門及び企業部門に着目した。また、通常のマクロ経済分
析に用いられる経済主体間の均衡条件を仮定した。 
 
その結果、本論文では既存の研究では今だ一般的に広く合意された手法が十分には確
立されておらず、非常に困難な課題となっていた、初期の段階での国の情報関連政策に
関する迅速な経済効果の計測方法として、国全体や経済学的代表主体である家計部門
方法が導出できた。また、経済学の基本的概念を用いて分析することを通して、分析
方法の客観性を担保することとした。具体的には国の生産性を IT 関連資本とその他一
般資本と労働投入量により評価した。次に、労働の対価である家計の消費支出に基づき、
その政策により影響を受けた IT 関連サービス消費に関する影響を評価した。その消費
者たる家計に情報通信サービスを供給してゆく通信事業者とその通信事業者の投資に
基づく社会的情報基盤を通して情報サービスを供給する映画配給事業者の IT 資本投資
に関する影響をも評価した。完全競争市場を通した経済主体間均衡の仮定の下、循環的
に影響しあっているすべての代表的主体を通して、我が国の高度情報化推進政策が各経
済主体の経済活動に与えた影響を客観的に評価するための評価方法を導出しえた。 
 
高度情報通信ネットワーク社会推進に向けた近年の国の積極的高度情報化推進政策
においては、国の経済成長に対する国自身の潜在的評価は、IT 関連投資とその他一般
財投資とでは、その経済効果に大きな違いはなかったことが明らかとなった。しかしな
がら、関連するサービスを供給する企業に対しては国の高度情報化推進政策の結果、将
来需要をまかなうに足る積極的な設備投資を促進するきっかけとなっていたと言える。
そして家計に対しては既存の情報伝達手段としての双方向コミュニケーションから電
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する IT 政策の方向性も明らかになった。概括的には国民相互あるいは民間主体のネッ
向している。民間主導によるディジタルデバイ
ド解消のため、IT 供給のための投資を対象に、受益者から広く薄く基金を募るユニバ
ーサルサービス基金の設立や、設備投資の税務上における損金算入特例の設定といった
手
かしながら本論文には残された課題もある。 
 
さ
れた定量評価方法は、一部マクロ経済学的な失業と生産性の関係等、経済学自体にその
解
トワーク化を促してゆくような方向を指
段をもちいて事業者を補佐してゆくことに妥当性が示された。また場合によっては、
社会常識の範囲の中で、国や地方自治体が、ある種の補助金や受益団体の協働基金のよ
うな公的基金等を創設することや、ときには公費を用いた供給設備の整備等も合理性が
存在しうる余地があることも示された。一方その供給設備を用いて情報サービスを供給
する映画配給事業のような業界の今後の方策に対しては、業界内部の事業者間における
高度情報化投資の互助互恵的役割を担うような推進母体の設立を促すような施策に経
済学的妥当性が存在する可能性が示された。 
 
し
本論文では、高度情報化推進政策により影響を受けた、国全体や経済学的代表主体で
ある家計部門、情報サービス供給に係わる企業部門といった個々の主体に対する経済活
動における客観的な評価方法を導出することの目的は達成されている。また生産者一般
に対する評価方法についても、我が国の企業活動全体の考察として、国の成長を IT 投
資と一般投資と労働投入量との寄与で計測する研究において、既に生産財における投入
量の決定に関する部分に包括されるものと考えている。ただ、生産者については、今後
は高度情報化推進政策を分析の対象とするものであっても、情報サービス供給に係わる
生産者のみならず、広く産業毎にその定量的評価を行うことが望ましいものと考えてい
る。 
 
次に、その経済主体間相互の有機的な定量的経済学的影響の評価方法については、通
常の研究で用いられている経済学的主体間均衡の仮定を採用した。経済主体間の確立
答は未だ限られている。したがって、本論文においても、経済主体相互間の影響評価
については、定性的な評価付けを行わざるを得ない。定性的な評価付けに際しても、経
済学的に既に一般的に広く合意されている考え方を適用するために、分析者のしいによ
る結果の解釈のばらつきを防ぐことができる。しかしながらその他のすべての評価の過
程が、公表されているデータを用いて客観的な経済分析方法を使い、分析者の思考する
過程を経ることなく、定量的に分析を行うことが可能になっているために、今後はこの
定性的評価の過程の部分も、経済学的解釈の一般的な共通の考え方を用いながらも、よ
り客観性を担保するための方法を考案してゆく研究も今後の課題としたい。 
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最後に、本論文ではデータ収集の制約がおおきい中にあっても、定量的な経済評価を
行うための前提として、理論経済学上の比較静学分析モデルを用いて現実の複雑な社会
を単純化している。また、経済主体間の関係についても、企業は企業利潤を増大させる
ように投資をおこない、家計は効用が最大になるように消費支出を改善し、ひいてはそ
れらが国全体に均衡ある配分を通して正の経済波及効果を与えてゆくという経済分析
で通常用いられている主体間の均衡条件を前提としている。ところが、例えば長期間の
データの蓄積が進んでいる金融のような分野を対象とした政策効果に対する評価を行
おうとする際には、社会変化のダイナミック性を直接分析に取り入れる研究も可能かも
しれない。しかしながら IT 関連分野ではデータの蓄積が未だに十分ではなく、今後デ
ータの蓄積が進むことにより、経済動学モデルを用いた分析をさらに発展させていく余
地も残されていると考えている。 
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i  廣松毅・池田実・藤原直哉・若林芳雄(1988)では、「ほかに有力な分析手法がないと
いう消極的な理由によって、依然として計量経済分析が、大学、政府機関等を中心に
根強く行われている」とも言及されている。 
 
  ロジットモデルとは個人の消費選択行動をミクロ経済学の理論の効用理論を用い
て説明しようとしているモデルで、個人が消費選択行動を行うに際し、定数項と一定
の確率分布に従う誤差項によって記述できる効用が最大となる選択を行うものとの
仮定の基で、 
p
ii
 
 
V  個人nの選択肢iの効用確定項 
V  個人nの選択数 
をあらわす。 
 
 
iii プロビットモデルとはプロビットモデルと同様個人の消費選択行動をミクロ経済
学の理論の効用理論を用いて説明しようとしているモデルであるが、個人が消費選択
行動を行うに際し、定数項と正規分布に従う誤差項によって記述できる効用が最大と
る選択を行うものと仮定がおかれている。 
 
 = φ ( α+ βlog D )  
 
in  ： 個人nの選択肢iの選好確率 
 
人の選好 D が 0 に近付くと P はほとんど 0 になり、D が大きくなるにつれて 1
近付く log 関数の特徴をもつている。 
 
 
iv 経済分析において多く用いられる実証的な分析方法の一つに、経済主体の生産活動
関して特定の生産関数モデルを想定して、その関数形から様々な結果を導き出して
ゆこうとする手法がある。この全要素生産性とは、通常経済主体の経済成長率を資本
の成長性である資本ストック量と労働生産性である労働投入量とで説明しきれない
の他の残差の要素として定式化したものである。また、この全要素生産性は、長期
には主として技術体系と生産の組織との進歩を表すといわれ、短期的には、固定設
の操業率や労働者の技能水準の上昇を反映するものであるといわれている。 
 
も一般的な生産関数は 
= A Ka Lb のような形式になる。これを log にて変換すると 
 
log Y = a log K + b log L + A  という関数形が導かれる。 
 
 
in = exp (Vi) /  Σ exp (Vjn)  
で定められる非集計行動モデルのなかで最も広く活用されているモデルである。
 
pin  ： 個人nの選択肢iの選好確率
i  ：
ｊ  ：
 
な
pin
p
個
に
 
に
そ
的
備
最
Y 
Y：生産量
                                                                                                                                                  
：全要素生産性
 
る関数形や、差の二乗の積の和が最大となる関数形などがある。 
 
vi 分解して、それぞれの要因毎の経済成長へ
方である。具体的には、経済成長は、労働量、
要素の投入量の変化率と、全要素生産性の変化率とを
されるものとの仮定がおかれている。成長会計モデルを用いるこ
とによって、生産量の変化が、労働量、資本量及び投入量のどの変化によるものか、
に負の関係が成り立っていなければな
らないものと仮定されている。 
の利用可能なすべての資産及び資源を使
能数量の軌跡を示したものである。この軌跡上が
 
ii コンジョイント分析とは、主にマーケティング理論で用いられる実験計画法の分析
 
 
主体
づいて選択を行うとき、その観測可能な選択肢がどの
の説明変数は、経
なかった値も仮定
x は通常、市場経済の均衡状態から労働や設備の不足や景気の過熱を懸念
K：資本量 
L：労働投入量 
A  
 
v  数量化理論では、分析対象を量的なデータに限らず、関数形にダミー変数を導入す
ることにより、程度や状態や有無といった質的データにも広げることが出来る分析方
法である。残差の平方和が最小となる関数形や、相関比が最大となる関数形や、相関
係数が最大とな
Min Σ (Yi - Y)  最小になる。 2
 
 
  成長会計モデルとは、経済成長の要因を
うとする考えの寄与率を明らかにしよ
資 投 量といった生産本量及び 入
加算したもので説明
あるいは技術効率の改善によるものなのかを明らかにすることができる。 
分析に際しては、各投入財は、限界生産物の正値性と逓減制を満たしていなければな
らず、生産量が各投入量の規模に対して収穫一定の仮定を満たしていなければならな
い。つまり、投入要素相互間の投入量は、互い
 
 
vii 生産性フロンティアモデルとは、生産主体
って生産可能な財のすべての生産可
経済主体にとり最も効率的な等量曲線を示している。 
 
vi
方法の一つである。消費者の選好は様々な要因が絡み合って一つの選択行動に結びつ
いているという仮定の基に、どの要因がどの要因との結びつきにより選択行動にどの
程度影響を及ぼしているのかを、すべての要因にわたり網羅的に相関関係を推計した
上で、その要因間の相関がゼロになるような最も望ましい効用関数の推定を行い、
様々な状況変化における需要の変化を推測しようとするものである。 
 確率選択モデルには選択肢の属性が説明変数として関数形に含まれるから、経済ix
が観測可能な選択肢の属性に基
ような影響を与えるかが分析の対象となる。また、確率選択モデル
済主体にとっての選択肢の値であるので、分析を行う上で選択され
する必要が生じる。 
 
 
景気循環と
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やインフレなどの景気を反転させる要因によってその均衡状態
とで景気の循環を仮定する内生的景気循環論と、本来定常的な状態
予想外の技術革新、天候の変化、石油危機などの外性的な要因に
より定常状態からかいりすることによって景気の循環を仮定する外生的景気循環論
とが提唱されている。 
 
xi
数
により推計された理論的最適資本ストック量に対して、今期の投資計画がどの程度の
に投資を実行するのかを考察する経済学
的に一般的な論理である。 
xii
 
 
xiii
基づく影響等その他の要素の生産性向上から説明
する、経済活動を関数形にて定式化したものである。生産関数は、 
 
log Y = a log K + b log L + A  という関数形が導かれる。 
 
 
CES 形生産関数 
 
ρ：定数 
した投資意欲の減退
からかいりするこ
にあるべき市場は、
 
 ストック調整原理とは、ある資本に由来する生産物の利益率と投資期間に対する利子
率とから求められる資本の限界効率を勘案しながら、分析対象の経済主体の生産関
割合その最適資本ストック量に近づくよう
 
 
 調整速度の変化率が潜在的投資意欲を示す理由付けとしては、投資主体の理論上の
最適ストック量は、把握することは困難であるために当該時点では潜在的指標であり、
投資財ごとの調整速度は、投資主体の各財への投資態度を示すものであると考えると、
各財の変化率は、その財の投資に対する態度の方向性をしめす指標でもあるので、投
資意欲を示す指標であると考えた。 
 生産関数とは、経済主体の経済成長を、資本の蓄積量と労働の投入量とその資本と
労働とに分類できない技術革新に
 
ｺﾌﾞ･ﾀﾞｸﾞﾗｽ形生産関数 
Y = A Ka Lb のような形式になる。これを log にて変換すると 
 
Y：生産量 
K：資本量 
L：労働投入量 
A：全要素生産性 
 
Y =(δK-ρ +(1-δ) L-ρ)-1/-ρ 
Y：生産量 
K：資本量 
L：労働投入量δ 
 
ｺﾌﾞ･ﾀﾞｸﾞﾗｽ形生産関数と CES 形生産関数はともにすべての生産要素投入量を比例的に
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lne(p,u)=α0+Σαilnpj+1/2ΣΣγ ij  lnpj lnpj +uβ0  Π lnpk B k 
 
 
ﾄﾗﾝｽﾛｸﾞ形生産関数も想定したが、統計的有意性に若干問題が残るため、本稿ではｺﾌﾞ･
ﾀﾞｸﾞﾗｽ形生産関数でのみ分析を行った。 
 
xiv
法。 
 
れのデータセットにおいても 3 階を示している。しかしなが
一階の差分をとる
ことで問題は残るもののその影響は大幅に緩和されうるものと考え、今回はあえて定
は今後改善すべき大きな
課題であるとも認識している。 
 
 
xv 論であれば、推計式は調整過程を含んだものとすべきであり、一般
計すべきである旨の指摘をいただいた。ストック調整コストの定
式化は、time-to-buildや、q理論があるが、当データセットに対して公表されている
様々な支払利息率を適用しても結果に有意な差を生じなかったことと、本稿の目的が、
複数のデータから共通の結果を導くことにあるので、関数形を出来
るだけ簡素化した。ただし、よりストック調整理論に添った形での関数形の再検討に
。 
 
xv は企業会計における設備投資費用と経年劣化による残存価値の関係を表
資による資産の取得に要した費用を、その資産が使用できる期
間にわたって、費用化する考え方であり、主に理論上の減価償却期間としては、固定
増減させた場合、生産量もそれにともなって比例的に増減する一次同時の関数形をあ
らわしている。 
ﾄﾗﾝｽﾛｸﾞ形生産関数 
 
pi：物価指数 
x：総支出 
p：Stone の近似指数 
 
 ある確率分布に従うデータ数列の母数の値を求めるための統計学的手法の一つで、
観察されたデータセットの中から一番最もらしい尤度を最大にすることで、そのデー
タセットの属する母集団を推量する方
 
 
xv 例えば、廣松毅・栗田学・小林稔・大平号声・坪根直毅「情報技術と付加価値生産
性」平成 9 年情報通信学会年報。 
 
xvi 和分については、いず
ら、本稿の目的は調整速度の変化率を実証することにあり、LOGの
常性をとらずに検討を行った。しかしながら、定常性の問題
ii ストック調整理
的には投資関数を推
ITの定義の異なる
ついては今後の課題である
 
iii 減価償却と
す る。設備投概念であ
資産の耐用期間中、毎期に均等額の減価償却費を費用化する定額法と、同じく固定資
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定率法などがあげられる。 
x 資本ストック量と
れつつある元の資
新たに加えられた本年の資額の合計がネット資本ストックとされるものである。
業諸国では既に広く使用されており、本論文にて行う資本ストッ
も、この 法を採用する。 
 
 自己回帰和分移動平均分析とは、ある時点のデータはそれ以前のデータ系列の部分
現在の誤差が加わって観測されるという考
え方である移動平均分析の部分とからなるモデルを指している。 
xxi
れている。 
i i 支出関数を想定する場合、各サービス単価に関するデータを必要とするが、本論
所得 y ，k 種類の財の価格 p1p2･･･pk, k 種類の財の購入量 q1q2･･･qk, ，制約量 b, 
                
i(qi-bi)= Σpiqi- Σpibi=y-  Σpibi  ,  
分子は Σai =1 と規準化（１次同次）                        
 
産の耐用期間中、毎期の始りの固定資産における未償却残高に一定率を乗じた減価償
却費を費用化する
 
 
xi  恒久棚卸し方法とは、投資された資本は耐用年数の期間にわたり
して存在し、その耐用年数内における減価償却され、資本が減耗さ
本と、
この方法は、先進工
ク量の推計 手
 
xx
によりある程度推定できるものであるとの考え方である自己回帰分析の部分と、以前
のデータのランダムな誤差の線形結合に、
 
 
例えば 松本和幸(2001)参照。 
佐々木文之(2002)等。 
 
 
xxii データセット毎に異る関数を使用することの問題点は先の情報通信白書のデータ系
列に基づく分析の際において触れら
 
xx i
文において扱うデータでは、単価に関するデータに制約があることから、OLS形支出
関数・Panel形支出関数については蓑谷（1997）の支出関数の考え方を使用した。 
 
 
効用関数 u=a1log(q1-b1)+･･･+ aklog(qk-bk)        
ﾗｸﾞﾗﾝｼﾞｭ未定乗数= λ,ﾗｸﾞﾗﾝｼﾞｭｱﾝ=φ   
φ = a1log(q1-b1)+･･･+ aklog(qk-bk)+ λ(y- p1q1 -･･･- pkqk )  
∂φ/∂qi=0 の限界効用均等の法則,           ∂φ/∂ λ =0 の１階の条件と 
                                                                            
y=p1q1 +･･･+ pkqk 分母は Σp
規準化された ℓ財  pℓqℓ = pℓbℓ + a(y- Σpibi ), αℓ= pℓbℓ - a Σpibi 所得階層別横断
面ﾃﾞｰﾀによる推定では、L 財の価格はどの階層でも同じと考えられることから 
 
pℓqℓ = αℓ+βℓy    aℓ=βℓy  ∴Y=α+ βX+u 
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B k
 
ω i=α i + Σ γ ij lnpj+  βi  ln(x/p)  
     
 γ ij=0, Σβi = 0, 
xx より棄却できるかどうかで最適階差
を求める。 
Δ
 
Y = a Y
 
 
xx
 
 
 
utoregressive1 Integrated1 Moving Average1 Model 
 
が導かれる。 
 
 
また、以下のような、Almost Ideal Demand System 形支出関数及び Panel 形支出関
数の Fixed effect stimation 及び Random effect model 等についてもそれぞれ想
定し、計測を行ったが、当てはまりの良さから、本文中では OLS 形支出関数を採用
した。 
 
lne(p,u)=α0+Σαilnpj+1/2ΣΣγ ij  lnpj lnpj +uβ0  Π lnpk  
pi:物価指数,x:総支出,p:Stone の近似指数, 
ｼｪﾊﾟｰﾄﾞのﾚﾝﾏ 
対称性・同次性の制約を設定  
 γ ij = γ ji  , Σαi =1, Σ 
 
 
iv α＝0 の帰無仮説をDicky and Fuller検定値に
Yt=αYt-1+u 
ΔYt=αΔYt-1+u 
2Yt=αΔ2Yt-1+u 
 
xxv  Σb=0 の帰無仮説を棄却できるかどうかで、ＸのＹに対する因果性を求める。 
Yt= a1Yt-1+ aiYt-i+ b1Xt-1+ biXt-i…+ut 
+ a Yt 1 t-1 i t-i+ut 
vi Autoregressive1 Integrated1 Model 
Yt= μ+Yt-1+ ø(Yt-1- Yt-2) 
 
Integrated1 Moving Average 1 Model 
Yt= Yt-1－θet-1 
A
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ø(Yt-1- Yt-2) －θet-1 
各関数形に対して、Akaike's information criterion を基準に最適な関数形を選定した。 
 
xxvii ｔ検定と
断
う 用する統計学的検定法の総称である。母集団が正規分布に従うと仮定する
検定法であり、t分布が直接もとの平均や標準偏差にはよらないことを利用している。
られる。 
 
 
xx 。 
 
 
わたる利益を積算する場合、1 年後の貨幣
で と定義する。そこで、通常公定歩合やプライ
ムレートを用いて算出される指数のひとつである利子率の乗数にて将来の貨幣価値
を序することによって、現在時点での将来貨幣価値を計ることを指している。具体的
ことで、現在の貨幣価値 ＝ １/（ １＋利子率 ）、であると計算され
る
 
 
x クトの便益、C：プロジェクトの費用、ｒ:割引率、T:権利行使期
限、σ:ボラティリティー、を示す。 
V=B･
d1
-∞ -χ
2/2√2πdχ-C･e-rt･
d2
-∞ʃe-χ
2/2 √2πdχ 
 
xi基準割引率及び基準貸付利率とは、従来「公定歩合」として日本銀行により公表さ
 
xii 固定資本回転率＝売上高/固定資産 
 
 
xiii 投資効果率＝（システム維持費＋減価償却費＋税引き前利益）/固定資産 
 
xiv リアルオプション価値＝DFC による事業現在価値＋リアルオプションプレミアム 
Yt= μ+Yt-1+ 
 
 
は、ある仮説が正しいといってよいかどうかを統計学的・確率論的に判
するための論理である、帰無仮説が正しいと仮定した場合に、統計量がt分布に従
ことを利
2 つの標本に関して平均に対する有意な差の存在の検定などに用い
viii高地圭輔・三友仁志・大塚時雄(2006)
xxix割引の現在値とは、まず現在から将来に
価値と現在貨幣価値は、同価値 はない
には、１年後の１円を、現在の価値に換算するには、1 = (1 + 利子率)×現在の貨幣
価値、とおく
。 
xx v:収益、B:プロジェ
ʃe
d =(ln(B/C)+(r+σ2/2)･T)σ√T 1
d2= d1-σ√T 
 
xx
れていたものの現在的な呼称。 
 
xx
xx
 
xx
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x
これは、決算上において当該事業者が比較的明確に、移動電話の経営効率を他の投資
分と切り分けることが可能な理由による。 
 
xxxvi DFC
 
xvii 注 8 に同じ。 
xviii 砂田・岡本 2008。 
 
xx
 
 
xl
2005  
 
xlii通  Flow 法では、投資計画段階にお
い ュフローを、一定の割合にて割り引いて現在価値
を 在価値の合計額が計画している投資総額を上回れば投資を実行する
という、投資実行の適否という択一的な選択を判断することに適した分析手法である。 
 
xl
iv ボラティリティー＝√1/(n-1)Σ(xt-x)2 xt:キャッシュフロー収益率 
                   x
_
: x の平均 
 
x xv 平成 16 年度決算値にて集計、ただしボーダフォン社のみ 15 年度決算値にて集計。
 
コール計算シートのリアルオプション・プレミアムが による事業現在価値を
上回るために必要とする期間。具体的には、図表中の、リアルオプションプレミアム
のコール値の合計額が、[プロジェクト現在価値]である年毎の割引のキャッシュフロ
ー現在価値の総計と、[システム投資額]との差[DFC による事業現在価値]を上回るた
めに必要とする期間を示す。 
 
xx
 
 
xx
 
xix服部徹・吉本佳生・高橋 雅仁・松屋親広・山口順之「電力経営におけるリアルオプ
ションの価値評価手法と適用事例」電中研報告 2003。 
高橋 2005。 
 
 
xli高橋 。
 
常事業会社が投資計画等に用いる Discount Cash
て想定される毎期の期待キャッシ
推計し、その現
 
iii高橋 2005 等。 
 
 
 
_
xl
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